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はじめに                                   

・１９７０年代の２度にわたる石油ショック、２０１１年の東日本大震災などを経て、我が国の

エネルギーを支える燃料は、その割合が刻々と変化しているが、いわゆる化石燃料がエネルギ

ー供給の太宗を占めていることは揺るがない事実である。直近では、一次エネルギー供給の９

０％以上を占め、電源構成においても９０％を若干下回るほどにまでそのシェアを高めている。

２０１４年のエネルギー基本計画を踏まえて先般示された２０３０年のエネルギー需給見通

しにおいても、２０３０年時点における我が国の一次エネルギー供給において、約３０％の石

油を筆頭に、実に４分の３を化石燃料が占めており、電源構成においてもその割合が約５５％

となっている。加えて、我が国は化石燃料のほぼ全量を輸入に頼っており、それらをいかに安

定的に調達するかを中心として、資源燃料の安定供給を確保していくことは、我が国のエネル

ギー戦略、そしてそれが支える国民生活や経済活動にとって、最も重要な課題のひとつと言え

る。 

・総合資源エネルギー調査会 資源燃料分科会では、今後の資源・燃料政策の基本的な考え方を

整理するため、石油・天然ガス小委員会、鉱業小委員会を開催し、２０１４年７月に両小委員

会の中間報告書を取りまとめた。本報告書は、その後の国内外の情勢変化、政策の進展等も踏

まえ、当分科会として、これまでの成果と現状を整理すると共に、今後の総合的な資源・燃料

政策の方向性について改めてとりまとめたものである。 

 

第一章 石油・天然ガス政策 

・昨年の石油・天然ガス小委員会報告書で指摘されたとおり、３Ｅ＋Ｓを基本とするエネルギー

政策の考え方やエネルギー需給・市場動向を踏まえれば、資源燃料政策の最大の課題であるエ

ネルギーの安定供給の確保については、①海外からの調達を中心とした資源確保の不確実性を

マネージしていくこと、②国内における災害等の発生時においても国民が燃料の供給を受けら

れるようにすること、③それらを支える産業の基盤を確固たるものとしていくことが必要であ

る。エネルギー需給構造の状況変化を踏まえ、政府は、これら３つの課題につき責任ある役割

を果たしていく必要があり、石油・天然ガスについては、以下のように整理される。 

 

１．エネルギー需給構造の状況変化 

（１）海外の状況変化 

 ⅰ）石油市場の動向 

・北米におけるシェール革命は、世界のエネルギーのサプライチェーンに大きな構造変化をも

たらした。米国の原油生産量は、シェールオイルの着実な増産により、２００８年の日量５

００万バレルから、２０１４年にかけて日量約３７０万バレル増加し、日量約８７０万バレ

ルとなった。この結果、米国の原油の海外輸入依存度が低減し、中南米等の産油国は、米国

にかわる輸出先を求め、特に需要の増大する新たなマーケットとしてアジアへの関心を高め

ている。 
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・原油価格については、米国での着実な増産が進展する一方、アラブの春以降、中東、北アフ

リカにおける地政学リスクの高まりとアジアをはじめとする新興国の堅調な需要の増大を

背景として、高値安定が続いてきた。しかしながら、欧州経済の停滞や中国の経済成長の鈍

化が世界の原油需要の先行きに不透明感をもたらす中、２０１４年６月にリビアの輸出能力

回復が伝えられると、特にリビア産原油の輸出先の７割以上を占める欧州を中心に価格が下

落。これに対し、これまでスイングプロデューサーとして国際的な原油供給の調整役を担っ

てきたサウジアラビアは、世界のサプライチェーンの構造変化や非ＯＰＥＣ産油国との協調

が得られないことなどを背景に、減産による対応を行わなかったため、市場価格は緩やかな

下落を続けた。 

・米国での原油生産が増え続ける中、ウクライナ紛争に伴う制裁下で原油輸出による国家収入

確保が必要なロシアは、２０１４年夏以降も高水準の生産を持続し、更に、２０１４年１１

月のＯＰＥＣ総会で生産量の維持が決定されたことにより、原油価格は急落、２０１５年１

月にはブレント価格は５年１０ヶ月振りの水準となる４０ドル台半ばまで下落した。 

・ＯＰＥＣ諸国は、このような価格下落が、相対的に生産コストの高い米国のシェールオイル

の生産減少につながることを見込んでいたが、米国開発事業者の生産性の向上、とりわけ生

産量の多い井戸への集中などにより、米国での生産は依然として増加傾向にある。他方、２

月以降は、米国における掘削リグ稼働数の減少や、今後の米国シェールオイル増産ペースの

減速見通しなどを材料に原油価格は反転。４月下旬以降のブレント価格は、底値と比較して

３～４割程度高い６０ドル／バレル前後で推移している。 

 
                            【原油価格の推移】
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・米国では、原油価格の回復とともに、足下の掘削リグ稼働数の減少幅も緩やかになってきて

おり、生産量の中期的増加傾向は変わらないと見られている。米国エネルギー情報局（ＥＩ

Ａ）の予測によれば、米国の原油生産は２０２０年頃に日量１０００万バレルを超えてピー

クを迎え、その後も日量９００～１０００万バレル程度の水準が継続するものとされている。

（出典：ＥＩＡ「Annual Energy Outlook ２０１５（Reference case）」） 

 
【米国シェールオイルの生産見込み（EIA）】 

 
 

・米国のシェールオイルは原油価格が上昇すれば比較的迅速に生産を拡大して過度な価格上昇

を抑え、価格が下落すれば一定程度の時間で生産の増大が緩やかになるという性格から、米

国がサウジアラビアに代わり原油市場のスイングプロデューサーとしての役割を担いつつ

ある。他方、今後、米国の生産が頭打ちになる場合には、価格の変動局面で重要な要素とな

る余剰生産能力の面から、米国がスイングプロデューサーとしての役割を十分に果たせない

可能性もある。 

・これと併せて、原油価格について、当面、新興国を中心とした需要が増加していったとして

も、米国の原油生産の上昇基調が原油価格への下落圧力となるとの見方がある。一方で、２

０２０年以降、米国原油生産が頭打ちを迎えれば、新興国の需要が引き続き拡大を続けてい

けば、原油価格は更に上昇していくとの見方も強い。例えばＥＩＡは、今後の原油価格につ

いて、２０２０年で７９ドル、２０２５年で９１ドル、２０３０年で１０６ドル、２０３５

年で１２２ドル（出典：ＥＩＡ「Annual Energy Outlook 2015（Reference case）」）と見込

んでいる。 

・直近のように原油価格が低位で推移する状況が続けば、原油の輸入国である我が国も含めて、

世界経済にとってはプラスが大きい。一方で上流開発においては、原油価格の下落によるプ

ロジェクトの採算悪化により、一部産油国の財政逼迫等や、生産コストが高い開発プロジェ

クトの遅延・中止等が生じている。 

 

ⅱ）天然ガス市場の動向 

・シェールガス開発の進展により、米国における天然ガスの生産量は２００６年から増加を始

め、２０１１年には過去最高を上回り、今や世界最大の天然ガス生産国となっている。現時

点では純輸入国であるものの、２０２０年には純輸出国になると予想されており、非ＦＴＡ

国向けも含めて輸出施設の建設に必要なＦＥＲＣ（連邦エネルギー規制委員会）の認可と輸

出に関する認可が次々と行われている。２０１５年５月までに認可された輸出プロジェクト

７件の中には、日本企業が関与するものが５件含まれている。また、今後２５年程度を見通

しても、米国のシェールガス生産は順調に伸び続けることが予想されている。 

・米国におけるシェールガスの増産の前には、米国の天然ガス需要の増大を見込んで、カター

ルではＬＮＧ輸出基地が、米国ではＬＮＧ輸入基地の整備が進んでいた。しかし、米国の輸

入需要の減少により、カタールは、ロシア依存の脱却を図りつつ、安価な調達を目指してい
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た欧州諸国との契約を拡大し、２００９年頃より輸出を増大させた。さらに２０１１年の東

日本大震災で日本のＬＮＧ需要が急増したことから、カタールは、より有利な価格での販売

が可能となる日本にＬＮＧの販売先の一部シフトさせた。逆に欧州は他の輸入元が存在する

ことを背景に価格交渉力を伴ってロシアとの交渉を行い、ロシアからの購入を再び増大させ

ることになった。 

・２０１４年のウクライナ紛争を契機に欧州は、ガスセキュリティについての意識を高めると

ともに、再びロシア依存からの脱却を模索し始めた。この結果、日米欧による制裁と油価下

落によって経済状況が厳しくなったロシアは、新たな売り先を求め、また欧州依存を脱却す

るためにも中国、日本など東アジア諸国との関係強化に向かった。特に中国との間では２０

１４年５月には東シベリアと１１月には西シベリアの両国を結ぶ２本のパイプラインによ

る供給に合意した。しかし、ロシア以外にも複数の天然ガスの供給源を有するなど、厳しい

ポジションで交渉に臨む中国への依存を強め過ぎることに対しては、ロシア側の警戒心も強

い。逆に輸出先としての日本市場への期待は高くなっている。 

・天然ガス価格については、原油価格の急落から数ヶ月のタイムラグを伴って、特に原油価格

にリンクする指標を中心に世界的に急落している。また、アジアの天然ガス需要は、中国の

景気減速を中心に伸び悩み、日本も今後の原子力発電所の再稼働に伴う需要の減少が見込ま

れることもあり、全体的に弱含みであることから、アジアの天然ガス価格は２０１４年１１

月以降下落しており、特にスポット価格は２０１４年初頭と比較すると６割以上下落してい

る。この結果、それまで見られていたいわゆるアジアプレミアムも急速に減少しつつある。

一方で、ＡＳＥＡＮのガス産出国などでは、国内需要が急増しており、輸出余力が減少傾向

にある。 

・こうした天然ガス価格と需給の変化は、上流開発、特にＬＮＧプロジェクトにも影響をもた

らしている。油価が高い時点で開発に着手したプロジェクトの多くが見直しを迫られる状況

となっており、ＬＮＧプロジェクトは完成までに時間がかかるものであるだけに、中期的に

は現時点での開発の停滞が将来の供給力への不安をもたらすとの見方もある。 

 

【世界のエネルギー情勢の変化】 
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ⅲ）グローバルな事業者の動向 

・原油・天然ガス価格の変化などに応じて、石油・天然ガス開発企業及び関連サービス企業は

大規模な事業再構築に着手している。昨年１１月にハリバートン（米）によるベーカー・ヒ

ューズ（米）の買収（３５０億ドル）、同年１２月にレプソル（スペイン）によるタリスマ

ン（カナダ）の買収（１３０億ドル）、今年４月にロイヤル・ダッチ・シェル（英・蘭）に

よるＢＧ（英）の買収（４７０億ポンド、７００億ドル）が相次いで発表されており、グロ

ーバルなエネルギー企業の事業再編が進んでいる。 

・併せて上流開発についてもプロジェクト単位での見直しが進んでおり、例えば、豪州のＦＬ

ＮＧ（浮体式洋上天然ガス液化設備）プロジェクトのＦＥＥＤ（概念設計・ＦＳの後に行わ

れる基本設計）及びＦＩＤ（最終投資決定）の時期の後ろ倒しや、カナダオイルサンドプロ

ジェクトでの資本支出削減などが決定されている。 

・特に天然ガスについては、価格の低迷と需要の不透明感が上流投資を難しくさせていること

もあり、需要拡大のための仕組みづくりを目指す欧州メジャーの動きが注目される。６月の

世界ガス会議の前に欧州メジャーは共同で文書を発表し、石炭火力と再生可能エネルギーへ

の依存は適切ではなく、天然ガス火力へのシフトが必要としてカーボンプライシングを求め

ている。 

 

ⅳ）主要国の動向 

・上記の通り、米国はシェール革命によるエネルギー自給率の高まり等に伴い、中東からの輸

入に依存する度合いが低下している。このことが米国の中東情勢への関与を減少させるとの

見方もあり、その場合には中東地域の安定への不安が増大する可能性がある。 

・中東や北アフリカでは、地域紛争への抑止が働きにくい状況の中で、過激派の活動も活発化

している。古典的な宗教的対立に加え、特にＩＳＩＬのように国境を超えて活動する主体の

場合は、国際秩序に則した対応が難しい。加えて、いわゆるフランチャイズ方式で、賛同者

が場所を問わずに拡大する場合には、地域的な管理も困難であり、そうしたグループによる

過激な活動がもたらすリスクも増大している。 

・このような中東、北アフリカにおける治安の不透明性の増大に加え、我が国の資源の輸送ル

ートである南シナ海における中国の最近の動きは、今後のエネルギー供給リスク要因となり

うる。 

 

（イエメン） 

・イエメンでは、昨年から、同国北部を拠点とするシーア派系勢力のフーシー派が活動を活発

化させており、本年３月、サウジアラビア等がイエメン政府の要請を受け、フーシー派の拠

点への空爆を開始した。イエメンの原油生産量が世界全体の生産量に占める割合は小さいこ

とから、同国の情勢が国際原油価格に与える影響は限定的と見られるが、情勢の悪化によっ

ては、ハブ・エル・マンデル海峡における原油・ＬＮＧタンカーの航行に影響を及ぼす可能

性がある。 

 

（イラク） 

・ＩＳＩＬの活動はクルド地域以南のイラク北西部地域が中心であり、イラクの原油生産量の

約９割を占める南部地域への影響は限定的である。我が国企業であるＪＡＰＥＸが進出して

いる油田を含め南部油田は増産を続けており、ＩＥＡが発表した本年５月の同国の原油生産

量は過去最大の日量３８５万バレルとなった。一方、イラク産原油の一部については近年、

重質化が指摘されており、新たな課題となりつつある。今後、ＩＳＩＬの活動をはじめ、同

国とクルド地域との関係が、イラクの生産量に影響を与える可能性がある。 

 

（イラン） 

・２０１３年１１月にＥＵ３＋３とイランとの間で合意された共同作業計画に基づくイランに

対する暫定的な制裁緩和措置は、２０１４年７月の約４カ月間の延長に続き、同年１１月に
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本年６月末を期限として延長された。本年４月に双方は共同包括的作業計画の主要な要素に

合意し、７月１４日、最終合意が成立した。その内容が着実に履行されることにより制裁が

停止されることになれば、イランからの原油輸入や国際原油価格の動向等にも影響を与える

可能性があることから、今後の動向を注視していく必要がある。 

 

（サウジアラビア） 

・国際エネルギー機関（ＩＥＡ）によると、サウジアラビアは足下でも日量約１千万バレルと、

好調な生産を継続。昨年からの原油価格下落を受けても、国際原油市場における市場シェア

維持の観点などからこうした高水準での生産を維持していると見られている。 

・サウジアラビアでは、本年４月に国王令が発出され、新たにムハンマド・ビン・ナーイフ副

皇太子が皇太子に、国王の子息であるムハンマド・ビン・サルマン国防大臣が副皇太子に任

命されるなど、統治体制に大きな変化が見られた。またサウジアラムコの監督体制について

も、新たにサウジアラムコ最高評議会が設置され、ムハンマド・ビン・サルマン副皇太子が

議長に着任するなどの改革が行われており、今後の石油生産・輸出政策への影響を注視して

いく必要がある。 

 

（リビア） 

・２０１４年８月以降、リビアでは首都トリポリを武力で制圧したイスラム主義勢力と、これ

により同国東部に追われる形となった世俗派が東西に分かれて対立し、国内に２つの政府が

存在する状態が続いている。その後も武力衝突や原油パイプラインの破壊、ＩＳＩＬの活動

の活発化などにより、生産量は日量３０万バレル程度に低迷している。リビアでの生産の増

減は特に欧州市場での原油価格に大きな影響を与えている。 

 

（カナダ） 

・シェールガスの生産拡大を受けて、カナダ西岸のブリティッシュ・コロンビア州において日

本企業が参画する複数のＬＮＧプロジェクトが検討されており、２０２０年前後に輸出開始

を目指している。プロジェクトの実現のためには、連邦政府による環境評価の認可等、解決

すべき課題が存在する。一方、オイルサンドプロジェクトについては、生産量の伸びは以前

考えられていたよりも小さいものの、今後、増加の見通しとなっている。 

 

（メキシコ） 

・米国における原油生産増加を受けて、メキシコの米国向けの輸出が近年急減している。この

ためメキシコは、昨年、太平洋岸の出荷ターミナル（サリナクルス港）を再開するなど、日

本を含むアジアの輸出拡大を目指しており、今後我が国の新たな原油調達先として最も注目

される国の一つとなっている。 

・ペニャ・ニエト大統領の下、エネルギー改革が進められ、これまで国家独占とされていた石

油・ガス産業において外資を含む民間企業への開放が決定された。２０１４年８月に二次法

令等が整備され、制度の詳細が決定した。昨今の油価下落を受け、当初予定からスケジュー

ルの遅延があるものの、現在、鉱区ごとにラウンド・ワンの一般入札が行われているところ

である。 

・また、メキシコは、世界第 6 位のシェールガスの埋蔵量を誇る。今後、エネルギー改革の進

展によって開発が進めば、ＬＮＧ輸出も期待されるため、将来的には我が国にとってＬＮＧ

の供給源の１つになる可能性もある。 

 

（ベネズエラ） 

・ベネズエラは、オリノコ地域に重質油が豊富に存在し、世界最大の原油埋蔵量を誇る。昨今

の油価下落を受け、デフォルト懸念が高まる中、ベネズエラ政府は、ロシアと共同でオリノ

コ地域の開発や、中国からの融資の発表等、他国との連携を図っている。こうした状況にお

いて、探鉱･開発が停滞し、石油生産量の伸びは期待できないとの見方もあるが、一方で政府
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が石油政策を再検討し、財務状況が厳しい国営ベネズエラ石油会社（ＰＤＶＳＡ）が、外資

呼び込み強化に向け方針転換を行うという観測も存在している。 

 

（ロシア） 

・ロシア・ウクライナ情勢等を踏まえ、欧米はロシアに対し、エネルギー分野での制裁も行っ

ている。EUは、エネルギー分野での制裁を、従来は２０１５年７月末までとしていたものを、

２０１６年 1 月まで延長することを決定した。こうした欧米の制裁によって、足下のロシア

の生産量には影響がない（ロシアの石油生産量：２０１３年１０７７万ＢＤ⇒２０１４年１

０８４万ＢＤ）が、今後の影響には注視が必要。 

・こうした制裁と欧州のロシア依存からの脱却を模索する動きや原油価格の下落などが、ロシア

経済に負の影響を与える中、ロシアは、今後需要の増大するアジアへの関心を高めている。特

にガス分野では、前述の通り中国とのパイプライン建設を発表するなど、中国への依存を強め

ざるを得ない状況になっており、ロシアとしても警戒心を強めつつある。 

 

（中国） 

・世界最大のエネルギー消費国となった中国は、国際エネルギー市場での存在感を増大させて

おり、今後も高めていくことが予想される。また、２０１５年５月には、ロシアが、中国に

とって最大の原油輸入先に浮上した。 

・中国政府は、国内の天然ガス需要増に対応するため、２０１４年に発表した「エネルギー発

展戦略行動計画（２０１４-２０２０年）」において、国内天然ガス生産量を拡大することと

しており、内陸部のシェールガスの開発を推進している。他方、シェールガスの本格開発に

向けては、中国特有の地質に合わせた掘削技術の開発、内陸高地におけるインフラ建設、フ

ラッキングに必要な水資源の確保及び水質汚染対策等の技術的課題も多いとされている。 

・同時に、炭層ガスの新規開発、中央アジアパイプラインの増強や中ロ東西パイプライン新設、

沿岸ＬＮＧ受入能力拡大等により、その需要増を大幅に上回る供給拡大計画も存在している。 

・また、全輸入量の約５割を中東産油国から調達する一方で、インフラへの投融資を足がかり

に、アフリカのほか、南米産油国からの調達や権益獲得の活動を拡大してきている。 

・一方で、２０１３年までに見られた国有石油企業による国外の生産中資産の買収による上流

規模拡大は、油価下落や国内の需要鈍化により一服している。 

 

（２）国内の状況変化 

ⅰ）国内需給の動向 

・製品の国内需要は、若者の車離れ、燃費の向上、高効率機器の普及、産業分野での燃料転換

等により、減少傾向が続いており、その結果、原油の輸入量も１９９４年には日量約４６０

万バレルであったものが、２０１４年日量約３４５万バレル程度にまで減少している。特に

２０１４年は、消費税率の引上げに伴う反動減、夏場の価格高騰の影響などで、前年度と比

較して約５％の需要減となった。今後も当面５年間では年率平均１．４％程度、ガソリンで

は年率平均１．８％程度の需要減少が見込まれている（２０１５年度石油製品需要見通し）。

これにあわせて、国内精製能力やＳＳ数も減少傾向が続いている。 

・ＬＰガスの場合も同様に１９９０年代後半以降需要は減少（ピーク時と比較して約１５％の

減少）しているが、２０１４年度は１５３９万トンで、前年度比１％の減少となった。今後

低熱量のシェールガスの輸入の増大に伴い、その増熱用のＬＰガス需要が見込まれることか

ら、電力用を除いて今後５年間において年率平均０．６％の需要増、全体で３．０％の需要

増が見込まれている（２０１５年度石油製品需要見通し）。 

・天然ガスは、東日本大震災後、原子力発電所の稼働停止に伴って発電用需要が大きく増加し、

２０１０年が約７０００万ｔ程度であった需要が、２０１２年までに約２４％増加し、約８

７００万ｔまで増加したが、その後はほぼ頭打ちとなっている。今後、原子力発電所の再稼

働の状況によっては、需要が減少局面に入ることが予想される。 
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ⅱ）調達先国の変化 

・原油についてはインドネシアや中国等からの輸入の減少などにより、１９８７年以降、我が

国の中東依存度が再び高まり、２０１４年には８３％となっている。一方、輸送距離の短い

ロシアからの調達量は近年増大しており、輸入全体の約８％と中東以外では最大の供給国に

なっている。 

 

 
【原油の輸入推移】 

 
 

 

・現在、我が国の天然ガスの輸入量内訳は、中東が約３割、豪州が約２割、ロシアが１割、ア

ジアが３割、その他１割となっている。東日本大震災以降カタールのシェアが増大したもの

の、近年供給源の多角化が進んでおり、２０１４年からは、新たにパプアニューギニアから

の調達が始まった。今後増大する米国や豪州からの調達についても、関連プロジェクトが順

調に進んでいる。 
 

 

 

【天然ガスの輸入推移】 

 
単位：万トン         

 

・ＬＰガスの場合は、国内での石油の精製過程で作られるものが全体の約１６％程度あるが、

輸入については、以前は中東依存度が９割程度を占めていた。しかし、米国のシェール随伴

のＬＰガスの輸入がここ数年増大してきており、２０１４年度には輸入全体の１６．９％と

なって、中東依存度は約７２％にまで低下してきている。 

 

 

 

 



 

12 

 

【ＬＰガスの輸入推移】 

 
ⅲ）燃料価格動向 

・前述の国際原油価格の動向及び為替動向の変化に伴い、原油の輸入価格は２０１４年夏には７

０円／リットルを超え、国内の石油製品、例えば、ガソリンの小売価格も１７０円／リットル

に迫った。その後は原油価格動向を反映して下落し、２０１５年２月に底値（ガソリンで１３

３円／リットル台）となり、その後は、原油価格の反転を概ね反映して再び上昇傾向となって

いる。７月６日時点では、原油の輸入価格は４５円／リットル、ガソリンは、１４５円／リッ

トル程度となっている。 
 

                   【石油製品の価格推移】 

 
 

・天然ガス輸入価格は、その多くが原油価格連動であるが、百万ＢＴＵ（英国熱量単位）あた

りで、２００９年は平均９ドルであったものが、原油価格の上昇、為替の変動、需要の増加

等に伴い、震災後の２０１２年では平均で１６．６ドルまで上昇した。２０１４年夏以降の

原油価格の下落等の影響は数ヶ月のタイムラグを持って顕在化し、２０１５年４月で１０．

３ドルとなっている。円ベースでの輸入価格も２０１５年４月には前年同月比２９％減とな

った。スポット価格（ＪＫＭ）は、需給の緩みを反映して、７ドル程度まで下落している。 
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【天然ガス価格の推移】             

 

【ＬＮＧスポット価格（ＪＫＭ）の推移】   

 

 

・ＬＰガスの調達価格は、平成２５年１２月には、サウジアラムコの契約価格（ＣＰ）が、１ト

ン当たり１１００ドルまで上昇した。その後、安価な米国シェール随伴ＬＰガス（米国のＬＰ

ガス価格であるモントベルビュー価格が指標）が出回ったこと、原油価格の下落もあり、平成

２６年７月頃から価格が急落。両指標価格の差も１００ドル程度にまで縮まり、調達価格は１

年前と比較して６８％程度下落している。輸入価格は２０１４年１月に、１１４,３７０円／t

を付けたが、本年４月は、６４,１６５円／tと４３％程度下落している。一方で、後述のと

おり国内の小売価格については輸入価格の下落を十分に反映されていない面があることが指

摘されている。 

 
【ＬＰガスのＦＯＢ（サウジＣＰ・米国価格）・ＣＩＦ価格の推移】   【ＬＰガスの輸入・卸・小売価格の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・東日本大震災以降、すべての原子力発電所が停止したことや、これらの原料価格の影響を受

けて、電気料金は、２０１０年度と比較して、２０１４年度には家庭用が約２５％、産業用

7/6 

$7.60/MMBTU 
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で約４０％の上昇となった。燃料費の増加と固定価格買取制度導入に伴う賦課金の増加が主

な要因である。今後は、ＬＮＧ価格の下落が数カ月遅れで電力料金引き下げにつながること

が想定されるが、再生可能エネルギー賦課金については引き続き増加することが見込まれる。 

・こうしたエネルギーコストの高騰は、我が国において事業活動を行う企業の競争力の観点か

らも大きな問題となっている。 

 

ⅳ）貿易収支の動向 

・東日本大震災以降、発電向けを中心とした石油・天然ガスの輸入量が増加したこと、２０１

１年以降も原油価格が２０１４年夏まで上昇を続け、天然ガス価格もそれに連動して上昇し

たこと、円安傾向が続いていたことなどから、貿易収支が急速に悪化した。２０１０年には

６．６兆円の黒字であった貿易収支は、２０１１年に３１年振りの赤字に転じ、２０１４年

には１２．８兆円の赤字と１９兆円以上悪化したが、このうち、石油、石油製品、ＬＮＧの

輸入額がその半分以上に当たる１０．３兆円の増加となっている。 

・また、２０１３年１１月から２０１４年１月までは、貿易収支のみでなく、経常収支も赤字

になる状況が続いた。 

・足下では、原油価格の下落により、石油・天然ガス輸入額が大幅に減少したことなどのため、

貿易赤字は急速に縮小し、決算期末を意識した企業の輸出増も相まって２０１５年３月には、

２年９ヶ月ぶりの貿易黒字を記録した。４月以降は再び貿易赤字となっている。 

 
  【我が国の貿易収支の推移】             【化石燃料輸入額の推移】 

 
 

ⅴ）制度改革とその実施 

・２０１５年６月に電気事業法、ガス事業法改正法案が成立した。これは①広域系統運用の拡

大、②小売及び発電の全面自由化、③法的分離の方式による送配電部門の中立性の一層の確

保という３段階の電力システム改革の第３弾に当たり、電気については２０１６年度から、

都市ガスについては２０１７年度から異業種参入や電力、ガス、通信のセット販売等の様々

なサービス・料金メニューの拡大等が見込まれ、よりエネルギー市場が一体化していくこと

が予想される。 

・ＬＰガス販売事業への影響については、都市ガス導管の延伸が進めば、都市ガスとＬＰガス

との間の競争も激しくなる可能性がある。ただし、都市ガスの導管供給が可能なのは、経済

効率上、一定の需要集積がある地域に限られ、そうでない地域については引き続きＬＰガス

が大きな役割を担うこととなる可能性が高い。 

・また、２０１４年７月にはエネルギー供給構造高度化法の新たな判断基準が告示された。こ

の告示により、国内石油需要が継続して減少する中で政府は石油利用の高度化、ひいては、

石油精製・元売業の事業再編、その結果としての過剰供給構造の是正を促している。エネル

ギー供給構造高度化法の旧・判断基準により、我が国の原油処理能力は２００８年４月初の

約４８９万ＢＤから、２０１４年３月末には約３９５万ＢＤまで削減され、我が国の重質油



 

15 

 

分解装置の装備率は１０％から１３％まで向上した。新しい判断基準に全ての石油会社が能

力削減のみで対応した場合には、我が国の原油処理能力は２０１７年３月末までに約４０万

ＢＤ削減されることになり、我が国の残油処理装置の装備率は４５％から５０％まで向上す

る。 

 

ⅵ）国内エネルギー企業間の連携 

・自由化に伴う競争環境の変化、中期的な国内需要の減少見通し、足元の厳しい経営状況など

を背景として、国内エネルギー企業による様々な事業提携（アライアンス）や事業再編が進

みつつある。 

・例えば、２０１５年４月末には東京電力と中部電力が燃料・火力部門の包括的アライアンス

組織として、株式会社ＪＥＲＡを設立した。同社は、共同で両社の燃料調達を包括的に行う

予定であり、燃料調達における交渉力増大、コストの削減が期待される。 

・また、ＬＰガス元売会社においては、コスモ石油株式会社、昭和シェル石油株式会社、住友

商事株式会社、東燃ゼネラル石油株式会社のＬＰガス事業を統合し、２０１５年４月に新会

社「ジクシス株式会社」を発足させた。事業統合による事業の効率化、海外市場への取組の

強化やＬＰガス産出国に対する交渉力の強化、調達の多角化などを通じ、国際競争力の強化

や安定供給に対するリスクの低下が期待される。 

 

ⅶ）長期エネルギー需給見通し案と地球温暖化対策における温室効果ガス削減目標 

・２０１４年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画を受けて、２０１５年７月に、総合資

源エネルギー調査会のエネルギー長期需給見通し小委員会から２０３０年のエネルギー需

給の見通しが示された。 

・そこでは、３Ｅ＋Ｓの実現に向け、安全確保を大前提として、①自給率を東日本大震災以前

をさらに上回る水準（概ね２５％程度）まで改善する、②電力コストを現状よりも引下げる、

③欧米に遜色ない温室効果ガス削減目標を掲げる、という目標を実現することを念頭に、２

０３０年のエネルギー構成が示された。 

・具体的には、1次エネルギーベースで石油は３０％程度（２０１３年度４０％）、ＬＰガス

は３％程度（２０１３年度３％）、天然ガスは１８％程度（２０１３年度２４％）とされ、

原子力と再生可能エネルギーの合計で自給率２４．３％程度を達成することとされている。

また、電源構成では石油が３％程度（震災前１０年平均１２％）、天然ガスが２７％程度（震

災前１０年平均２７％）、再生可能エネルギーが２２～２４％程度（震災前１０年平均１

１％）、などとなっており、これによって電力料金を現在よりも上げないことが可能として

いる。 

 ・また、ＣＯ２の排出量については、この見通しに基づき、エネルギー起源のＣＯ２が２０３

０年度において２０１３年度比２１．９％削減されることとなる。これをベースに、６月に

示されたＣＯＰ２１に向けた地球温暖化対策の目標においては、全体で２６．０％のＣＯ２

排出量の削減が目標として掲げられている。 

 

ⅷ）安全保障法制の議論に伴う安定供給への関心の高まり 

・安全保障関連法案の国会での審議が続けられているが、この中では、我が国の存立危機事態

のひとつの事例として、ホルムズ海峡の閉鎖に伴う中東からの原油や天然ガスの途絶が我が

国の経済や国民生活に大きな混乱をもたらすケースが想定されている。こうした議論を通じ

て、我が国の燃料の調達先国の多角化、備蓄の充実や、ホルムズ海峡の回避ルート、有事の

場合の備蓄の放出や国内での対応などにつき、関心が高まっている。 
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２．海外からのエネルギー資源供給の不確実性への対応 

（１）燃料種の多様化と各燃料種のリスク低減、調達価格の低減及び燃料利用のあり方 

ⅰ）全体 

・２０１４年夏に石油天然ガス小委員会がとりまとめた中間報告書においても整理が行われ

ているが、燃料の安定的かつ適切な価格での供給の確保のためには、①全体として燃料種

を多様化するとともに、それを可能にする需要側の燃料利用の多様化を実現すること、②

それぞれの燃料について、調達先国を多角化すること、③同じ調達先であっても有事にお

ける需給逼迫の中でも、より確実に調達を可能にするために、資源国との関係を強化し、

さらに、上流権益を確保すること、④最も調達リスクの低い資源としての国産資源開発を

進め、資源の自給率を向上すること、などの方策を講じていく必要がある。 

・また、同報告書でも提言されているように、エネルギーセキュリティに関する各国の状況

を比較したり、講ずる方策によってそれがどのように変化するかを何らかの形で定量的に

評価したりするツールがあれば極めて有効である。このため、エネルギー種の多様化の程

度、調達国の調達先国の分散、各調達先国のカントリーリスクの度合をベースに、調達リ

スクを定量的に評価する指標として、エネルギーリスク評価指標（セキュリティインデッ

クス）の策定を試み、各種の政策や取組の定量的な分析を進めてきた（詳しくは【エネル

ギーリスク評価指標】を参照）。本指標を用いることにより、なんらかの政策を講じる場合

（例えば、それによって燃料の調達先国を一部変更する）場合に、それがリスクを高める

方向（指標の値としては大きくなる方向）なのかどうか、あるいは複数の政策オプション

が有る場合にセキュリティ上どのオプションのインパクトが大きいのか、といったことが

比較可能となる。 

・今後の検討においては、こうした定量的な分析を参考にしつつ、政策や事業主体の取組を

進めていくことで、効果的、効率的に燃料供給の安定性を高めることが可能になる。 

・具体的な政策としては、石油天然ガス・金属鉱物資源機構（以下、ＪＯＧＭＥＣ）を通じ

たリスクマネー供給や予算・税制面等の支援、資源外交による資源国との関係強化や新た

な調達先国の開発、需要側での多様化を可能にする研究開発や普及の支援などがあるが、

これを事業主体の取組と連携させながら進めていくことが重要である。 

・なお、上流権益の獲得においては、従来からの目標である「２０３０年の国産を含む石油

及び天然ガスを合わせた自主開発比率を４０％以上とする」との方針は、今後とも維持し

ていくことが必要である。 

 

ⅱ）石油 

(a)調達先の多角化 

・２０１４年において、我が国の原油調達における中東依存度は約８３％、次いでロシアが

約８％となっており、すべての燃料の中で石油は調達リスクが最も高い。したがって、中

東依存度を低減しつつ、調達先国を多角化することは、我が国の燃料の安定供給確保に最

も大きく寄与するものであり、後述のとおり、定量的な分析からも、そのことが明確に示

される。 

・また、北米におけるシェールオイルの増産は、世界の原油のサプライチェーンの構造に大

きな変化をもたらした。それまでは、インドネシアや中国のようなアジアの供給国が国内

需要の増大等により輸出を減少させる傾向にあったが、大輸入国である米国での生産の拡

大は、主に北米向けに原油を輸出していた中南米や西アフリカ等の生産国が、需要が拡大

するアジア市場への展開を模索するなど、我が国が中東諸国以外の国から原油を調達する

ことが可能な状況を生みつつある。 

・調達先国の多角化にあたっては、輸送日数が比較的短く、チョークポイントを通過しない

輸入が可能な環太平洋地域を中心に検討することが合理的である。ここ数年、日本への輸

出量を拡大してきているロシアからの調達の増加を図るとともに、アジアへの輸出増大を

狙って太平洋側の輸出港の増強を計画しているメキシコをはじめとする中南米諸国等につ
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いても、先方の技術面、資金面等でのニーズを踏まえた関係強化を進め、調達の拡大を図

る。また、米国本土やアラスカなどからの調達の可能性について研究を進めるべき時期に

来ている。 

・米国の場合は、原油輸出が法律上、原則禁止されているが、国内生産が増加傾向にあり、

国内で処理しきれない原油についての過剰感があるとされていること、懸念となっている

国内ガソリン価格への悪影響についても因果関係が不明確との考え方が政府機関により示

されたことなどから、２０１４年以来、禁輸政策を見直すべきとの議論も起きてきており、

２０１５年５月には見直し法案も提出されている。 
 

【化石燃料の安定供給確保のための取組（原油）】 

 
(b)上流権益の獲得と資源国との関係強化 

・調達先国の多角化を進める一方で、依然として大きな埋蔵量と生産量を有する中東産油国

が当面の間我が国への最大の供給者となることは疑いない。ＩＳＩＬをはじめとする過激

派の台頭など、今後の中東の安定性を揺るがしかねない要素があることにも配慮しつつ、

有事においても中東諸国からの供給がある程度安定的なものとするため、今後とも中東諸

国との関係強化の努力を継続すること、とりわけ日本らしいやり方で中東諸国が必要とす

るものを提供する形で協力関係を深めることが重要である。 

・また、例えばサウジアラビアやＵＡＥは、ホルムズ海峡を回避して原油を輸出することが

可能なパイプラインを国内に有しており、有事の場合の我が国向けの輸出においてもそれ

らを有効に活用することについて、これらの国との認識の共有を図ることが重要である。 

・一方、緊急時における調達の確実性を高める観点から積極的に進めるべき上流権益の獲得

については、油価の下落に伴う上流開発への資金の停滞が生じつつある状況の下で、中東、

中南米、アフリカ、北米、その他の地域において、我が国企業にとってもこれまでよりも

権益獲得のチャンスが増大してきている。こうした状況を踏まえ、ＪＯＧＭＥＣを通じた

リスクマネー供給や資源外交等の取組を積極的に進め、好機をものにしていくことが重要

である。 

・具体的には、例えばメキシコにおいてはエネルギー改革が進められており、既に外資も対

象に浅海域から入札が開始され、今後、大水深等についても入札が行われていく予定であ

り、注目すべき状況にある。また、東アフリカ地域では、大規模な石油の埋蔵が期待され

ており、開発が順調に進めば、今後新たな輸出国となることが見込まれ、この地域でも上

流権益を含む関与ができることが望ましい。 

・既に、２０１５年４月には、国際石油開発帝石（株）が、世界屈指の規模を誇るアラブ首

長国連邦（ＵＡＥ）アブダビ首長国の陸上油田における権益（５％）の獲得にアジア企業

として初めて成功した。同油田からの原油はホルムズ海峡を回避した輸出が可能であるこ

とから、我が国の石油の安定供給確保に大きく貢献する。これまでアブダビ首長国に対し

ては、同権益の獲得に向けたハイレベルでの働きかけを行ってきたほか、教育・医療等、
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幅広い分野での協力を実施してきており、こうした資源外交が今回の権益獲得に結び付い

たと言える。 

 
【アブダビ陸上油田及びフジャイラ・パイプライン】 

 

 

・また、同国の海上油田には、我が国の自主開発原油量の約４割（日本の全輸入量の１割弱）

が集中しており、これらの権益の６割以上は２０１８年に期限が到来する。期限切れに伴

う入札において我が国企業が権益を再獲得できるよう、引き続きハイレベルでの働きかけ

や、教育や医療など広範な分野での協力を実施し、成果に結び付けていくことが重要であ

る。 

・そのほか、２０１５年４月には、我が国企業がオペレーターを務めるマレーシア・サバ沖

の大深水探鉱事業において油層が確認された。この事業にはＪＯＧＭＥＣを通じてリスク

マネーが供給されている。 

 

(c)国内資源開発 

・我が国に存在する国内資源は最も安定的な供給源であることから、これまでも探鉱活動や

試掘活動が行われている。今後も、三次元物理探査船「資源」を活用しつつ未探鉱地域で

の調査活動を引き続き継続し、それにより得られたデータを共有するとともに、有望地点

で試錐を行うことで我が国企業による国内油田の探鉱開発活動の促進を図ることが必要で

ある。また、人材育成の観点も含め、新しい技術を活用した国内資源開発に取り組むこと

も重要である。 

・一方、我が国の周辺には伝統的な油ガス田が存在する地域は地層的にも極めて限定されて

いることも踏まえ、藻類バイオ燃料の開発等、新たな発想でイノベーティブな国産燃料の

開発を進め、自給率向上を図ることが重要である。 

・非化石由来の国産燃料として期待される微細藻類を原料としたバイオ燃料については、火

力発電設備が排出するＣＯ２や熱、さらには、下水に含まれる窒素やリンの利用などによ

り、複合的な効果を生みつつ、藻類の培養を促進することが可能である。現時点の実証実

験では、コスト面などの課題が多いが、こうした複合的な観点からの検討により、微細藻

類培養のコスト低減、ＣＯ２削減、下水浄化等の効果が期待され、多様な目的を達成でき

る国産エネルギーとして研究・実用化を進めることが重要である。 
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【微細藻類燃料生産システム（イメージ）】 

 
 

(d)コストの低減 

・原油の取引は、基本的に国際的な指標価格で行われることから、調達価格に極端に大きな

差が生まれることはない。 

・しかし、調達先国の多角化が実現すれば、買い手側に交渉力が生まれる可能性はある。 

・また、過去において、米国の指標価格であるＷＴＩがかなり多くのケースにおいて、欧州

などの指標価格であるブレントを下回ってきたことから考えると、ＷＴＩの指標をベース

とした原油の取引が国際的に行われるようになると、ブレントをベースとしていた調達価

格が裁定によって低下することも期待される。 

 

(e)陸運・海運等を中心とする運輸部門の燃料利用多様化 

[全体] 

・我が国の燃料の利用分野ごとにリスクを比較すると、９５％以上を石油製品に依存してい

る運輸分野のリスクが他分野に比べて圧倒的に高い。このことはエネルギーリスク評価指

標を用いるとより明確になる（後述参照）。 

・石油が引き続き重要なエネルギー源であり、２０３０年においても我が国の一次エネルギ

ー供給において最大の割合を占めるであろうことは間違いなく、エネルギーリスク評価指

標上も備蓄によってリスクの低減が図られることも確認されているが（後述参照）、運輸分

野におけるこの偏在性の高さは、危機時における国民生活や経済活動に支障を最小化する

との観点からは決して好ましいものとは言えない。 

・もっとも、２０３０年度には石油は一次エネルギー供給の約３０％となり、全体としての

過度な依存は改善できる。また、調達先国の多角化が進展すれば、石油という燃料自体の

供給リスクは低下する。しかし、この偏在性ゆえに原油輸入途絶等の危機時における生活

や経済活動の基盤となる物流がマヒすることのないよう、運輸分野の脆弱性を解消するた

めの方策を講ずることは重要な課題である。こうした取組は、結果として、災害時にとり

うる緊急物流手段の選択肢を増やす結果にもつながる。 

・乗用車については、過去におけるハイブリッド自動車への支援のように時限的な一定の産

業政策を起爆剤として活用しつつ、消費者による選択により、電気自動車、燃料電池自動

車等の次世代自動車の普及が今後期待される。長期需給見通しにおいても２０３０年度に

おいて電気自動車・プラグインハイブリッド自動車は全体の１６％、燃料電池自動車は全

体の１％を占めると見込まれている。 

・また、東日本大震災の際にも燃料の供給が比較的安定していたＬＰガス自動車については、

既に１６００カ所弱のスタンドが存在することや海外の実態を踏まえ、今後市場投入が予

定されているＬＰガスハイブリッド車やバイフューエル車、軽油にＬＰガスを混ぜて使用
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するデュアルフューエル方式なども含め、普及や実用化の努力が進むことが期待される。 

・一方でより影響の大きい物流の基盤となるトラックや船舶の分野では、その大半が石油に

依存しており、多様化が進展していない。危機時の緊急輸送需要にも対応出来る体制を整

えるため、陸運や海運等を中心に運輸部門の燃料多様化を進めるべく、具体的に以下のよ

うな課題に政策として取り組むことが重要である。 

 

[バイオ燃料の導入] 

・バイオ燃料については、これまで、非化石燃料導入の観点からエネルギー供給構造高度化

法の告示において、石油精製・元売事業者に対し、２０１７年度までに原油換算５０万ｋ

ｌのバイオエタノール導入を目標としてこれを促してきた。引き続きこの目標を着実に達

成していくよう促す一方で、国産、あるいは開発輸入によって安定的な調達が可能になり

得る、次世代のバイオ燃料（食糧競合等の問題を回避するセルロース系のバイオエタノー

ル（第２世代）や前述の微細藻類等を原料としたバイオ燃料（第３世代））の研究開発等

を推進することが重要である。 

・また、国連の国際航空機関であるＩＣＡＯや、民間の国際航空機関であるＩＡＴＡは、２

０２０年に世界の航空部門でカーボンニュートラルを目指しており、我が国航空事業者も

その取組を進めようとしているところである。航空部門の温室効果ガス削減の観点から、

バイオジェット燃料の導入体制について２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大

会での導入によるデモンストレーションも見据え、国土交通省とも連携して環境を整備し、

実用化につなげていくことが有益である。 

 

[天然ガスによる貨物輸送の拡大] 

・物流の基幹となる大型トラックは、我が国において約２３０万台であるが、そのうち圧縮

天然ガス（ＣＮＧ）で走行しているものは約２万台であり、他はすべて石油を燃料として

いる。海外では、経済性、環境性能の観点から中国や米国などでＣＮＧ・ＬＮＧトラック

の導入・普及が進み始めている。例えば、中国では、大気汚染対策のため２０００年代か

ら天然ガス自動車の導入を推進しており、現在ＣＮＧトラックが約２８０万台、ＬＮＧト

ラックが約１７万台普及している。 

・我が国においても、危機時に用いる物流手段の選択肢を増やす観点から、こうした国民生

活・産業に直結する貨物輸送トラックの導入を進めていく必要があり、ＬＮＧトラックに

関しては、先ずは国内でＬＮＧトラックが販売されることが期待される。天然ガストラッ

クの普及に際しては、新たなインフラの整備が一つの課題となるが、ＣＮＧについては既

に約３００カ所のスタンドがあり、ＬＮＧの場合は一充填で約１０００キロの走行が可能

であることから、全国に１０～２０カ所程度（１カ所の整備には２～３億円程度が必要と

される見込み）のスタンドの整備で需要がまかなえる可能性がある。 

・そのほか、今後、車両価格の低減や車両の燃費改善、燃料価格の低減などが課題となるが、

民間事業者や関係省庁とも連携しつつ課題を整理した上で普及に向けた取り組みを進めて

いくことが望ましい。 

・また、海運分野では、国際海事機関（ＩＭＯ）が定める環境規制対応のため、ＬＮＧも燃

料として活用できるデュアル燃料船の導入が始まっており、特に、先行的に厳格なＳＯｘ、

ＮＯｘ排出規制が導入されている欧州や北米の海域では、既にＬＮＧ燃料船が普及しつつ

ある。こうした国際的な環境規制の動向も見極めつつ、ＬＮＧ燃料船についても今後の導

入の方向性を関係省庁とも連携しつつ検討を進める必要がある。 

 

 [ＧＴＬ導入の動向把握] 

・ＧＴＬ(Gas To Liquid)は天然ガスを原料とする合成炭化水素であり、主に軽油の代替燃料

として活用されることが想定される。ＣＯ２排出量についてもライフサイクルで見れば軽油

より少ないとの試算もある。 

 ・一方で現在の技術レベルでは製造コストが高く、天然ガス価格が安価な地域でなければ商業
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生産が困難である。ほとんどの天然ガスを海外から輸入する我が国においては、現時点では

原油由来の軽油よりコストが高くなる。 

 ・ＪＯＧＭＥＣはＪＡＰＡＮ-ＧＴＬプロセスを確立しており、トルクメニスタン、モザンビ

ークなど産ガス国に対する技術協力により関係を深める手段として活用している。国内での

利用には天然ガス価格低減が必要であり、引き続き注視が必要である。 

 

ⅲ）天然ガス 

(a)調達先国の多角化 

・前述のとおり、ＬＮＧの輸入においては、供給源の多角化が進展している。２０１４年には

パプアニューギニアからの輸入が開始（年間２２０万トン）され、豪州からも昨年末に新規

プロジェクトの生産が開始、本年も複数のプロジェクトの生産開始が計画されているほか、

２０１６年末には日本企業がオペレーターを務めるイクシスからの輸入が開始される。米国

からは、２０１６年以降、順次、シェールガス由来のＬＮＧ輸入の開始が見込まれているほ

か、ロシアからの輸入の拡大、将来的には、モザンビーク、カナダなどからの輸入の開始の

可能性もある。この結果、我が国の中東依存度は更に低下する見込みとなっている。 

 

(b)上流権益の獲得 

・ＬＮＧの場合、出荷に当たっては天然ガスの液化設備などのインフラが必要であり、上流の

ガス権益確保に加えて、液化プロジェクト（ＬＮＧプロジェクト）への参画が、安定供給の

確保にとって重要である。 

・２０１６年以降の米国からのシェールガス由来のＬＮＧ輸入においては、５つのプロジェク

トからの輸入が予定されている。フリーポートＬＮＧやキャメロンＬＮＧなど、日本企業が

ＬＮＧ液化設備等への参画を行っているプロジェクトもある。 

・既に我が国の輸入量の１割を占め、地理的にも近接しているロシアでは、これまでの輸入も

日本企業が関与するプロジェクトからのものであるほか、極東・サハリン地域のＬＮＧプロ

ジェクトの実現、我が国への輸出に向けて、我が国とロシア等の事業者間で検討が行われて

いる。 

・また、２０２０年前後の輸出を目指して進められているカナダ西岸のブリティッシュ・コロ

ンビア州においても、日本企業が参画する複数のプロジェクトが検討されている。プロジェ

クトの実現のためには、連邦政府による環境評価の認可等、解決すべき課題が存在している。 

・さらに、モザンビークでも、日本企業も参画して天然ガスの開発、液化、輸出に向けたプロ

ジェクトが進行している。 

・このように、上流権益への参画により、近年日本企業が引き取り権を有するＬＮＧは増加し

ているものの、今後、国内需要が増加する見込みは薄く、また、中国パイプラインの動向な

ど、世界のＬＮＧの需要に影響を及ぼす不透明な要素も存在する。一方で我が国における安

定供給のためには、緊急時にも確実に日本に持ち込めるＬＮＧを、我が国企業が十分に保持

していることが望ましい。平時には余裕分のＬＮＧを国際市場で販売し、緊急時には日本国

内に輸送するといった運用には、海外への販路開拓が必要となる。このような観点から、上

流・中流の権益の確保とあわせて、ＬＮＧの国際的なマーケティングの現状や見通し、日本

企業の取組や課題を把握する必要がある。 
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【化石燃料の調達国多角化の取組（天然ガス）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)コストの低減 

・ＬＮＧ価格は油価の下落に伴い現在落ち着いているが、アジアの需要増等により再び高騰

する可能性もある。このため、現在の買い手市場におけるバーゲニングパワーを今こそ活

用し、競争的な価格での調達と価格高騰リスクへの対応を着実に行っていく必要がある。 

・具体的には前述した東京電力と中部電力による燃料・火力部門の包括的アライアンスのよ

うな共同調達等により、買主側の交渉力強化や原油価格連動だけでない多様な価格フォー

ミュラーを構築していくことが望まれる。 

・更に、ＬＮＧ産消会議を活用して産ガス国との情報共有を図りつつ、消費国間の連携強化

等を通じた買主側の交渉力強化に加え、仕向地条項の緩和・撤廃などにより、柔軟性と流

動性のある取引市場の構築を目指すことが重要である。 

 

(d)国内資源開発 

・国内ガス田の生産は最近減少傾向にあるが、在来型の天然ガス開発に加えて、非在来的な

資源として我が国周辺海域に豊富に存在するメタンハイドレートに期待が集まっており、

海洋基本計画、国土強靭化基本計画をはじめ、骨太の方針や成長戦略などでもメタンハイ

ドレートの開発を進めるとされている。 

・太平洋側に多く賦存している砂層型メタンハイドレートについては、２０１３年春の海洋

産出試験の結果を踏まえ、現在技術的な改良が行われている。並行して、２０１４年１１

月に米国との間で署名した共同研究に関する共同文書を踏まえ、早ければ２０１５年度中

にもアラスカ州において陸上における産出試験に向けた試掘作業が実施される予定となっ

ている。改良技術を活用して２０１７年に行われる予定の長期の海洋産出試験や、こうし

た協力による実証を通じ、商業化の実現に向けた技術の整備を進めることが重要である。 

・日本海側を中心に存在が確認されている表層型メタンハイドレートについては２０１５年

度中に資源量把握のための調査が終了し、過去３年間の調査結果を踏まえて、我が国周辺

海域における資源量の評価が行われる見通しである。評価の結果、十分な資源量が確認さ

れれば、資源回収技術についての本格的な調査・研究等に着手することになる。世界に先

駆けたプロジェクトとなることが見込まれるため、固定観念にとらわれず、幅広く関係者

の参加を得て、様々なアイディアを取り込みながら、段階的にいくつかに絞り込んでいく

ような形で、技術開発に向けた歩みを進めることが望ましい。 

・構造性天然ガスについては、原油と同様に、引き続き「資源」を活用しつつ機動的に基礎

試錐調査を行うなど探鉱活動を推進していくことが必要である。 
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・また、我が国で最大規模を誇る南関東を始めとする国内の水溶性天然ガス田には、相当量

の埋蔵量が存在すると見込まれているが、生産に伴う地盤沈下への配慮のため生産量が制

限されている状況にある。２０１４年度には、国内エネルギー資源の確保、次世代産業創

出の観点から、南関東水溶性天然ガス田を再評価し、持続的な生産に係る技術開発の方向

性がとりまとめられた。今後、地層中の浅層部分への地下水還元や地盤沈下の影響が陸域

に及ばない浅海域での生産について現場実証試験の実施に関する検討を進め、水溶性天然

ガスの開発を推進することが重要である。 

・こうした国産資源の可能性は、将来的に海外からの天然ガス調達における交渉力を高める

ことにもつながる。 

  

(e)ガスセキュリティ向上に係る取組 

・前述のウクライナ紛争は、ガスセキュリティの重要性を欧州諸国に改めて認識させること

にもなった。欧州では、ロシアからのガスパイプラインによる天然ガス供給に依存するこ

とによるエネルギー安全保障面での懸念等が意識され、２０１５年のＧ７エネルギー大臣

会合でも安定的なガス供給確保の重要性への認識が先進国間で共有された。 

・天然ガスは、石油と異なり、ＩＥＡのような国際フォーラムがなく、緊急時の相互融通の

メカニズムも存在しない。また、ＬＮＧは備蓄も困難であり、実際にも運転在庫以上の備

蓄は行われていない。 

・供給途絶などの有事においては、大輸入地域であるアジアと欧州にとって、パイプライン

ガスに比べて輸送の自由度が高い LNGの役割が大きな鍵を握る。このような観点から、日

本を含むアジアガス市場と、欧州ガス市場とをリンクさせてガスセキュリティを考える視

点が重要となる。 

・また、ＬＮＧの最大の消費国である日本としては、イニシアティブをとって、ＩＥＡとも

協力しつつ国際的な議論を加速させる好機が訪れていることにもなる。２０１５年のＧ７

でも確認されたように、本年９月に第４回目を迎えるＬＮＧ産消会議を世界のガスセキュ

リティの議論の場として情報共有を進めるとともに、産ガス国も巻き込んで消費国間の連

携の可能性を検討することが重要である。そのため、まずはＬＮＧの供給途絶時にどのよ

うな問題が発生するかを具体化した上で、ＬＮＧの特性を踏まえて、生産・消費双方にお

いてどのような対応が現実に可能なのか検討することが適当である。 

・また、仕向地条項についても、２０１４年のＧ７での合意なども踏まえ、徐々に緩和され

る契約が増加しつつあり、緊急時の融通にとってはプラスとなる。引き続き、仕向地条項

の緩和等を進めつつ、ＬＮＧ市場における透明性や流動性を高める必要がある。 

・２０１４年９月、アジア初となるＬＮＧ店頭取引市場が開設された。今後、ＬＮＧユーザ

ー企業による価格変動に対するリスクヘッジの手段として有効に活用されることが期待

される。 
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ⅳ）ＬＰガス 

(a)調達先国の多角化 

・前述のとおり、ＬＰガスは、全体の約８割を輸入が占めている。中東依存度は米国からの

輸入に伴い低下してきたものの、約７２％となっている。また、約１６％は、国内で輸入

原油を精製して生産されるが、その原油も８２％が中東に依存するため合計では、依然と

して７４％弱の中東依存となっている。 

・このため、北米のシェール随伴のＬＰガスの調達をさらに増大させることが重要である。

２０１３年度に輸入量の約１０％であった米国のシェアが、２０１４年度には約１７％と

なっている。また、日本の元売企業によるスポットによる調達は、２０１４年度に約２０

０万トンに達しており、元売各社におけるターム契約の締結状況等を踏まえると、さらに

調達量の増加が期待される中、価格面でも依然として有利な米国からの調達を増加させる

ことが予測される。 

・また、米国以外にも、豪州や東ティモール、アフリカ、中南米等チョークポイントを通ら

ない国からの調達を検討するなど、引き続き供給源の多角化に取り組んでいくことが重要

である。こうした調達先の多角化の検討にあたっても、ＬＰガス事業者間で進んでいる統

合の動きがより戦略的な対応を生む可能性がある。 

 

(b)上流権益の獲得 

・出光興産においては、昨年８月から加アルタガス社の合弁会社が出資するペトロガス社の

フォンデールＬＰガス基地（米国ワシントン州）からＬＰガス（ブタンガス）の調達を開

始。これにより北米西海岸からの調達ルートが確立し、既存の喜望峰周りやパナマ運河経

由と比べても、大幅な調達コストの低減が見込まれる。また、チョークポイントを経由し

ない調達ルートであることから、我が国のエネルギーセキュリティの観点からも重要であ

る。また、ＬＰガスは石油・ＬＮＧの随伴として産出されることから、豪州や米州等にお

いて計画されている開発プロジェクトの進展に伴い、これらの国からの調達が拡大するこ

とが見込まれる。今後、さらなる調達先国の多角化に向けた基地の開発等が期待される。 

 

(c)コストの低減 

・米国からの輸入は、調達の多角化の面に加えてコスト面の低下においても大きなメリット

をもたらした。そもそもモントベルビュー価格は、中東の指標であるサウジＣＰと比較し

て低い水準であることが多く、この価格でのＬＰガスの調達により我が国企業の調達コス

ト低減に貢献した。 

・加えて、この価格でのＬＰガスが世界の市場に流通したことで裁定取引が進み、サウジＣ

Ｐの価格自体が大幅に低下し、モントベルビューとの価格差が小さくなるなど、ＣＰによ

る輸入単価も低下した。 

・今後とも両方の選択肢を有する我が国の買主は、以前とは異なる形で価格交渉力を有する

ことになる。 

・さらに、今後はパナマ運河の拡幅により米国からのフレート（船賃）が下落すれば米国産

ＬＰガスの中東産ＬＰガスとの競争環境が更に進展される可能性があることから、米国価

格での調達を活用し、更なる中東価格の引き下げを働きかけていくことも可能になる。 

・また、前述のとおり関連４社がＬＰガス事業を統合し、２０１５年４月に「ジクシス株式

会社」を発足させた。これに伴って、日本のＬＰガス元売事業は、大手３社で輸入量の約

８割のシェアを占めることになる。また、先般発表されたＥＮＥＯＳグローブ株式会社と

アストモスエネルギー株式会社との間において、広範囲な業務提携に向けた検討を開始す

るなどの動きもあり、今後更なるＬＰガス元売会社の共同調達や連携等の動きにより、さ

らに交渉力が増大することが期待される。 
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（２）海外からの供給途絶に対応した需給体制の構築                              

ⅰ）石油備蓄 

(a)石油備蓄の現状と役割 

[国家備蓄・民間備蓄・産油国共同備蓄について] 

・ 我が国には石油備蓄法に基づき備蓄されている「国家備蓄」と「民間備蓄」に加え、これ

らに準ずる「産油国共同備蓄」の３種類の石油備蓄が存在する（２０１５年４月末現在で、

①国家備蓄 原油４８９０万 kl/製品１３７万 kl（ＩＥＡ（国際エネルギー機関）基準９

８日分/石油備蓄法基準１１８日分）、②民間備蓄 原油１６５９万 kl/製品１７１４万 kl

（ＩＥＡ基準７０日分/石油備蓄法基準８１日分）、③産油国共同備蓄 原油１１１万kl（Ｉ

ＥＡ基準２日分/石油備蓄法基準３日分））1。 

・ 我が国の石油備蓄制度は、民間備蓄については、行政指導に基づいて保有を開始し、その

後１９７５年の石油備蓄法の成立により法制化された。国家備蓄については、１９７８年

から保有を開始し、１９９７年に５０００万 klの保有を達成して以降、この水準を概ね維

持して今日に至っている。民間備蓄は、制度開始当時、ＩＥＡの求める義務を満たすべく、

備蓄義務日数を９０日と定め、その後、国家備蓄の増強が一定程度進んだのち、１９８９

年以降、基準備蓄量を毎年４日分ずつ引き下げ、１９９３年に基準備蓄量は７０日分とな

り、今日に至っている。 

・ また、２００９年以降、我が国はＵＡＥ（アラブ首長国連邦）及びサウジアラビアとの間

で「産油国共同備蓄」事業を進めてきた2。これは国内の民間石油タンク（喜入・沖縄）を

ＵＡＥ及びサウジアラビアの国営石油会社に貸与し、平時はこれら産油国国営石油会社が

商業的に活用する一方、供給危機時には、当該タンクに蔵置された原油在庫につき、我が

国企業が優先供給を受けることができる枠組みである。この事業は、我が国の石油危機対

応に資するだけでなく、産油国との関係強化に貢献するなどの副次的な意義も有する。２

０１４年２月には、ＵＡＥアブダビ首長国のムハンマド皇太子と安倍総理との会談におい

て、共同備蓄の貸与タンクを１００万 klまで拡大することに合意し、同年１１月には、高

木経済産業副大臣とアブダビ最高石油評議会（ＳＰＣ）スウェイディ委員との間で、本プ

ロジェクトを継続・拡充する覚書を締結したところである。 

・ 経済産業大臣は、海外からの石油供給（輸入）が不足する事態や、国内における災害の発

生により特定の地域への石油供給が不足する事態に陥った場合、またはこれらの事態に陥

るおそれがあると認められる場合、備蓄の放出（国家備蓄の放出や民間備蓄の保有義務の

緩和（基準備蓄量の引下げ））を行うことができる（石油備蓄法）。産油国共同備蓄の放出

についても同様の考え方である。また、ＩＥＡ加盟国は、世界的規模の石油供給危機が発

生する場合や発生が予想される場合に協調放出を行うこととしており、我が国もその枠組

みに参画している。 

 

[国家備蓄、民間備蓄、産油国共同備蓄の役割・位置づけ] 

・２０１４年４月に閣議決定した「エネルギー基本計画」において、「産油国共同備蓄」を国

家備蓄・民間備蓄に準ずる「第三の備蓄」として整理したことを受け、我が国石油備蓄政

策上の「国家備蓄」「民間備蓄」「産油国共同備蓄」の位置づけ・役割を改めて整理すれば、

以下のとおりと考えられる（「産油国共同備蓄」については、貸与タンク内にタンク容量の

１／２程度の在庫を常時保有していることを前提に、貸与タンク容量の１／２相当量に準

国家備蓄の位置づけを与える）。 

                                                   
1 国家石油備蓄は国家石油備蓄基地に蔵置されているほか、借り上げた民間石油タンク（製油所等のタンク）

にも蔵置されている。また、民間石油備蓄は、石油精製業者等（石油精製・元売・商社等）に対し、商用

在庫を上回る量の石油在庫の保有を義務付けるものであり、各社の製油所・油槽所内に蔵置されている。 
2 2009 年 12月より鹿児島県のＪＸ日鉱日石エネルギー喜入（きいれ）基地にて、アブダビ国営石油会社（Ａ

ＤＮＯＣ社）と事業開始。2010 年 2月より沖縄県の沖縄石油基地（ＯＣＣ）にて、サウジアラムコ社と事

業開始。 
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－「国家備蓄」は、国が保有する備蓄であり、危機時の初動対応を担う中で次第に減少し

ていく民間備蓄を後方補給する、ラスト・リゾート（最後の砦）としての役割を担う。 

－「民間備蓄」は、石油精製業者等が保有する備蓄であり、製油所等から速やかに市場に石

油製品を供給できる高い機動性を有し、危機時の初動対応の役割を担う。 

－「産油国共同備蓄」は、危機時には我が国企業が優先供給を受けることが保証された、産

油国国営石油会社が保有する在庫であり、国家備蓄と同様に、次第に減少していく民間

備蓄を随時後方補給していく役割を担う。 

 

[危機時の放出オペレーション（例：中東危機等による輸入途絶ケース）] 

・中東危機による石油輸入途絶等の事態が発生した際には、その事態の深刻さを見極めつつ、

段階的に備蓄の放出を進める。このとき、危機時にあっても、ガソリン等の石油製品は製油

所における精製や、油槽所における中間貯蔵を経る通常の石油サプライチェーンにより流通

するため、原則として、製油所や油槽所内にある在庫、すなわち民間備蓄が最初に供給され、

国家備蓄と産油国共同備蓄は、次第に減少していく民間備蓄を随時後方補給する役割を担う。 

・まず、危機発生直後から３週間前後の間は、ホルムズ以東を航行していたタンカーが次々と

日本の製油所に到着し続けることになる。こうした状況の中、政府は、不要不急の石油の使

用を自粛（任意の需要抑制）するよう呼びかけつつ、「民間備蓄義務日数の引下げ」を行う

とともに、「国家備蓄・産油国共同備蓄の放出に向けた石油精製・元売会社3へのノミネーシ

ョン（石油精製・元売会社から放出希望油種・数量を聴取、割当て）」を実施し、放出準備

を整え、その結果に基づき順次放出を開始する。 

 ・次に、順次到着するタンカー（洋上タンカー在庫）が途切れる段階では、政府は「民間備蓄

義務日数の追加引下げ」と「国家備蓄・産油国共同備蓄の追加放出」を決定し、減少してい

く民間備蓄を、国家備蓄や産油国共同備蓄を用いて後方補給することになる。 

・また、供給途絶期間が長期化し、備蓄の放出によってもなお石油の大幅な供給不足が生ずる

ことが見込まれる場合には、石油需給適正化法の発動（強制的な需要抑制）等による需給コ

ントロールを実施することが必要になる。 

・なお、燃料供給の問題を起因とする国民生活の混乱を最小限に抑えるためには、国民一般の

消費者心理を十分に勘案し、国民の不安を煽らず安心感を与える、迅速かつ適切なタイミン

グでの統一的情報発信ができるよう、緻密なリスク・コミュニケーション体制を平時から準

備しておくことが重要である。例えば、国民に安心感を与える意図から、政府が、事態がま

だ深刻化していない初期段階において、国家備蓄の放出を行う準備がある旨公表した場合、

国民の側は、逆に、国家備蓄を放出するような切迫した事態に陥っているとのメッセージと

して受け取り、無用の混乱を招く可能性があることに配慮する必要があるとの指摘もある。

このように、危機時の情報発信の仕方には細心の注意をする必要があり、平時から十分な準

備を進めるべきである。 

 

(b)今後の石油備蓄総量、国家備蓄・民間備蓄・産油国共同備蓄の量的構成の考え方 

・我が国は、下図のエネルギーリスク評価指標に基づく国際比較結果から明らかなように、韓

国と並び、石油調達について高いリスクにさらされている。我が国にはＩＥＡ加盟の純輸入

国の備蓄日数平均を上回る量の備蓄があるが、引き続き、供給途絶リスクに対して万全の備

えを維持することが必要である。 

 

  

                                                   
3 ここで、石油精製・元売会社とは、石油備蓄法上の石油精製業者と特定石油販売業者を指すものとする。 
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【石油のエネルギーリスク評価指標の国際比較（２０１２年度ＥＩＡデータ）】 

 
※石油製品を含む 

・こうした認識の下、我が国は、国家備蓄・民間備蓄・産油国共同備蓄全体として、今後も、

ＩＥＡが加盟国に求めている９０日分の保有義務を十分に超える石油備蓄量を維持してい

くべきである。このとき、前述のように「産油国共同備蓄」の１／２相当量が準国家備蓄で

あると考え、「国家備蓄」と「産油国共同備蓄の１／２」を合計して「９０日分程度」の量

を確保することとすべきである。 

・また、「産油国共同備蓄」については、産油国との関係強化等といった副次的意義の観点か

ら、これまで推進してきたＵＡＥやサウジアラビアとの石油共同備蓄プロジェクトについて

増量する方向で検討を進めつつ、対象国の増加等も視野に入れ、引き続き推進することが必

要である。なお、今後の事業の拡大（量的な拡大、他の産油国との事業拡大）に当たっては、

国内のタンク余力、産油国側とのコスト分担等を考慮することや、適切なサイズの内航タン

カーの確保が困難な現状を踏まえての備蓄基地からの原油輸送力の確保が必要である。 

・さらに、今後の需要減により大幅な原油やタンク等の余裕資産（９０日分を上回る分）が生

じるのであれば、その有効活用について、あらゆる方策の検討を進めるべきである。 

・なお、石油備蓄政策については、エネルギーリスク評価指標（セキュリティインデックス）

も活用しつつ、今後も、情勢の変化に応じて不断の見直しを行うことが適切である。たとえ

ば、前述の通り、危機時の初期対応を担う民間備蓄について、石油備蓄法及び同法施行規則

において「７０日分」と定められている基準備蓄量のあり方については、①各元売系列ごと

に油槽所・ＳＳ等の供給網の全国的広がりに差がある現状において、民間備蓄の基準備蓄量

の見直しがもたらす全国供給網の維持への影響（ＳＳ過疎の状況を悪化させるような結果に

なる可能性）、②備蓄義務のかかる企業の財務評価・事業再編（製油所の用途変換等）・国際

競争力への影響、さらには、③各企業ごとに異なる原油調達リスク等の様々な観点から、改

めて慎重に検討すべきである。 
 
(c)国家備蓄石油管理上の課題への対応 

［国家備蓄放出の機動力向上］ 

・国家備蓄は、原油輸入途絶等による供給不足事態において、減少していく民間備蓄を後方補

給する役割を担うことから、備蓄放出にかかる「機動力」（原油を利用してエネルギー供給を

行う石油精製・元売会社のニーズに合った大量の石油を、効率的に放出する力）を不断に向

上させることが必要である。機動力向上に向け、量的な観点（大量の原油を効率的に放出す

る観点）から「タンカー輸送力の確保」「訓練の継続」「基地能力の向上」を進める必要があ

る。加えて、質的な観点（石油精製・元売会社の精製設備特性・ニーズに合った原油を放出

する観点）から、国家備蓄原油の油種構成（重質・中質・軽質）を我が国の輸入原油構成割

合に沿うものへの油種入替作業を加速していく。この油種入替作業については、備蓄放出に

かかる機動力を高めるための放出訓練としての意味合いも兼ねて実施する等の工夫により、

効率的な実行が望まれる。 
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［安全かつ効率的な国家備蓄石油の管理体制の強化］ 

・国家備蓄石油・備蓄基地（全１０基地）の管理に係る経費である国家備蓄石油管理等委託費

については、効率化に向けた継続的な事業見直しを進めた結果、過去約 10年間で約 200億

円を削減し、２０１５年度の予算額は約４３１億円（２０１５年度）まで縮減された。 

・また、石油精製・元売会社等の製油所・油槽所のタンクを借り上げて国家備蓄石油を蔵置す

るために支払う石油備蓄事業補給金（民間タンク借上げ料）についても、財務省による 2014

年度予算執行調査での指摘も踏まえて予算の効率化を実施した。今後も、国家備蓄石油・備

蓄基地の管理にかかる経費については、安全の維持、機動性の向上といった政策目的を阻害

しない範囲で、不断の事業の効率化を進めていくべきである。 
 
(d)アジア・ワイドのエネルギーセキュリティ構築の支援 
・ＯＥＣＤ非加盟（ＩＥＡ非加盟）のアジア諸国の石油需要は、今後も増加を続ける見込みで

ある。このため、中東危機等の世界的な石油供給途絶時を想定した場合、我が国と同じリス

クに直面することとなるアジア諸国全体で危機対応力を向上させ、パニックの発生を防止す

ることは、我が国のエネルギーセキュリティを向上させる上で重要である。 

・しかし、ＡＳＥＡＮ諸国においては一部の国しか石油備蓄を保有しておらず、その備蓄量は

ＩＥＡが加盟国に求める９０日義務に比べ、低い水準である。 

・資源エネルギー庁では、ＥＲＩＡ（東アジアＡＳＥＡＮ経済研究センター）4等、国内外の関

係機関と連携し、石油分野におけるアジア地域のエネルギーセキュリティ向上に向けた人材

育成研修、緊急時対応訓練等を、多国間・二国間協力双方で進めている。２０１４年度には

ＪＯＧＭＥＣとともにカンボジアの石油備蓄マスタープラン策定に必要なデータや考え得る

政策オプションを提言し、２０１５年６月には、ＪＯＧＭＥＣやＩＥＡ等と連携し、ＡＳＥ

ＡＮ各国政府の石油政策部門の局長級幹部を対象とした 1週間の人材育成研修を実施した。 

・今後も、我が国一国の視点だけではなく、マルチ・バイを問わず、共通する地政学的リスク

や災害リスクを抱えるアジア諸国全体を包含し、アジア・ワイドでの石油分野のエネルギー

セキュリティ構築支援を、後述する我が国の石油産業のアジア諸国における海外事業展開の

推進と一体的に強力に推進するべきである。 

 

 
 

(e)緊急時の石油優先供給・需要抑制に関する考え方 

・海外からの石油の供給途絶等の緊急事態において、供給途絶期間が長期化し、備蓄の放出に

よってもなお石油の大幅な供給不足が生ずることが見込まれる場合には、石油需給適正化法

（需適法）に基づく需給調整を実施することとしている。 

・需適法は、第一次オイルショック後の１９７３年に、緊急時における石油需給・価格に対す

る法制面の整備として、「国民生活安定緊急措置法」とともに制定・施行された。需適法に

                                                   
4 東アジア経済統合の推進を目的として 2008年に設立された、政策研究・提言機関。本部はジャカルタ（イ

ンドネシア）。ＡＳＥＡＮ10ヶ国と日、中、韓、印、豪、NZの 16ヶ国が参加。  
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基づく措置は第一次オイルショック時に適用されたものの、以降は適用されていない。第一

次オイルショック時には、需適法に基づき、内閣総理大臣による対策実施告示（法第４条第

１項）に従い、通産大臣（当時）による石油供給目標（告示）の設定（法第５条）、石油使

用制限（政令）の実施（法第７条）、石油使用節減目標の告示（法第８条）が適用された。

また、本法の制定に先立ち、通産省（当時）の行政指導に基づき、不要不急な用途へのガソ

リンの使用を節減するための措置（ＳＳの日曜・祭日の営業自粛等）や、都道府県ごとの石

油商業組合による石油製品あっせん相談所の設置等が実施された。 

・こうした措置の延長として、同法においても、経済産業大臣からＳＳに対する、給油量の制

限、営業時間の短縮等の措置の実施の指示（法第９条）や、一般消費者、中小企業者等に対

する石油供給のあっせん（法第１１条）に関する規定が盛り込まれている。これらの措置に

よっても事態が改善しない場合には、未だ発動の実績はないものの、強制的な需給調整（石

油の割当て、配給等）に関し必要な事項を定めることができることとされている（第１２条）。 

 

 
 

・①危機時に発動する需給適正化策の具体的運用方法や、②一般世帯や重要インフラ等が必要

とする油種や需要量などの把握、情報共有の方法について、平時から関係省庁、自治体、事

業者等が認識を共有できるよう取組を進め、得られた優先順位の考え方について日頃から広

く国民の理解、認識の共有を図ることは、燃料供給における混乱を最小限に抑えるのに資す

ると考えられる。 

・これらの措置の実効性を高め、緊急事態における国民生活への影響を最小限に抑えるべく、

緊急時に行う政策的な優先順位付けや燃料需要抑制について、危機想定に基づくシミュレー

ションの充実を図るとともに、昨年度の小委員会中間報告書で指摘されたように、需要側・

供給側双方に認識を共有していくことが重要である。 

・例えば、国民生活への影響を最小限に抑えるという観点に立って、優先供給の考え方を挙げ

るとすれば、以下のような事例が考えられる。しかしながら、優先供給の実際の適用は、画

一的判断によるのではなく、個々のケースによって異なるものであり、その都度、実際の状

況を踏まえ検証すべきものである。 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）ＬＰガス備蓄 

・国家備蓄石油ガスは、全国 5地点の国家石油ガス備蓄基地に蔵置されている。２０１３年３

月に完成した倉敷と波方の地下２基地へのガスインを現在実施しており、２０１５年３月末

石油需給適正化法に基づく需給管理措置の概要 

（需要抑制） 

 - 石油の使用の制限（法第 7条） 

 - 石油使用節減目標に沿った石油使用節減努力義務（法第 8条） 

（供給管理） 

 - 経済産業大臣による石油供給目標の設定（法第 5条） 

 - 石油精製業者等による石油の生産・輸入・販売計画の策定及び届出（法第 6条） 

 - 石油販売業者に対する販売方法の制限（法第 9 条） 

- 国民の生命、身体若しくは財産の保護又は公共の利益の確保のために不可欠な事業又は活動

に対し、特定石油販売業者からの石油の売り渡しの指示をするため、経済産業大臣はその分

の石油の保有を指示することができる（法第 10条） 

- 一般消費者、中小企業者及び農林漁業者並びに鉄道事業、通信事業、医療事業その他公益性

の強い事業及び活動に対する石油の斡旋を経済産業大臣が石油販売業者に指導（法第 11条） 

物流(生活物資等の輸送)への燃料供給 ＞  人流（観光・レジャー等）への燃料供給 

   消費財製造施設への燃料供給  ＞  娯楽施設への燃料供給 

   公共交通への燃料供給     ＞  自家用車両への燃料供給 

   医療機関への燃料供給     ＞  その他の機関への燃料供給 
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現在で、約９５万トン、石油備蓄法基準で３２日分となった。 

・「平成２７～３１年度石油製品需要見通し」によると、２０１９年度（平成３１）年度のＬ

Ｐガス需要は、２０１４（平成２６）年度比で、２．９％増加し、輸入量の４０日に相当す

る量は約１３５万トンとされている。「４０日分」に相当する量が、現状から増大していく

傾向にある点は昨年度から変わっていないことから、国家備蓄については、今後も、国家備

蓄基地間や、民間基地とのコスト比較等により、更なるコスト削減に向けた取組を行いつつ、

２０１７年度までに１５０万トンを着実に購入・蔵置することが重要である。 

・また、昨年度の石油・天然ガス小委員会中間報告書において、近年の米国からの調達の拡大

に鑑み「民間備蓄の基準備蓄量を見直す場合には、①有事の際に国内に確実に供給できるだ

けの信頼できる体制や事業計画等を事業者が策定していること、②石油ガス輸入業者の備蓄

コストが減少する場合における確実な流通価格への反映等が担保されていることなどが前

提となり、これらを慎重に見極めて検討する」と整理されたが、現状は後述のとおり、輸入

価格や卸売価格の下落が小売価格に反映されていない状況である。引き続き、地政学リスク

の低い国からの調達の更なる拡大傾向を踏まえ、上記の条件の達成状況に留意しつつ議論を

深めていくことが重要である。 

 

ⅲ）天然ガス貯蔵 

・天然ガスは中東依存度が約３割と調達先国の多角化が進んでおり、途絶した場合にも他の調

達先国からの代替ができる可能性が高い。また約７割が電源用に利用されているため、この

点でも他の電源での代替が可能である。天然ガスは気体のまま備蓄することが難しく、ＬＮ

Ｇとして蔵置する必要があるため、維持にかかるエネルギーを消費することに加え、新たな

備蓄向けタンクも必要となるなど追加的なコストが大きい。 

・上記のような点も踏まえ、天然ガスの備蓄についてはその実現可能性や経済性を十分に勘案

し、慎重に検討する必要がある。なお、枯渇ガス田を活用した地下貯蔵施設については、将

来的には、季節間のＬＮＧスポット価格差を利用してＬＮＧ調達コストの低減に活用できる

可能性もある。今後、ガス田の貯蔵可能量が相当量増大した時点で、必要に応じて、所要の

措置を講ずることができるよう、法的及び技術的検討を深めていく。 

 

 

３．災害時に備えたエネルギー需給体制の確保                            

・２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災では、東北地方から関東地方までの広範囲に

わたり、製油所・油槽所等の石油供給インフラのほか、道路・鉄道・港湾等の物流インフラ

や、タンクローリー・タンカー等の物流手段が損壊・滅失した上、政府と石油業界一体とし

ての供給連携体制・支援体制が確立しておらず、緊急供給体制の構築に時間を要したため、

被災地等への迅速な石油供給に支障が生じた。 

・これまで、政府と石油業界は、こうした事態への反省を踏まえた対策を進めてきたが、首都

直下地震・南海トラフ地震等の激甚災害に備え、災害時に備えたエネルギー需給体制を確立

すべく、被災地域・被災者へと石油製品を届けるサプライチェーン全体を網羅的にカバーし、

石油業界・関係業界・関係省庁・自治体等の協力を得て、ソフト・ハードの両面からの対策

を強力かつ早急に完了させた上で、備えを継続していく必要がある。 

 

（１）緊急時需給調整・ロジスティクスの円滑化（主にソフト対策） 

ⅰ）石油 

(a)国家製品備蓄の全国分散蔵置、備蓄の効果的な放出とリスク・コミュニケーション 

・東日本大震災当時、国家備蓄は海外からの原油供給途絶を想定した制度であったため、ほぼ

全量が原油で構成され、そもそも国内の自然災害を理由にした備蓄放出が法的に措置されて

いなかった。政府は当時の反省を踏まえ、石油備蓄法の改正により、国内の自然災害を理由

とした石油備蓄放出を法的に可能にした上で、全国需要の約４日分のガソリン・軽油・灯油・
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Ａ重油を製品形態の国家備蓄として全国各地に分散蔵置し、被災時の機動的な放出に備えて

いる。今後は、地域間の蔵置量バランスを整え、災害時石油供給連携計画（石油備蓄法）を

策定する単位である全国１０ブロック毎の需要約４日分の蔵置を早期に達成すべきである。 

・災害による国内の供給不足時の対策や備蓄放出の手順・考え方については、引き続き議論を

重ねるべきである。たとえば、東日本大震災時の経験から、災害時に民間備蓄の保有義務を

緩和する際には、例えば「３日分相当量の引下げ」といった、小幅な義務緩和の段階的実施

は、石油精製・元売会社が被災地に向けて迅速かつ柔軟に供給を行う上での足かせになるこ

とから、海外からの石油供給途絶のリスクがなく、被災地への迅速な供給が求められている

環境下においては、発災直後から大胆な緩和を行うべきであるとの指摘がある。 

・さらに、海外からの供給途絶への対応と同様に、備蓄の放出等に関する危機時の情報発信の

仕方には細心の注意を払う必要がある。国民一般の消費者心理を十分に勘案し、国民の不安

を煽らず安心感を与える、迅速かつ適切なタイミングでの統一的情報発信ができるよう、緻

密なリスク・コミュニケーション体制を平時から十分に準備しておくことが重要である。 

 

(b)緊急供給要請の優先順位付けについての考え方の整理 

・巨大地震等の激甚災害が発生した場合、政府は被災都道府県からの緊急供給要請に応えて緊

急石油供給オペレーションを指揮することになる。その際、大量に寄せられることが想像さ

れる供給要請に対して、政府は供給の「優先順位」をどう考えるべきかという論点があり、

「国土強靭化基本計画」（２０１４年６月閣議決定）においても「被災後の供給量には限界

が生じることを前提に供給先の優先順位の考え方を事前に整理する。」とされた。 

・一方で、画一的な判断基準で優先順位をつけることによる弊害についても考慮する必要があ

る。また、優先順位を高くする施設が多くなりすぎると、優先順位付けが意味をなさなくな

るという点についても留意が必要である。 

・これらの点を踏まえると、優先順位付けの考え方の例として、災害時の応急復旧に資するも

のという観点で捉えた場合、以下の事例が挙げられる。 
  

 
    

・優先順位付けの考え方は、災害が発生する場所（孤立地域、離島など）、発生する時期、被

害の程度等様々な要因によって異なるものであり、その都度、実際の被災状況を踏まえ検討

すべきものである。こうした事例を今後さらに積み重ねていく中で、結果としてある程度体

系化されていく可能性があり、また、得られた優先順位の考え方について日頃から広く国民

の理解、認識の共有を図ることは、危機時の円滑な燃料供給に資すると考えられる。 

 

(c)石油需給適正化法発動時の需給管理・優先供給に関する考え方 

・また、災害時においても、国内の石油の大幅な供給不足が生じ、国民生活への深刻な影響が

想定される場合には、石油需給適正化法（需適法）を発動することとなる。 

・ただし、激甚災害時には、海外からの供給途絶時の優先供給の考え方とは異なり、自衛隊等

の災害派遣部隊の活動や、被災した道路・港湾等のインフラの啓開・復旧のための重機の稼

動や、電力・都市ガスの供給停止をバックアップする代替動力源の稼動を確保する観点での

優先供給が必要となる。したがって、需適法に規定される優先供給の解釈・執行に当たって

被災地への燃料供給  ＞ 被災地外への燃料供給 

   中核ＳＳへの燃料供給 ＞ 一般ＳＳへの燃料供給 

   緊急車両への燃料供給 ＞ 一般車両への燃料供給 

   集団避難所の役割を果たす公共施設への燃料供給 

＞ その他の公共施設への燃料供給 

   指定公共機関・指定地方公共機関の災害対応業務用の燃料供給 

＞ 一般企業の業務継続用の燃料供給 
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は、これらの点を踏まえて、関係者間で考え方を整理しておく必要がある。 

 

(d)需要家サイドでの「自衛的備蓄」の推進 

・上述の対策は、すべて供給サイドから見た対策であるが、東日本大震災の反省を踏まえれば、

その限界に留意し、需要家サイドの対策を強化することが必要である。 

・東日本大震災発生当時、我が国は、道路・港湾等インフラの損壊や輸送手段（タンクローリ

ー等）の不足等により、「石油在庫はあるが、運べない」という状況に直面した。今後の首

都直下地震や南海トラフ地震を想定すれば、道路・港湾等のインフラが復旧し、物流が復旧

するまでの間も、人命確保や社会機能維持のために稼動継続が不可欠な病院・通信・放送・

金融機関等の重要インフラを稼動させ続けることが重要であり、非常用発電機の稼動に必要

な燃料について、重要インフラを担う需要家サイドでの「自衛的備蓄」を推進することが不

可欠である。 

・２０１４年に資源エネルギー庁で実施した調査によれば、３日分以上の自家発電用燃料を備

蓄しているのは、放送・通信・金融の関連施設と災害拠点病院（計６９９施設）のうち約半

数（５３．４％）にとどまった。また、「自衛的備蓄」を進めている重要インフラの中でも、

①（品質劣化を防ぎにくい）Ａ重油を備蓄している施設が多いこと、②備蓄の定期的な入替

え・使用・品質確認を行っていない施設が多いことが判明した。平時から燃料備蓄を確保し

ていたとしても、経年劣化した燃料を用いれば、自家発電機の正常な運転に支障を来すおそ

れがある。 

・政府においては、関係省庁が連携し、こうした重要インフラにおける自衛的備蓄の増強を促

しつつ、品質劣化対策の研究成果等必要な情報提供を進めること等を通じ、品質確保の取組

も促していくことが必要である。すでに、資源エネルギー庁が石油製品の品質劣化に関する

調査を実施しており、その結果を、需要家サイドに広く情報提供していくとともに、品質劣

化調査に引き続き、備蓄用燃料の長寿命化に向けた更なる調査・実験を重ねていくべきであ

る。石油業界には、これらの調査結果等も踏まえ、重要インフラにおける自衛的備蓄を支え

るため、酸化防止剤の増量等によって長寿命化された軽油等の実用化・提供や、その品質管

理・入替等のサービス等を新たなビジネスとして積極的に検討することが期待される。 
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・また、「石油製品利用促進対策事業」を通じ、災害時に一時的に避難所となる学校、公民館

等の施設や、実際の避難が難しい病院、特養ホーム等の民間施設において、石油製品タンク

と自家発電設備の設置、導入を支援している。今後、自家用・商用車等へのガソリン・軽油

のこまめな補給や灯油の備蓄等、災害への備えについて国民意識の向上を促すことが必要で

ある。具体的には、政府による広報などを通じて、自治体・関係業界の対応における位置づ

けを明確化するよう啓発していくことが必要である。 

・また、燃料の備蓄があっても、それを利用する機器が電源喪失によって起動できなければ備

蓄が無駄になってしまうことから、学校・病院・公民館といった公的施設や家庭において、

蓄電池を備えた自立型の機器（例えば、エコフィール（高効率石油給湯器））を備えること

を政府としても後押ししていく必要がある。 

 

(e)石油精製・元売会社の災害対策基本法上の「指定公共機関」への指定 

・２０１５年４月１日付けで、石油精製・元売会社８社5が災害対策基本法上の「指定公共機

関」に追加指定された。これを契機に、石油業界には、他の指定公共機関業種や指定行政機

関との間で、災害対応にかかる連携を平時から強化することが期待される。これにより、我

が国全体の災害対策の中で、石油業界として明確な責務（「防災業務計画」の策定・公表、

災害対策本部長の指示による災害応急対策の実施等）を担うこととなった一方で、災害応急

対策・災害復旧を円滑に進めるための措置がなされ、懸案であったタンクローリーが緊急通

行路を通行する際の手続の簡略化（「緊急通行車両」の事前届出）や、「中央防災無線網」へ

のアクセス権限の付与などが実現することとなった。 
 

【「指定公共機関」に与えられる優遇措置と、発生する義務】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(f)石油精製・元売会社の「系列ＢＣＰ」の格付け評価と不断の見直し 

・石油供給網は、製油所等を用いて石油製品の精製・卸売を行う「石油精製・元売会社」、タ

ンカーやタンクローリー等を用いて石油製品をＳＳ等へ輸送する「運送会社」、ＳＳで石油

製品を販売する「（石油精製・元売会社の）販売子会社、特約店・販売店」等の、系列は構

成するが必ずしも資本関係にはない、様々な事業者の連携の上に成り立っている。このため、

                                                   

5
石油精製・元売会社 8社：ＪＸ日鉱日石エネルギー㈱、出光興産㈱、昭和シェル石油㈱、コスモ石油㈱、東燃ゼネラル石油

㈱、富士石油㈱、太陽石油㈱、南西石油㈱ 
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巨大地震発生時に石油供給を早期回復させるためには、①石油精製・元売会社の本社による

需給調整機能やタンクローリー配車機能、②製油所・油槽所の入出荷機能、③運送会社や販

売子会社、特約店・販売店（系列ＳＳ）による物流・販売機能といった様々な機能の早期回

復を、こうした様々な事業者間で一体的に進めることが必要になる。このため、石油精製・

元売各社は、資源エネルギー庁の要請に応え、石油連盟が策定したガイドラインに基づき、

首都直下地震や南海トラフ地震等を想定した「系列ＢＣＰ（業務継続計画：Business 

Continuity Plan）」を、製油所からＳＳ等に至る系列供給網全体を包含する形で策定した。 
 

【石油精製・元売会社の「系列ＢＣＰ」の対象として包含されるべき機能】 
 

 
 

・資源エネルギー庁は、こうして石油精製・元売各社が策定した「系列ＢＣＰ」に対して外部

有識者による審査・格付け（非公表）を２０１３年度から開始した。２０１４年度には、「試

行」の位置づけであった２０１３年度審査の結果を踏まえ、供給回復目標のレベルアップと

実効性確保を図り、各社の更なる創意工夫等を正当に評価する余地を残す必要性から、①評

価基準（各評価項目）の追加や②評価基準（総合評価）の追加などの改正が行われた。２０

１４年度審査においては、２０１３年度審査当時に比して、各社が、①危機管理部門の組織

体制の抜本的な見直しや②製造・需給調整・物流・販売部門等の縦割りを超えたＢＣＰへの

見直し等、危機対応能力の更なる向上に取り組んでいることが確認された（２０１４年度審

査の結果は、【ＳまたはＡ＋】０社、【Ａ】５社、【Ｂ＋】２社、【Ｂ】１社、【Ｃ】０社）。 

・また、２０１４年度の「系列ＢＣＰ」の見直し・審査時に、資源エネルギー庁は、各石油精

製・元売会社に対して、複数年にわたる強靱化対策工事を完了させた後の供給回復目標時間

の短縮化を求めた。今後も、各石油精製・元売会社が自社系列網の「系列ＢＣＰ」について

不断の見直しを図り、供給回復目標時間の更なる短縮化を追求し、供給網全体の迅速な事業

復旧体制を確立することが期待される。 

 
【２０１４年度の格付け審査における改正ポイント】 

①評価基準（各評価項目）の追加（「優」の概念の追加） 
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②評価基準（総合評価）の追加（「S」、「Ａ＋」の概念の追加） 

 
 

(g)災害時燃料物流の円滑化に向けた、関係省庁・自治体との協力体制の確立 

・災害時に、石油精製・元売会社が被災地に石油を円滑に供給するためには、製油所・油槽所

に通じる航路・道路の早期啓開（がれき処理・復旧等）、長大・水底トンネル通行にかかる

規制の一時的な解除、給油困難地域へのドラム缶詰め石油の輸送協力・現地での仮設ミニＳ

Ｓの設営等について、石油業界と関係省庁や被災自治体との間での協力が不可欠である。 

・２０１４年度石油天然ガス小委員会中間報告書では、内閣府、総務省、消防庁、国土交通省、

防衛省、警察庁等の関係省庁、および被災が想定される自治体との間で、災害時に必要な実

働部隊の運用や規制の特例的運用等の調整事項や、その調整の方向性等について平時からリ

スト化して関係者の間で共有し、それに基づき、実際の危機時における意思決定や実働に係

る訓練を継続的に行うことが必要であると指摘したが、中間報告書の中に例示した４つの課

題（「製油所・油槽所に通じる航路・道路の早期啓開」「タンクローリーや鉄道の通行円滑化」

「給油困難地域への燃料輸送協力」「地域における給油環境整備」）のそれぞれについて、関

係省庁や被災自治体の役割が、「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計

画」（２０１５年３月３０日中央防災会議幹事会決定）の中に明記されたところである。 

 

[災害時燃料物流の円滑化に向けた、関係省庁・自治体との合同訓練の推進] 

・石油精製・元売会社と石油販売業者（ＳＳ）、さらには関係省庁・地方自治体が一体となっ

て、石油備蓄法に基づく「災害時石油供給連携計画」の訓練や、2014 年から開始した資源

エネルギー庁・石油業界と防衛省・自衛隊との燃料輸送に係る合同訓練等の訓練を引き続き

実施することが必要である。 

・２０１４年１１月には、「津波防災の日」関連の取組として、「災害時石油供給連携計画」の

訓練や「みちのくアラート２０１４」の場を活用した防衛省・自衛隊との燃料供給に係る合

同訓練が実施された。続く２０１５年度には、５月に九州において九州経済産業局が、陸上

自衛隊西部方面隊が主催する「南西レスキュー」の机上訓練に初参画したことに続き、６月

には四国において四国経済産業局が、高知県が主催する「高知県総合防災訓練」に参画し、

陸上自衛隊中部方面隊・高知県・四万十町等との合同訓練が実施された。その内容は、自衛

隊車両が愛媛県内の製油所内でドラム缶に石油を詰めて高知県内まで輸送した後、自治体が

設置した仮設ミニＳＳにおいて自治体職員や自主防災組織等が給油・搬送を行うものであっ

た。今後も、燃料供給に関する自治体・自衛隊・地方経済産業局等の協力による訓練の全国

展開を進めていくことが必要である。 

・また、後述のとおり、石油商業組合と自治体との間で締結された災害対応協定（災害時にお

ける警察・消防等の緊急車両への優先給油や上・下水道施設等の重要インフラへの燃料供給

等）を活かす観点からも、自治体の総合防災訓練の一環としての燃料供給訓練を引き続き促

すことが必要である。  
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[地域における災害対応能力向上] 

・「災害時石油供給連携計画（石油備蓄法）」の円滑な実施のため、２０１４年度末時点で、

石油連盟と３１都道府県１４政府機関との間で重要施設（庁舎、公立病院など）の情報共

有覚書が締結されているが、燃料を緊急配送すべき重要施設の連絡先や構内図、タンクの

給油口や容量等の基礎情報を危機時に迅速に共有しうるよう、全ての都道府県と石油連盟

との間で覚書が早期に締結されることが望まれる。 

 
【石油連盟と都道府県等の災害時重要施設の情報共有覚書締結状況】 

 
 

「高知県総合防災訓練」の一貫としての合同石油供給訓練 

 

２０１５年６月７日（日）に、「高知県総合防災訓練」の一貫として、資源エネルギー庁・四国経済産業

局、陸上自衛隊中部方面隊、石油業界（太陽石油）、自治体（四万十町）・自主防災組織等の協力により、南

海トラフ地震による津波被災を想定した石油供給訓練を実施した。民間タンクローリーが不足する想定下で

の自衛隊による燃料運搬支援や、津波に被災する想定下での（東日本大震災当時にも開設した）「仮設ミニ

ＳＳ」の被災自治体等による開設を含む実戦的な内容となった。こうしたモデルの全国展開が期待される。 

 

① 愛媛県内にある太陽石油四国事業所に、陸上自衛隊中部方面隊が大型トラックにドラム缶を積載して入構

し、ドラム缶への石油充填作業（灯油・軽油）を実施後、高知県の被災地（想定）に向けて山越えの陸

上輸送を実施。 

    
② 陸上自衛隊車両が高知県内の総合防災拠点（四万十緑林公園）近傍の窪川中学校へ到着し、高知県に燃

料を引き渡し（写真左下）。四万十町役場や自主防災組織と連携して民生用１８Ｌポリタンクに灯油を

充填（写真右下）し、自家用車等で地域内の防災拠点等へ運搬。消防給水車両への軽油給油も実施。 
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[石油商業組合と自治体等、地域ベースでの連携強化] 

・また、災害時に被災地の都道府県からの緊急燃料供給要請があった場合の対応に備えるため、

各地方自治体が地元の石油商業組合と、燃料等の優先供給や徒歩帰宅者支援等に関する災害

協定を締結する事例が増加しており、現在は４７都道府県中４６都道府県が締結されている。 

－群馬県と群馬県石油商業組合が燃料供給協定に基づいて定めた「災害時等における燃料対

策の手引き」には、災害時の県と組合の情報共有、燃料供給対象となる施設等の指定、平

時および災害時の燃料供給体制など、災害協定に基づいて平時から共有しておくべき情報

が整理されており、災害時に協定が確実に機能するための体制整備がなされている。 

－青森県は青森県石油商業組合と連携して県下のＳＳの油種の在庫量を一元的に把握する

システムを導入するとともに、災害時に優先供給の対象となる重要施設や緊急車両を明確

に示している。 

・災害時の燃料供給協定の締結に当たっては、こうした事例を踏まえつつ、自治体と石油商業

組合の間で、発災時対応についてきめ細かく情報が共有される体制が構築されることが望ま

しい。 

・発災直後に必要な緊急車両の多くは警察・消防・行政車両であることから、災害時の燃料確

保は地域ベースでの防災への取組の一環として地方自治体の防災計画に位置づけていくこ

とが必要である。国としても緊急時に地域において燃料在庫確保を促進するための自治体の

取組や、県と石油商業組合の連携強化を推進してきているが、災害対応に係る協定の実効性

が高まるよう、自治体の総合防災訓練の一環としての燃料供給訓練を引き続き促していくこ

とが重要である。 

・また、東日本大震災当時、被災地では津波被害や停電等でＳＳが十分に稼働できず、特に石

油供給が困難となった地区で、学校等の避難所等にドラム缶を用いた「仮設ミニＳＳ」を設

置して供給した。今後は、地方自治体を中心とする地域社会の側で、消防庁による危険物の

仮貯蔵・仮取扱いのガイドラインを踏まえ、運び込まれたドラム缶を緊急車両や携行缶等に

給油する作業を行う備えが必要である。前述の「高知県総合防災訓練」の一貫として実施し

た合同石油供給訓練のように、平時から、地方自治体の防災訓練の一環として、地域のＳＳ

業界や消防団等の地域社会全体の協力を得ながら自助自立に向けた訓練を実施するなど、万

全の事前準備が求められる。 

 

 

 

（出所：岩手日報ＨＰ） 

 【写真＝手回しポンプでガ

（出所：ＮＰＯ法人ねおすＨＰ） 

【参考】東日本大震災当時のドラム缶給油オペレーション 

（東北３県（岩手・宮城・福島）の合計１０～２０箇所程度で実施） 
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[中核ＳＳの機能強化] 

・中核ＳＳが災害時に確実に機能するためには、中核ＳＳに対する石油製品の供給サプライチ

ェーンが強靱である必要があることから、各石油精製・元売会社の策定する「系列ＢＣＰ」

（前述）の中に、系列の中核ＳＳに対する優先供給を明記するとともに、災害時石油供給連

携計画等によりガソリン等の石油製品が供給される体制を会社の枠を超えて整備すること

を各石油精製・元売会社に対して求めている。 

・全国に整備された中核ＳＳが、災害時に、自治体における被災当初の復旧・復興活動を実効

的に支えるために、資源エネルギー庁の支援にて中核ＳＳを対象とした研修・訓練が、全都

道府県において実施されている。災害時ＳＳ店頭における混乱回避の方法等の研修、中核Ｓ

Ｓに設置してある自家発電設備の稼働のみならず、中核ＳＳと地元自治体との連携による訓

練実施も進んでいる。中核ＳＳが、こうした災害対応訓練を通じたノウハウの蓄積、石油製

品の備蓄増強、自治体との連携による地域全体での取組の活性化を通じて、更なる機能強化

を図っていくことが重要であり、国としてもそれらを引き続き支援、慫慂していくことが重

要である。 

 

[災害時の情報共有体制について] 

・２０１４年２月の山梨県を中心した豪雪災害においては、元売各社、ＳＳ、関係省庁の協力

を得て被災状況や在庫状況等を把握し、燃料供給に係る大きな混乱を回避することができた。

一方で、例えば中核ＳＳが存在しない地域のＳＳの稼働・在庫状況の把握に際して、既存の

石油連盟の災害時情報システムの災害時連携計画が発動されない場合の稼働条件が十分に

関係者間で整理されていなかったこともあり、結果的にＳＳ１軒１軒に電話して確認せざる

を得なかったなど、今後起こり得る広域大規模災害を想定した事前の情報収集体制のあり方

については課題が残った。 

・緊急時におけるＳＳの在庫情報の網羅的かつ即時の把握と、それを踏まえた石油製品の緊急

配送等を可能とするため、系列ＳＳのみならずプライベートブランドＳＳも含めた、一定の

地域全体のＳＳの在庫状況や、稼働状況を迅速に把握するシステムが必要となることから、

その実証を行うとともに、既存の石油連盟のシステムとの効果的な連携を図ることが課題で

ある。 

 

ⅱ）ＬＰガス 

(a)緊急時の優先供給・需要抑制に関する考え方 

・国内災害時においても、国内の石油ガスが「大幅な供給不足」に陥り、国民生活への深刻な

影響が想定される場合には、石油需給適正化法を発動する。需適法発動時の優先供給・需要

抑制については、海外からの供給途絶時と同様の考え方に基づいて対応することとする。 

・ただし、大規模災害発生時には、海外からの供給途絶の場合とは異なり、避難所となり得る

公共施設等や、病院や老人ホーム等の被災時に避難することが困難な者が多数生じる施設に

対して、優先供給を実施することが必要となる。これらを踏まえ、需適法に規定される優先

供給の解釈・執行に当たっては、例えば、以下のような事例を関係者間で整理していく必要

がある。 

 

 

 

(b)ＬＰガスの自衛的備蓄 

・巨大地震等が発生した場合、道路・航路等のインフラ網の普及に時間を要し、エネルギー供

給網が途絶することが想定されることから、燃料の「自衛的備蓄」を進めることは、被災直

後の数日間において、自立的な業務継続を確実にするために有効な方策である。そうしたな

避難所への燃料供給   ＞ その他への燃料供給 

中核充填所への燃料供給 ＞ 一般充填所への燃料供給 
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か、一般家庭におけるＬＰガスユーザーは、軒下在庫により、いわば「自衛的備蓄」を有し

ているが、同様に「社会的重要インフラ」と呼びうる政府庁舎や自治体庁舎、通信、放送、

金融、拠点病院、学校等の施設や災害時に避難所となるような施設において、ＬＰガスを貯

蔵する災害対応型ＬＰガスバルク等の導入を促して備蓄の充実を促してきた。平成２６年度

までに２４５ヶ所の施設に対して整備が行われている。また、平時からの利用を通じて燃料

の多様化も促してきた。今後、特に災害時にその機能を維持すべき病院や公共施設などの重

要施設に対してＬＰガスバルクによるエネルギーの自衛的備蓄を推進し、また、その実態に

ついて調査を行う必要がある。 

 

 
  

 (c) 災害時燃料物流の円滑化に向けた、関係省庁・自治体との協力体制の確立 

・ＬＰガスは、東日本大震災時にも被災地において活躍したように、最終需要者への供給体制

及び備蓄制度が整備され、可搬性、貯蔵の容易性に利点があることから、災害時にはエネル

ギー供給の「ラスト・リゾート」（最後の砦）と位置付けられている。こうした災害時の有

用性を踏まえ、３８の都道府県ＬＰガス協会が災害対策基本法上の「地方指定公共機関」と

して位置づけられるとともに、各都道府県協会の代表者は、各都道府県知事の下に設置され

た防災会議等のメンバーとして任命されている。また、各都道府県ＬＰガス協会は、市区町

村を含めた全国の７１％の自治体との間で災害時における燃料供給協定が締結されている

ように、ライフラインを支える業界として、地域の災害対策における重要な役割を担ってい

る。こうした位置づけを活用し、引き続き、各自治体との防災協定の締結を促していくと共

に、緊急時の供給対応能力、指定行政機関等との連携体制を強化すべきである。 

・また、こうした位置づけや災害時のエネルギー供給の「ラスト・リゾート」としての役割を

担保するために、全国９地域毎に石油備蓄法に基づく「災害時石油ガス供給連携計画」（以

下、「供給連携計画」）が策定されるとともに、今後の同計画に基づく訓練とそれを踏まえた

改定作業を行う「中核充填所委員会」等が各地域に設置された。現在、各地域において自治

体等を含めた訓練の実施及びそのフォローアップを進めることにより、地域の実情に応じた

防災体制の整備を進めている。 

・２０１４年度は、全国９地域毎に「供給連携計画」に基づく情報伝達訓練等を実施し、同計

画と連携した移動式電源車によるＬＰガス輸入基地の稼働訓練や、中核充てん所の稼働・代

替供給訓練等、災害時を想定した訓練を実施した。２０１５年度においても、２０１４年度

の訓練の結果を踏まえて、引き続き「供給連携計画」に基づく訓練を実施し災害時に備える

べきである。 

・特に、２０１４年度の訓練においては、ＬＰガスシリンダーの管理システムや情報システム

の違いから、他系列事業者との間で充填や情報共有を行う上で課題となる事例も見られた。

そのため、２０１５年度に管理システムの互換性の確保や円滑な情報共有体制の整備に向け

た検討を進めるとともに、２０１６年度中に対策を実施するべきである。 
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ⅲ）天然ガス 

(a)早期復旧を可能とする供給システムの整備 

・災害発生時には被災地域のガス供給を迅速に停止し二次災害を防止するとともに、供給停止

地域をできる限り小さくすることが重要である。そのため、ガス事業者は導管網をブロック

化し、ブロック毎に供給停止できるシステムを構築してきた。さらに、復旧の早期化を図る

観点から、ブロックの細分化を推進することが有効である。 
 

【導管網ブロック細分化のイメージ】 

 
 

(b)被災時の広域連携体制の強化 

・被災時の広域連携のため、一般社団法人日本ガス協会（以下、｢日本ガス協会｣）は 1968年に

「地震・洪水等非常事態における救援措置要綱」を制定し、大規模災害により被災した事業

者が単独では対応が困難な場合、協会から他の事業者に救援活動を要請することとしている。

阪神・淡路大震災では計１５５事業者から一日最大で３７００名、東日本大震災では計 58

事業者から一日最大で４１００名の支援が行われ、被害甚大地域を除いて２カ月弱での供給

再開という早期復旧に貢献している。引き続き、広域連携体制の強化を図ることが重要であ

る。 

 

(c)移動式ガス発生設備や臨時の製造設備による供給の確保 

・災害時にガス供給を確保するためには、移動式ガス発生設備を活用することが有効である。

移動式ガス発生設備は、被災した社会的重要度の高い施設（病院・福祉施設等）に優先的に

活用することとなっている。 

・大規模災害により被災事業者の所有設備だけでは対応しきれない場合に備え、日本ガス協会

では２００８年に「大規模災害時における移動式ガス発生設備広域融通業務要領」を定めて

いる。これにより、全国に約２０００基所有している移動式ガス発生設備を、被災事業者、

救援事業者、日本ガス協会本部、日本ガス協会地方部会各間で融通するルールを明確にして

いる。 

 

 
 

・ＬＮＧサテライト基地等が損傷した場合の早期復旧のため、事業者の自主的取組として、日

本ガス協会において、ＬＮＧ気化器を事業者間で広域融通する体制を整備し、２０１４年１

２月より運用を開始した。引き続きこの取組の推進が重要である。 
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(d)需要家側の自立的な燃料利用 

・天然ガスは需要サイドでの貯蔵が難しいため、天然ガスの供給途絶の場合は上述の供給イン

フラの復旧で対応する一方、電力が途絶しても天然ガスの供給が維持された場合には、家庭

向けの蓄電池付きの自立型エネファームや、産業・業務部門向けのガスコジェネレーション

システムが電力と熱を供給することができる。被災時もオペレーションの持続を可能とする

ため、これらの普及が重要である。 

 

（２）供給インフラの耐性強化（ハード対策）  

ⅰ）石油 

(a)製油所・油槽所の強靭化（耐震対策、耐液状化・側方流動対策等） 

・首都直下地震や南海トラフ地震等の激甚災害の発生を想定すれば、東日本大震災発生時に経

験したように、電力・都市ガスの供給障害を想定し、エネルギー供給の「ラスト・リゾート」

としての石油が大きな役割を発揮することが期待される。そのためには、製油所・油槽所と

いった石油供給インフラにおいて、石油精製設備が火災等の二次災害を発生させずに安全に

停止され、石油製品の入出荷設備の被害が最小限に抑えられ、非常用電源によって早期に入

出荷機能（他地域からのバックアップを受けながら製油所内の在庫を払い出す機能）が回復

されるよう、事前の対策に万全を期すことが必要である。 

・このため、経済産業省は、２０１３年度末（２０１４年３月末）までに、首都直下地震や南

海トラフ巨大地震の被災想定地域にあるコンビナート地区に立地する計２５の事業所（製油

所のほか化学工場・製鉄所）における地盤の液状化評価や設備等の耐震性能等の総点検を実

施した6。これは、①現行法令（消防法・高圧ガス保安法等）を遵守して耐震対策等を進め

ている企業で、②現行法令の要求水準を超えた地震動想定を用いた厳しいリスク評価をあえ

て行う趣旨に賛同する企業が、経済産業省からの委託を受けて自社事業所の総点検を実施す

る調査として実施されたものである。 

・特に、製油所については、資源エネルギー庁・学識経験者・業界代表者が共同作成した「製

油所等の耐震性能等評価の手引き（２０１３年３ 月２６ 日）7」に則り、評価時点（２０

１３年５月）における最新データとして、首都直下地震と南海トラフ地震を想定し、内閣府

（中央防災会議）から公表された以下の地震動を用いて、各石油精製・元売会社が総点検を

実施した。 

－首都直下地震（２００５年に公表された地震動想定データ。東京湾北部地震と三浦半島断

                                                   
6  平成 24 年度補正予算（平成 25 年度繰越）「産業・エネルギー基盤強じん性確保調査事業」により実施し

た。 

7 「製油所等の耐震性能等評価の手引き」は、平成 24 年度石油産業体制等調査研究（我が国製油所・油槽所

の耐震性能等評価手法調査）報告書）として公開している。 

URL: http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2013fy/E003798.pdf 

http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2013fy/E003798.pdf
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2013fy/E003798.pdf
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2013fy/E003798.pdf
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層群の地震（Ｍ7クラス）であり、２００～４００周期で発生するＭ８クラス地震の発生

前に数回発生するもの） 

－南海トラフ地震（２０１２年公表された地震動想定データ。想定される最大規模であって、

千年に一度或いはそれより低い発生頻度のもの） 

・本調査では、各事業者が自社事業所の地盤資料を拠出した上で、地盤資料の不足しているポ

イントについて追加的なボーリング調査を実施し、これら地盤資料全体を合わせて解析を進

めた。このため、比較的データが少なかった護岸沿いエリア等を含む製油所全域についての

液状化や側方流動等のリスクを総合的に把握することができた。 

 
【例】ＰＬ（液状化指数）法を用いた液状化リスク判定の結果（集計） 

 
 

 
 

・この総点検結果等を踏まえ、石油精製・元売会社は、自社製油所・油槽所の脆弱箇所を克服

し、各社が「系列ＢＣＰ」に定めた供給回復目標を実現すべく、各社で石油供給インフラ強

靭化計画を策定し、それに基づく強靱化対策工事を開始している。これに対して政府も予算

措置を講じており、官民連携で着実に強靱化への取組が行われている。 

・２０１４年度末時点で、製油所の耐震性強化等の進捗率は１１％、非常用３点セット（非常

用発電機、非常用情報通信システム（衛星通信等）、ドラム缶充填出荷設備）の導入割合は

７６％となっている。今後は、２０１３年度に実施した総点検等の結果を踏まえ、各石油精

製・元売会社において自社の「系列ＢＣＰ」、特にその中の供給回復目標時間との整合性を

保ちながら強靭化投資計画を策定し、それに沿って耐震対策、耐液状化・側方流動対策等を

早期に実行することが望まれる。 

・国家備蓄基地については、２０１１年度から財政投融資を措置し、耐震診断を踏まえ、最大

地震動にも耐えうる補強工事の設計及び工事や、津波対策、液状化対策の事前調査などを実

施している。１５基地のうち３基地において地震等の対策工事を完了しており、今後も、強

靱化を引き続き推進することが必要である。 

  

（※）ＰＬ（液状化指数）による判定法 

  周辺地盤全体に液状化による被害が発生するか否かの目安とする方法。ＰＬ値と液状化の程度の区分

は、一般的には岩崎ら（１９８０）による区分を用いて判定。 

  

ＰＬ＝０   ：液状化危険度は極めて低い。液状化に関する詳細な調査は不要 

０＜ＰＬ＝＜５   ：液状化危険度は低い。特に重要な構造物に対して、より詳細な調査が必要 

５＜ＰＬ＝＜１５：液状化危険度が高い。重要な構造物に対してはより詳細な調査が必要。液状化対策

が一般に必要。 

１５＜ＰＬ      ：液状化危険度が極めて高い。液状化に関する詳細な調査と液状化対策は不可 

  
（出典：岩崎敏男、龍岡文夫、常田賢一、安田進：地震時地盤液状化の程度の予測について、土と基礎 Vol.28、No.4、p23-29、1980）  
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【製油所の強靱化対策の実施エリア】      【国家備蓄基地の強靱化対策の実施エリア】 

  
 

(b)中核ＳＳ等の災害拠点整備 

・東日本大震災では、石油供給の支障とともに、主に停電による計量機の停止により、ＳＳ

においても給油が困難になり、被災地域での燃料供給に支障が生じることとなった。こう

した事態が繰り返されることを避けるため、石油備蓄法が改正され、災害時に緊急車両へ

の優先給油を実施するとともに、自家発電設備や大型タンク等を備える災害対応型中核給

油所（中核ＳＳ）を全国的に整備することとなった。２０１１年度以降、各石油商業組合、

石油連盟、各高速道路株式会社及び都道府県の協力を得ながら中核ＳＳが全国で約１６０

０箇所整備された。 

・このような中核ＳＳが各地方自治体との連携により一定量の在庫を備蓄することは、災害

時における石油製品の供給拠点としての機能を一層強化するものである。このため、２０

１４年度より、資源エネルギー庁と自治体の連携のもとで石油製品の備蓄の増強の支援が

実施された結果、２４都県の事業者（中核ＳＳ:６４６カ所、小口燃料配送拠点２０５カ所）

による製品備蓄が導入・強化された。引き続き、自治体の防災意識を喚起し、地域の防災

政策の中に災害時における石油製品のサプライチェーンの維持を位置づけていく必要があ

る。 

・また、中核ＳＳ以外のＳＳについても災害時に石油製品の安定供給を支える役割を果たす

意識と意欲のあるＳＳに対しては、厳しい経営環境に鑑みて、ＳＳの経営基盤の安定化の

ための支援を講じていく必要がある。２０１４年度補正においてＳＳの経営に資する省エ

ネ型洗車機や高効率計量機等の導入支援を講じられてきたが、ＳＳの災害対応能力を強化

するため、地下タンクの大型化に伴う入換等を引き続き支援していくことが有効である。 

 

ⅱ）ＬＰガス 

(a)ＬＰガス輸入基地の強靭化 

・東日本大震災時に発生した爆発事故等を受け、２０１３年１１月に高圧ガス保安法に基づ

く保安基準を見直し、既存設備の耐震設計基準等についても強化し、筋交い（ブレース）

の基準を新たに設定した。これに基づき、事業者に耐震性評価を求めるとともに、国とし

ても計画的な耐震改修に対する支援を行った。他方、ＬＰガス輸入基地における冷凍タン

ク（平底貯槽）については、その改修方法や、改修期間のタンク繰り等が課題になってお

り、現在、技術的な対応方法の検討を進め、最新の耐震基準への適合を支援していくこと

が重要である。 

 

 ⅲ）天然ガス 

(a)ガス導管の耐震化 

・低圧ガス導管の耐震化には、伸びや耐腐食性に優れ、半永久的な寿命を持つポリエチレン

管への取替が有効である。１９８２年からガス事業法の技術基準において低圧ガス導管の

材料としてポリエチレンが新たに規定され、１９９０年代からポリエチレン管への取替が
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進められてきた。２０１３年末時点で本支管の総延長に占めるポリエチレン管化率は４１．

９％に達しており、抜け出し防止装置付のメカニカル継手を使用したダクタイル鋳鉄管な

ど、その他の耐震性のある導管も含めると、耐震化率は２０１３年末で本支管の総延長の

８１．１％に到達している。今後もこれらの取組によりガス導管の耐震化比率を高めるこ

とが必要である。 
 

【ガス導管の状況】 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

(b)ＬＮＧ基地の地震・津波対策 
・東日本大震災の被害及び事業者の対応を踏まえ、総合資源エネルギー調査会都市熱エネル
ギー部会ガス安全小委員会災害対策ＷＧは、２０１２年３月に今後の地震対策・津波対策
に係る報告書を取りまとめた。特に、津波対策については津波レベルに応じて設備が満た
すべき性能を新たに規定し、想定される津波レベルに応じた対策を各事業者が実施するこ
とを求めている。 

・これを受け、日本ガス協会は２０１３年、建屋浸水対策、電気設備嵩上げ、非常用発電機
の保有等の具体策を盛り込んだ津波対策に関する要領を策定した。これに基づき、各事業
者は、重要設備の建屋水密化、機器設置レベルや建屋開口部のかさ上げ等の津波対策を講
じている。 

 
【津波対策の実施例（電気設備建屋）】 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

(c)ＬＮＧ基地間の補完体制の強化 

・ＬＮＧ基地間の補完体制構築のための天然ガスパイプライン等の整備は、供給体制の強靱

化の観点から重要であり、「エネルギー基本計画」においても、基地の整備・機能強化、太

平洋側と日本海側の輸送路、天然ガスパイプラインの整備などに向けて検討を進めていく

方針が示されている。 

・今国会で成立した電気事業法等の一部を改正する等の法律では、ガス導管網の整備を促進

するため、全てのガス導管事業者に導管の相互接続に係る努力義務を課した上で、ガス導

管事業者の一方が導管接続協議に応じない場合、国が事業者間の協議を命令・裁定できる

制度を創設した。これらの法的措置に加え、①広域的に便益をもたらす導管の整備費用を、

周辺のガス事業者の託送料金に含めて回収できる措置や、②建設後一定期間について高め
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の事業報酬率を設定できる措置を講じることも検討している。 

・今後、改正法の施行に向け、こうした制度運用の詳細を早急に検討するとともに、広域的

な導管網について、需要開拓と一体的な整備促進や、経済性や国土強靱化の観点も踏まえ

た、国全体としての整備方針を検討していく必要がある。 

 

 

４．エネルギー供給を担う産業の事業基盤の再構築                      

（１）石油産業・ＬＰガス産業の事業基盤強化 

ⅰ）石油精製・元売業 

(a)現状と課題 

・石油は２０３０年度においても一次エネルギー供給の３割を占めることが見込まれる重要

なエネルギー源であり、また、可搬性・貯蔵性等の面で電力・ガスよりも優れていること

から、危機時に電力やガスの供給に支障が生じた場合にはエネルギー供給を支えるラス

ト・リゾート（最後の砦）機能が期待される。このため、その供給を担う石油産業は、平

時・非常時を問わず我が国産業と国民生活を支える重要な機能を有しており、その国際競

争力強化を通じた収益基盤の安定化は、各企業レベルの話にとどまらず、国のエネルギー

セキュリティに関わる極めて重要な課題である。 

・しかし、資源エネルギー庁の「２０１４年度～２０１８年度石油製品需要見通し」によれ

ば、①人口減少や、②燃費改善等を背景として、各石油製品の国内需要は減少する見通し

であり、２０１８年度に向け年平均で１．６％、総じて７．８％の減少の見通し8である。

石油産業にとっては、このような国内石油需要減に直面する中で、その事業構造の転換や、

利益を度外視した過度の安売り競争に陥ることのない経営体質への移行が課題である。 

 

【我が国の石油精製業者（２０１５年５月末現在）】 

石油精製業者 製油所名 
石油精製能力 

(BD：日量バーレル) 
精製能力 
シェア注 

ＪＸ 
グループ 

ＪＸ日鉱日石 
エネルギー㈱ 

仙台製油所、根岸製油
所、水島製油所、麻里布
製油所、大分製油所 1,425,700 36.4% 

鹿島石油㈱ 鹿島製油所 

大阪国際石油精製㈱ 大阪製油所 

東燃ゼネラル石油㈱ 
千葉工場、川崎工場、堺
工場、和歌山工場 698,000 17.8% 

出光興産㈱ 
北海道製油所、千葉製油
所、愛知製油所 

535,000 13.7% 

コスモ石油㈱ 
千葉製油所、四日市製油
所、堺製油所 

452,000 11.5% 

昭和シェル 
グループ 

東亜石油㈱ 京浜製油所 

445,000 11.4% 昭和四日市石油㈱ 四日市製油所 

西部石油㈱ 山口製油所 

富士石油㈱ 袖ヶ浦製油所 143,000 3.7% 

太陽石油㈱ 四国事業所 118,000 3.0％ 

南西石油㈱ 西原製油所 100,000 2.6% 

 （注）各社の精製能力シェアは、小数点第二位を四捨五入しているため、合計が 100％とはならない。 

 

・こうした中、産業競争力強化法第５０条に基づき、２０１４年６月に資源エネルギー庁が

実施した市場構造調査「石油精製業の市場構造に関する調査報告」（２０１４年６月３０日、

以下「５０条調査」）は、我が国の石油精製業は概ね「過剰供給構造」にあり、「今後、仮

に現在の収益状況や供給能力が継続するとすれば、本格的な過剰供給構造に陥るおそれが

大きい状況にある」と結論付けた。同調査では「卸売価格形成機能の不全」についても言

                                                   
8 電力用Ｃ重油の見通しは作成していないため、平成２５年度実績見込みの数値をそのまま将来見通しとして

使用している。 
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及し、公正・透明な価格指標を含む適切な価格決定メカニズムの構築が課題であると指摘

している。また、グローバル・ベンチマーク（評価指標：ここでは特に米ソロモン・アソ

シエイツ社の指標）を参考に、我が国の石油精製業者には設備の稼働信頼性やエネルギー

コスト等に起因する生産コストの高さについて改善の余地があることを指摘している。 

・今後の収益改善に向けては、製油所の生産性向上を通じた「生産コストの低減」と、「卸売

価格形成機能の適正化」の両面からのアプローチが必要である。このため、今後は以下に記

すような、「製油所の生産性の抜本的向上」（設備最適化、高付加価値化、稼働信頼性の向上、

エネルギー効率の改善）、「戦略的な原油調達」、「公正・透明な価格決定メカニズム等の構築」

といった課題に取り組む必要がある。加えて、国内石油需要減に直面する中で国際的な「総

合エネルギー企業」へと成長・変貌していくことも課題である。 

 

[製油所の生産性の抜本的向上]  

①設備最適化・高付加価値化（過剰精製能力解消、コンビナート統合運営、残油処理能力の

向上、石油化学製品等の得率向上等） 

・国内外の需給環境変化に合わせ、需要に見合った精製能力で設備稼働率を高く保ち、収益の

改善につなげることが必要になる。そのためには、過剰精製能力を削減して設備最適化を進

めることが、収益性回復による安定供給体制の維持に向けて不可欠である。 

・このとき、各社が個々の製油所の精製能力を少しずつ削減して生産効率を落とすのではなく、

コンビナート内外の製油所同士の統合運営による設備最適化も有意義であるが、これまで、

鹿島コンビナート、千葉コンビナート、水島コンビナート等の石油コンビナートにおいては、

製油所間、製油所・石油化学工場間で原料等の融通を図ることで、生産効率の向上に取り組

んできたところであり、製油所と石油化学工場との連携も有効である。 

・引き続き、同一コンビナート内や近隣地域などの単位で、通常の製油所と（常圧蒸留装置が

ないが）残油処理装置群や潤滑油・石油化学装置等で構成される事業所、さらには石油化学

工場も含めた組み合わせによる統合・一体運営など、様々な形での事業再編を進める必要が

ある。 

・投入する原油一単位あたりの輸送用燃料等白油製品や石油化学品の得率の高さは、製油所の

生産コストに大きな影響を与えるが、その得率は設備の「複雑性（Complexity）」に左右さ

れる。複雑性を示す１つの目安として、「残油処理装置9」の装備率（残油処理装置群の能力

／常圧蒸留装置の能力：精製過程で生じる残油から輸送用燃料等の白油を生産する能力）の

国際比較をすると、我が国は高水準にある。この点は、国際競争力の源泉として、今後も伸

ばすべき強みであるといえる。 

・また、ＦＣＣ（流動接触分解装置）から生産されるプロピレン得率の向上など、製油所での

燃料と石油化学品の需要に応じた柔軟な生産体制を構築する必要がある。そのため、今後も、

残油処理能力装備率の向上に加え、石油化学品等の高付加価値な副産物得率の向上につなが

る設備投資や稼動の改善、触媒等の技術開発等を通じ、精製プロセスで生じる残油を減少さ

せる「石油のノーブル・ユース」の推進が必要である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
9 ここで「残油処理装置」とは、残油流動接触分解装置、残油熱分解装置、残油水素化分解装置、重油直接脱

硫装置、溶剤脱れき装置、接触分解装置を指す。 



 

47 

 

【「残油処理装置装備率」の国際比較】 

 
（出所）資源エネルギー庁調べ。※ただし、上記のグラフ中、日本以外は「溶剤脱れき装置」を含まない数字。 

 

②稼動信頼性の向上 

・我が国の製油所群の設備稼働率は、世界的に見て低い水準にある10。そもそも高い設備稼働

率を保つには、設備の故障や予定外の補修等による設備停止期間を短縮すること、即ち、設

備の「稼働信頼性」11を高める必要である。しかし、我が国の製油所群の設備停止時間は、

韓国の製油所群やアジア太平洋地域の大規模輸出型製油所群と比較して長いと指摘12されて

おり、世界の中規模製油所グループ（１０万～２５万ＢＤ程度の規模）のうち最優良のグル

ープの水準が９７％程度である中、我が国の製油所群は９２．７％と低い水準にあると指摘

されている。 

・このため、我が国製油所群では保全コストを効率化しつつ、安定操業を支える設備保全を十

分に進める必要がある。なお、「稼働信頼性」と製油所運転年数には相関はなく、運転年数

の製油所でも高い「稼働信頼性」は維持可能であり、我が国の製油所にも改善の余地がある。 

     
（出所）「我が国石油精製業の競争力の国際比較・分析等に関する調査報告書」より 

 

③エネルギー効率の向上  

・我が国の製油所群の「操業コスト」の３分の２以上を占めるとされる「エネルギーコスト」

を縮減し、エネルギー効率を改善する必要がある。製油所におけるエネルギー消費量の多さ

もその要因として指摘されている中、大量の中間在庫の存在が加熱炉の運転を増やし、蒸気

生成用の燃料消費も悪影響を与えている可能性も指摘されており、コンビナート内でのユー

ティリティ設備の共有化等も含め、対策を推進すべきである。                  

                                                   
10 2012 事業年度の設備稼働率は、日本製油所平均 72.2%、韓国製油所平均 87.2%、アジア太平洋地域の大規

模輸出型製油所群平均 86.6%（出所：2013年度我が国石油精製業の競争力の国際比較・分析等に関する調

査報告書）。 
11１年間のうち、製油所の各装置がどれだけ稼働可能であったかを示す指標。例えば「稼動信頼性」が 90％で

あれば、１年間のうち、328.5日は稼働可能で、36.5日は稼働不可能な状態であったことを示す。 
12 諸外国の規制が我が国の規制よりも緩やかなために、諸外国の設備の停止時間が短いとの指摘があること

にも留意する必要がある。 
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[戦略的な原油調達] 

・燃料生産コストに占める原油価格の比率の高さに鑑みれば、製油所の生産性の向上のために

も、原油価格の「重軽格差」の動向や地政学リスクも加味した、（北米原油等も視野に入れ

た）戦略的な原油調達を官民協調で推進することや、製油所の装置構成に応じた原油のベス

トミックス（重質原油と、コンデンセートも含む軽質原油の最適な組み合わせ）を推進する

ことが必要である。また、中東危機等による輸入途絶事態に備えたＢＣＰとしても、地政学

的リスクも踏まえつつ原油調達を多角化させることが必要である。 

 

[公正・透明な価格決定メカニズム等の構築] 

・石油精製・元売会社は、卸売価格決定の際にスポット取引価格等を指標とした「市場連動方

式」を採用してきた。価格指標は健全な市場メカニズムを実現する公共性のある重要機能で

ある。スポット取引価格指標の信憑性への疑問、コストが適正に反映されないとの指摘、在

庫が低水準で推移している中でもスポット価格が上昇しないなど需給感応度が低いとの指

摘等を踏まえ、今後、公正で透明な価格指標を含むより適切な価格決定メカニズムが求めら

れる。 

・また、公正・透明な価格決定メカニズムの構築のほか、石油製品が製油所から出荷されてか

ら先の、物流網・販売網の最適化を、全国の安定供給体制の維持に留意しつつ進めることも

併せて必要である。 

 

[海外事業等の充実による国際的な「総合エネルギー企業」への成長・変貌] 

・日本の石油需要が今後減少を続ける見通しである中、我が国の石油精製・元売会社は、現状

のままであれば、国内石油製品市場のみで安定的な収益を得ることはますます困難になるも

のと想定される。このため、今後は、上流事業（石油・天然ガス・金属鉱物等の資源開発事

業）や海外における石油精製・石油化学事業等を更に充実させつつ、石油・電力・ガスとい

った既存のエネルギー業界の垣根を越えたアライアンスや事業再編を経て、国際競争力を有

する「総合エネルギー企業」へと成長していく戦略が必要である。 

・こうした今後の成長戦略に十分な経営資源を充てるためにも、上述のような、国内製油所の

過剰精製能力の削減や統合運営による設備最適化等を進め、国内石油製品市場において安定

した収益体制を確立することが不可欠である。 

 

(b)今後進めるべきこと  

上記で指摘した課題に対し、２０１４年６月に実施した産業競争力強化法第５０条に基づく

市場構造調査を踏まえ、７月の石油天然ガス小委員会中間報告書を受けて経済産業大臣が告示

した「エネルギー供給構造高度化法」（高度化法）の「平成２６年度以降の３年間についての
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原油等の有効な利用に関する石油精製業者の判断の基準」（以下、「第２次判断基準」）の運用

を含め、以下の方向性で取組を進めるべきである。 

 

[高度化法「第２次判断基準」の運用等を通じた事業再編・設備最適化の推進] 

① 高度化法「第２次判断基準」の概要 

・高度化法「第２次判断基準」は、原油市場等の事業環境が「第１次判断基準」の施行時点か

ら変化したこと等に対応しつつ、石油精製業者による「原油等の有効利用（＝原油一単位か

ら多くの白油製品を取り出すこと）」に向けた設備最適化を促進すべく、新たに定義した「残

油処理装置装備率」（常圧蒸留装置の能力に対する残油処理装置の能力の比率を指す）の向

上を、２０１７年３月３１日を最終目標達成期限として目指すものである（ただし、各社に

は、この最終目標達成期限を待たず、段階的な取組も含め、可及的速やかな目標達成に取り

組むことが求められている）。 

・２０１４年３月３１日時点での我が国全体の残油処理装置装備率は４５％程度であり、今後

の需要見通し等も踏まえ、２０１７年３月末までにこれを５０％程度まで向上させることを

目指し、起算時点（２０１４年３月３１日）における各社の残油処理装置装備率に従い、各

社に対して個別の改善率目標を課している（下表のとおり）13。 

  

（参考）「残油処理装置」の考え方 
「残油処理装置」とは、「常圧蒸留残油」又は「減圧蒸留残油」を処理し、これら「残油」から白油

を生産することに貢献する装置であり、具体的には、旧・判断基準で定義した①「重質油分解装置」（残

油流動接触分解装置（RFCC）、熱分解装置（コーカー等）、残油水素化分解装置（H-Oil））に、新たに

②重油直接脱硫装置（直脱）、③流動接触分解装置（FCC）、➃溶剤脱れき装置（SDA）を加えたもの。 

 

  
 

（参考） 高度化法「第２次判断基準」で求める改善率目標 
 2016年度までに求められている装備率の改善率 

2014年 3月 31日時点の装備率が 

55％以上の会社 
9％以上 

2014年 3月 31日時点の装備率が 

45％以上 55％未満の会社 
11％以上 

2014年 3月 31日時点の装備率が 

45％未満の会社 
13％以上 

 

・各社は、残油処理装置装備率の向上に向け、①残油処理装置の処理能力の増強（分子の増強）、

②常圧蒸留装置の処理能力の削減（分母の削減）、③これらの方法の組み合わせにより、各

                                                   
13 なお、各社がすべて常圧蒸留装置の能力削減で対応した場合、日本全体で現在の約 395万 BDの精製能力か

ら約 40 万 BDの能力が削減されるが、これは、今後の需要見通しに照らした国内需給ギャップに鑑み、適切な

水準であるといえる。 

 

残油処理装置装備率＝ 

    残油処理装置の能力    

 常圧蒸留装置（トッパー）の能力 
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社の成長戦略に沿った形で、設備の最適化を行うこととなる。このとき、「分子の増強」（残

油処理装置の新設・増設）については、「柔軟な生産体制」（石油製品・石油化学製品の生産

切替え体制など）の構築による、「原油等の有効利用」の実質的な改善効果及び石油の安定

供給への配慮を要件として新たに追加し、「分母の削減」（常圧蒸留装置の削減）については

公称能力の削減も認めるなど、製油所運営の現状に即した見直しが行われた。 

・また、高効率な石油精製設備等への集約・増強や非効率設備の廃棄等の事業再編を各社が自

らの判断で実施することが期待される。このため「第２次判断基準」には、①連携等による

設備能力の融通措置を認める、②事業再編等を進める場合必要に応じて本則に「準ずる措置」

を認める等、企業連携に対応する措置を導入した。 

・加えて、製油所等の石油コンビナートは立地地域の雇用を支え、その地域社会の中核的な存

在である。このため、製油所等の事業再編を通じた石油産業の構造改善は、各社が立地地域

における雇用や経済に十分配慮した計画のもとで進められるべきである。 

 
 

       
 

 

② 高度化法「第２次判断基準」の運用と、事業再編・設備最適化の進行状況 

・各社には、成長分野に経営資源をシフトし、安定供給体制をより強固なものとすべく、高度

化法「第２次判断基準」への段階的対応も含めた早期対応を２０１６年度末の最終期限を待

たずに進めることを含め、製油所等の国内石油分野の事業再編・設備最適化を強力に進める

ことが期待される。 

・２０１４年１０月末までに、各社は、目標達成のための具体的計画（原油等の有効利用目標

達成計画）として、「設備最適化（残油処理装置装備率の改善）の具体的計画」に加え、そ

の基盤となる「事業再編の方針」を経済産業大臣に提出しており、以降、資源エネルギー庁

は各社の具体的取組を概ね四半期ごとにフォローアップし、早急な対応を求めてきた。 

・その結果、２０１５年３月末に、出光興産と東燃ゼネラル石油がそれぞれ常圧蒸留装置の公

称能力を削減することにより、それぞれの残油処理装置の装備率を改善させた。さらに、５

月には、昭和シェル石油とコスモ石油は、四日市コンビナート地区における事業提携により、

２０１７年３月末にコスモ石油四日市製油所の常圧蒸留装置２基のうち１基を停止し、四日

市コンビナート地区における両製油所の稼動最適化を進めることを公表した。また、高度化

法の「第１次判断基準」への対応として、千葉コンビナート地区においても東燃ゼネラル石

油とコスモ石油が両社の千葉製油所を事業統合し、コスモ石油千葉製油所の常圧蒸留装置２

基のうち１基を停止し、千葉コンビナート地区における両製油所の統合運営・稼動最適化を

進めることを公表するなど、高度化法判断基準の運用成果が確認できる。 

・しかし、このような取組は見られるものの、高度化法「第２次判断基準」では、最終目標達

成期限である２０１７年３月末を待たずに早期の取組を求めているにも関わらず、未だ何ら

の取組も公表・実施していない企業も存在する状況であり、石油業界全体として、事業環境

を直視し、危機感をもった機敏な経営判断の下、国際競争力の強化に向けた設備最適化の段
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階的措置や事業再編につき、早期に意思決定がなされることが期待される。 

 

（参考１）残油処理装置装備率※1 

 2014年 3月 31日時点の

装備率※5 

2015年 6月 30日時点の

装備率※5 

ＪＸ日鉱日石エネルギー※2 46.2％ 46.2％ 

出光興産 51.5％ 53.5％※6 

コスモ石油 43.4％ 43.4％ 

昭和シェル石油※3 59.4％ 59.4％ 

東燃ゼネラル石油※4 35.9％ 36.5％※7 

富士石油 48.3％ 48.3％ 

太陽石油 24.6％ 24.6％ 

 ※1残油処理装置装備率＝残油処理装置の処理能力÷常圧蒸留装置の処理能力 

  ※2JX日鉱日石エネルギーには、鹿島石油、大阪国際石油精製を含む。 

  ※3昭和シェル石油には、東亜石油、昭和四日市石油、西部石油を含む。 

  ※4東燃ゼネラル石油には、旧・極東石油工業を含む。 

※5装備率は、小数点第 2位を四捨五入した数値。平成 26年 3月 31日時点の装備率の計算にあたっては、平成 22年に

定めた判断基準に対応するために実施した能力変更を含む。 

※6出光興産は、3月 31日付で千葉製油所の公称能力を 2.0万 BD削減したため、装備率が上昇。 

※7東燃ゼネラル石油は、3月 31日付で川崎工場の公称能力を 1.0万 BD 削減したため、装備率が上昇。 

 

（参考２） 京葉コンビナートと四日市コンビナートにおける製油所統合・提携構想 

 
 

 [設備の稼動信頼性（Reliability/Availability）向上に向けた設備保全対策の推進] 

・「稼働信頼性向上」に向けて、製油所内の保全・運転データの活用・解析等を通じたいわゆ

る「リスク・ベースド・メンテナンス」による保全コストの低減、長期連続運転の実現、

故障リスクの低減、設備稼働信頼性の向上等、根本的な対策を官民連携で検討・推進する

ことが必要である。今後、以下の課題14を踏まえ総合的な対策を官民連携で進めていくべき

である。 

 

①設備管理の課題（経営判断、検査技術の限界等） 

・各社は、自社製油所の設備全体のリスク・アセスメントを踏まえ、特にリスクの高い点に

集中的に保全費用を投入しつつ、効率的な管理に向けて検査・管理すべきポイント数を減

らすべく遊休配管撤去等の作業も進めつつ、設備保全を充実すべきである。そのために、

目先の運転継続を求めるあまり、中長期的な安定操業を支える適切な保全投資等が妨げら

れないよう、経営判断をしていく必要がある。 

・配管の「外面腐食」の発見に困難が伴う、劣化部位の寿命予測等の検査手法の信頼性が低

い、検査の際に用いる「足場」作りやアスベスト対策等で巨額の付帯費用が発生する等、

現行検査技術の限界が指摘されていることを踏まえ、製油所での検査・補修業務の進化に

必要な技術開発を官民連携で進めていくべきである。 
                                                   
14 資源エネルギー庁が 2012年 12月から 2013年 3月にかけて実施した、任意に抽出した５つの製油所への

実地調査（我が国製油所の事故の要因分析調査）を参照のこと。 
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②情報や先例の利活用の課題（製油所内データの活用、過去の事故の教訓の活用等） 

・日々の製油所操業の中で生まれるビッグデータ（運転・引継日誌の中の情報、ヒヤリハッ

ト情報、事故・トラブル情報等）は、事故・トラブルの予兆検知を目的に十分に解析・活

用されていない。そもそも、具体的なＩＴ活用手法（テキスト・マイニング等）が確立し

ておらず、その効果実証が必要であり、センサー系データとの組合せも中長期的課題とし

て技術開発等を進めていくことが求められる。 

・また、石油業界における事故・トラブルの情報共有体制についても、間接要因や背後要因

等まで分析された、十分なボリュームの情報が共有されないため、現場の実務に活かせな

いという声を踏まえ、石油連盟で進めている事故情報の共有システムについて不断の見直

しを進めるべきである。 

 

③人材育成システムの課題 

・今後は、「製油所の新設・立ち上げ」の経験がなく、装置起動（スタートアップ）や停止

（シャットダウン）の非定常状態での運転経験が少ない世代が製油所操業の中心を担うこ

とを前提として、各社は、過去の人材育成手法から発想を転換し、実機に近いプラント・

シミュレータの導入や、ＩＴを用いた業務支援ツールの導入等の先進技術による支援をさ

らに検討・推進すべきである。 

 

[高付加価値化や稼動信頼性向上等に向けた研究開発の推進] 

・エネルギー供給構造高度化法への対応で設備最適化や事業再編が進んだ後、さらに製油所

の収益力を強化するためには、①原油一単位あたりの高付加価値製品の得率の向上（いわ

ゆる「石油のノーブル・ユース」）による収入増、②設備を安定的に稼働させることによる

製品一単位あたりの固定費減、③操業コストの約７割を占めるエネルギーコストの低減に

よる製品一単位あたりの変動費減を追求しなければならない。さらには、④今後のアジア

諸国等での海外製油所事業を展開する上での「強み」を育てるという観点も踏まえ、重要

課題を絞り込んだ上で、官民協働で技術開発を進める必要がある。 

・こうした我が国製油所の抱える主な課題である「石油のノーブル・ユース」「稼働信頼性向

上」「エネルギー効率の向上」に重点を置き、若手・異分野研究者の育成・参入促進も視野

に入れ、基盤研究から実用化・実証に至るまで切れ目ない研究開発支援を推進すべきであ

る。 

・特に、エネルギー効率の向上に資する研究開発については、石油精製・元売会社のニーズ

を踏まえつつ、エンジニアリング事業者等の研究開発シーズへの支援も含めて推進するこ

とが必要である。さらに、石油産業の将来を担う人材を確保すべく、大学や企業の中央研

究所等の若手研究者を育成する環境を整備することが必要である。 

・これまで重点的に進めてきたペトロリオミクス技術の基盤技術開発事業については、将来

の革新的基盤技術となる可能性を踏まえ、これまでの研究成果を活かし、各社の経営戦略

や製造現場ニーズに合致した「小さな成果」「使える成果」を積み重ね、当該技術の有用性

を各事業者の中で浸透させていくことがまず必要である。 

 

[石油下流事業（輸入・精製・元売・販売）の国際展開の推進] 

・各社が今後、国内石油需要減の下で石油事業分野での成長を実現するためには、上流（資

源開発）、下流（アジアでの石油輸入・精製・元売・販売等）事業など新たな戦略が必要

となる。アジア全域で見れば石油供給能力の余剰が拡大する見込みもあるが、各国ごとに

その需給を分析すれば、その石油需給環境は異なるため、いわゆる「消費地精製主義」の

政策を進める国においては下流事業の成長が見込まれる。このため、ベトナムやインドネ

シアやミャンマーをはじめ、製油所の新設・増設ニーズや輸入・元売・販売事業への外資

参入機会の拡大が見込まれる国の石油・石油化学需給動向を把握し、これまで各社が燃料

輸出や潤滑油事業等で構築してきた事業基盤の厚みや特徴も考慮し、中下流事業への直接

投資を展開する対象エリアの早急な検討と意思決定が必要になる。既に出光興産はベトナ
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ムでの製油所新設を進めており、ＪＸ日鉱日石エネルギーもベトナム、インドネシアでの

製油所事業を検討するＭＯＵを相手国側と交わしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・下流事業への直接投資を進める上では、相手国の投資環境の整備等に向け、政府間協力を

進めていく必要がある。このとき、相手国における石油供給網の整備状況や政府機能等は

国ごとに異なるため、これから石油供給網が整備されていく段階にある国については、製

油所新設・増設等のプロジェクトごとの単発での参画にとどまらず、相手国側が製油所・

油槽所・ＳＳのネットワークや必要な規制のあり方も含めたシステムのデザインを進める

段階から官民一体で関与し、事業の実施段階においてもプロジェクト・ファイナンスの更

なる円滑化等を進めるような取組が必要である。たとえば、ミャンマーに対しては、経済

産業省は、２０１４年度に「エネルギー政策研修」を実施したほか、同国エネルギー省に

対し、同国での石油製品の輸入・貯蔵・流通・販売事業の合弁企業入札について、日本を

含む外資企業に広く門戸を開くよう要請を行うなどの働きかけを行なった。また、２０１

５年度は、同国との間で新たに「エネルギー政策対話」が創設される予定である。 

・今後も、２０１５年６月に資源エネルギー庁内に立ち上げた「インフラ輸出等を通じたエ

ネルギー産業の国際展開に係る協議会」や、今後のアジア諸国との間で予定される「エネ

ルギー政策対話」、ＪＯＧＭＥＣやＪＣＣＰ（国際石油交流センター）等による人材育成

プログラム等を通じ、相手国における投資環境や緊急時供給制度の設計・改善への協力を

含め、官民一体となって進めることが必要である。 

・また、資源を有する国への直接投資に際しては、上流部門に比して投資が滞りがちな中下

流部門への日本の石油精製・元売会社による参画を上流部門への参画にもつなげる一体的

な視点も必要であり、これらを総合的に、官民が協調して進める必要がある。 

 

[総合エネルギー企業への成長・変貌] 

・各社が国内石油事業だけで成長戦略を描くことは困難になる今後は、上流（資源開発）分

野や、前述のようなアジア諸国現地における中下流（石油精製・販売・石油化学）分野、

さらに電力システム改革で自由化の進む国内電力・ガス分野等を有する「総合エネルギー

企業」へと成長・変貌していく戦略が必要になる。 

・既に、今般の電力・ガスシステム改革による自由化の進展を睨み、電力会社やガス会社と

連携して発電事業を拡大する動きが活発化している。例えば、出光興産は、九州電力や東

京ガスと共同して、京葉地区における石炭火力発電所の建設の検討を進めるための「千葉

袖ヶ浦エナジー」を２０１５年５月に設立した。また、東燃ゼネラル石油は清水地区にお

ける天然ガス発電所の建設に向け、同年 1月に「計画段階環境配慮書」を経済産業大臣等

に提出した。また、各社は、太陽光発電、風力発電、地熱発電、バイオマス発電等の再生
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可能エネルギーによる発電事業や、バイオ燃料導入、水素ステーション事業等、新しい燃

料の導入にも取り組んでおり、新しい事業機会を追求している。 

・ここで重要なことは、各社が、電力・ガスシステム改革の進展を機に単なる「事業多角化」

を進めることではなく、石油・電力・ガスといった既存のエネルギー業界の垣根を越えた

アライアンスや事業再編を経て、国際競争力を有する「総合エネルギー企業」に変貌して

いくことである。 

・そもそも、こうした取組を進める投資体力を確保するためにも、各社にまず期待されるこ

とは、主たる事業分野である石油下流分野において「資本の壁」や「地理的な壁」を超え

た事業再編・設備最適化を加速することである。言うまでもなく、事業再編・設備最適化

は、各社が自らの判断で実施するものであるが、そうした取組が円滑に実施できるよう、

政府としても必要な環境整備を行うことが重要である。政府は、今後の各社の取組等を通

じた市場構造の変化を注視し、必要な措置を講じていくべきである。 

 

ⅱ）ＬＰガス産業（元売） 

(a)ＬＰガス産業（元売）の再編 

・ＬＰガス元売会社においては、コスモ石油株式会社、昭和シェル石油株式会社、住友商事

株式会社、東燃ゼネラル石油株式会社のＬＰガス事業を統合し、２０１５年４月に「ジク

シス株式会社」として、新会社が発足した。これにより、日本のＬＰガス元売事業は、大

手３社で、輸入量の約８割のシェアとなる。今後、各社の事業の効率化、海外市場への取

組強化やＬＰガス産出国に対する購買力強化、調達先国の多角化の推進等を促すべきであ

る。 

・また、先般発表されたＥＮＥＯＳグローブ株式会社とアストモスエネルギー株式会社との

間において、広範囲な業務提携に向けた検討を開始するなどの動きなど、更なるＬＰガス

元売会社の共同調達や再編・連携等の動きにより、さらに交渉力が増大することが期待さ

れる。 

 

(b)ＬＰガス関係機器の海外展開  

・東南アジアを中心とした新興国において日本のＬＰガス機器メーカーの製品に対する評価

が高まっており、実際にそうした国々での機器の普及もすすんでいる。機器の輸出のみな

らず、日本企業によるＬＰガス供給サービス事業の海外展開にまで拡げていくという視点

も重要である。こうした海外のＬＰガス取引の供給構造や、取引の実態について調査を行

うことで、日本のＬＰガス産業の国際展開を促すことが必要である。 

 

（２）地域の生活・経済を支える事業の維持・強化 

ⅰ）石油販売業 

(a)石油販売業を巡る現状 

・全国のＳＳ数は平成６年度をピーク（６０，４２１ヶ所）にその後減少傾向で推移してい

る（平成２６年度末で３３、５１０ヶ所）。ガソリン販売量は、少子高齢化や自動車の燃費

向上等といった構造的な要因により、今後も減少傾向（年率２．４%減）が続くと見込まれ

る。ガソリンの小売価格内訳は、現在では原油コストが約４割、揮発油税等の税額分が約

４割と２つの要素で８割以上（軽油では約８割、灯油では約７．５割）を占め、その他の

限られたマージンの中で石油精製・元売業と石油販売業が利益を分け合う構造である。 

・引き続き国内需要減の見込まれる厳しい市場環境下で、安定供給に重要な役割を担う石油

業界が事業を継続していくためには、単に販売量の拡大を目指して価格競争を行うのでは

なく、健全な競争の枠組みの下で、多様なビジネスモデルが競い合いつつ、適正なマージ

ンを確保し、必要な再投資を行うことが求められている。 

 

(b)地域コミュニティを支えつつ安定供給の役割を担う石油販売業の対応の方向性 



 

55 

 

・地域コミュニティを支える燃料安定供給の役割を担うＳＳが事業を継続していく上で、事

業者各々の現状認識や将来展望を踏まえ、主体的な経営判断により、適正なマージンを確

保するための様々な取組を行うことが求められる。ＳＳ関連設備や配送の高度化・合理化

や事業承継などによる石油製品販売のビジネスモデルの見直し、石油製品以外のサービス

の提供等を通じてＳＳの経営力強化を促すために、政府としても、先行して見られる対応

の事例等を収集・分析し、ＳＳの規模や立地等の相違など経営実態に応じた対策を関係者

と共に検討することが有効である。 

・ＳＳの機能は、エネルギーの安定供給の観点のみならず、地域コミュニティにとっても不

可欠なインフラである。地方創生における取組の一つである「小さな拠点の形成」におい

ても、安定的な石油製品の供給システムは、地域で暮らしていける生活サービスの維持・

確保のために必要な機能として位置づけられている。ＳＳの経営基盤強化を支援していく

にあたっては、地域政策を担当する省庁や、自治体、事業者とも連携を図りながら多様な

支援を検討・実施していく必要がある。 

 

(c)ＳＳ過疎問題への対応と離島への支援 

・また、ＳＳの減少が著しい地域では、自動車のガソリンや農業機械の軽油などの給油や、

高齢者への冬場の灯油配送などに支障を来すといった、いわゆる「ＳＳ過疎問題」が顕在

化しているケースがある。石油精製・元売会社（以下、元売）、石油販売業者及び国は徹底

したＳＳ運営合理化や政策支援により、地域における石油製品の安定供給に係る要請に応

えていくことが必要である。 

・ＳＳ過疎地において各地域の実情に応じた供給体制を構築するため、資源エネルギー庁が

２０１１年度から２０１３年度にかけて実証事業を実施した結果、日用品の販売・配送と

ＳＳとの複合拠点化、給油タンクのダウンサイジング等の取組の方向性とともに、自治体

と地域住民による地域ぐるみでのＳＳ存続に向けた取組が不可欠であることが明らかにな

った。 

・これらを踏まえ、２０１４年度から過疎法に基づく市町村計画に石油製品の安定供給確保

策を位置づけるなど石油販売業者と地方公共団体が連携したと認められる場合に、ＳＳの

地下タンクの入替や需要動向に応じた簡易計量機の設置補助割合を拡大した。これは、従

来の国のみによるＳＳに対する支援という枠組ではなく、地方公共団体も参画した上で、

地域に必要と判断されたＳＳの機能維持を国が支援するという枠組への転換である。２０

１４年度には、青森県五戸町、広島県北広島町、和歌山県新宮市の策定した過疎地域自立

促進計画には、当該地域における燃料の安定供給を図るためのＳＳの整備・維持が位置づ

けられ、これらの地域のＳＳに対して、資源エネルギー庁により、補助率を引き上げた形

で支援を実施された。 

・加えて、自治体・地域住民等による主体的な取り組みを後押し出来るよう、国、石油元売

会社、石油連盟、石油商業組合など業界団体等により、本年３月にＳＳ過疎地対策協議会

が設置された。同協議会の枠組みのもと、自治体・地域住民による地域コミュニティに必

要な燃料供給機能確保のための取組を働きかけ、多様な地域の実情に応じたオーダーメイ

ド型の対策をコーディネートし、実践を促していくことが有効である。 

・また、ＳＳ過疎地におけるＳＳの運営コストの低減に向けて、技術による課題解決や新し

いオペレーション等の可能性を検討していくことが重要である。地域特性に応じた効率的

な給油取扱所の運用形態が模索されていることを踏まえ、消防庁においても、地域特性を

踏まえ、併設する店舗等から来客時のみ危険物取扱者である従業者が駆け付けて給油を行

う形態の安全確保策に関して検討が行われている。また、資源エネルギー庁においてもＳ

Ｓ運営コストの低減に資する技術開発等の実証を支援していくべきである。 

・ＳＳ過疎地においてＳＳによる燃料安定供給の機能を維持していくためには、その必要性

を関係者が共有し、地域コミュニティに必要な燃料供給機能の維持を、地域コミュニティ

のコミットのもとで、多様な地域の現場のニーズに合致した方策で実践していくことが不

可欠である。政府としても、そうした地域政策を担当する省庁や事業者とも連携を図りな
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がら、地域の関係者のコミットメントを慫慂しつつ、地域における石油製品の安定供給に

貢献する意識と意欲のあるＳＳの経営基盤強化を支援していくことが必要である。 

・また、離島においては、石油製品の流通コストが本土より割高であることから、その差額

相当の補助が行われている。離島の流通コストの実態に即した補助となるよう補助単価の

見直しを検討すべきとの２０１４年度の会計検査院の指摘を踏まえ、資源エネルギー庁に

より流通コストについて調査が行われた。これらの経緯を踏まえ、今後、離島の実態に合

わせて適切な見直しが図られていくべきである。 

 

(d)災害時の燃料安定供給の担い手たる中小石油販売業者による官公需受注機会拡大のため

の配慮 

・前述のとおり、自治体と災害協定を締結した石油組合に属する中小石油販売業者は、災害

時に消防や自治体が所有する車両への優先給油や上・下水道等の重要施設に対し燃料の供

給を行うなど、地域における石油製品の安定供給に重要な役割を担っている。石油製品の

国内需要の減少が見込まれる中で、災害時に石油製品の安定供給を支える役割を果たす意

識と意欲のある、こうした中小石油販売業者の事業の継続のための措置が講じられるべき

である。このため、これまでの官公需法に基づく「中小企業者に関する国等の契約の方針」

においても、災害時の継続的な供給体制を、協定等を通じて構築しようとする際には、必

要に応じ、官公需適格組合を含む地域の中小企業・小規模事業者の積極的な活用に努める

こととされていた。 

・今般、経済の好循環を全国に波及させるため、官公需法が改正され、地域の中小企業を官

公需により支援するための取組が拡大されるに際して、同法律に基づく「国等の契約の基

本方針」において、石油の供給網の強靭化の観点から、災害時の燃料供給の役割を担う地

域の中小石油販売業者の官公需の受注機会を適切に確保することが重要であるため、災害

協定を締結した地域の中小石油販売業者への配慮措置を明記することを検討すべきである。

さらに、国のみならず地方公共団体においても、石油の供給網の強靭化に資する前述の取

組が拡がるよう、地方公共団体における取組状況についてフォローアップを実施する必要

がある。 

 

(e)新たな課題への対応 

・ＰＭ２．５の原因物質である揮発性有機化合物（ＶＯＣ）について、石油販売業を含む燃

料小売業による排出量は減少しておらず全体の排出割合の約 15%を占めている。中央環境

審議会自動車排出ガス専門委員会（２０１５年２月）においても、給油時の燃料蒸発ガス

対策及び、荷卸し時の燃料蒸発ガス対策を推進すべき旨が指摘されている。ＶＯＣの排出

抑制は、大気汚染への対応及び、ＳＳ経営の持続性確保の観点から、ＶＯＣ排出の実態把

握や、対策の費用対効果の検証等を含め、石油販売業の実態を踏まえた対応を検討する必

要がある。 

 

ⅱ）ＬＰガス 販売業 

(a)ガスシステム改革を受けた対応 

・ガスシステム改革により都市ガス小売事業が自由化される中で、ＬＰガス販売業者につい

ては、地域に密着した事業で培った信用を活かし、これまで以上に魅力的なサービス等を

提案することにより、利用者から選択されるとともに、地域経済の活性化に貢献していく

ことが期待される。 

・ＬＰガスは、日本全国で約２４００万世帯が利用しており、その供給網は、中山間地域を

含め全国にサプライチェーンが拡がっている。こうしたインフラを活用し、それぞれの地

域のニーズに応じたビジネス展開が重要である。例えば、ＬＰガスの集中監視システムを

活用した高齢者見守りサービスや介護等の地域に密着した事業を行うなど、多様な生活サ

ービスをパッケージ化し、地域の暮らしを支える「総合生活インフラ産業」を目指すこと

が望まれる。また、FRP 容器等の新しい機器を利用したサービスも見込まれる。 
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・こうしたことを踏まえ、昨月成立したガス事業法の改正に伴い予定されている様々な制度

設計についての検討の場なども利用して、実現に向けた環境整備が行われる必要がある。 

・また、大手ＬＰガス販売業者の中には再生可能エネルギー等による発電事業や家庭向け電

力のセット販売、都市ガス分野への参入など地域に密着した総合的なエネルギー供給主体

になることに向けた動きも見られる。 

・更に、ＬＰガス販売業者の中には、産業競争力強化法に基づく事業再編計画の認定を受け、

重複事業の排除、意思決定プロセスの明確化等による、経営資源の最適配置、生産性の向

上等を目的とした取組を行う事業者も見られていることを踏まえ、引き続き流通構造の改

善や事業者の経営基盤の強化を促すべきである。 

 

(b)保安規制・制度の見直し 

・保安に関しても、ＬＰガス販売事業は、ガス事業法における簡易ガス事業など一定の類似

性を有しているものもあるが、保安規制の面において様々な相違点が存在する。そこで、

本年６月に産業構造審議会保安分科会液化石油ガス小委員会・ガス安全小委員会をそれぞ

れ開催し、液石法やガス事業法における保安規制のうち、「技術的に同じ評価が可能なもの

に関しては、可能な限り整合化を図ることが重要」との指摘がなされた。今後、運用実態

上の課題等について把握するとともに、規制・制度間の整合化に取り組むことを予定して

いる。 

 

（３）公正かつ透明な市場形成  

  ⅰ）石油製品 

(a)系列取引・非系列取引の現状及び課題 

・ガソリン等の石油製品は差別化が容易ではなく、競争が価格に集中する傾向がある一方、

元売からの流通ルートは系列向けと非系列向けの二種類があり、両者の卸価格には格差が

ある中で、卸価格の格差が系列ＳＳの価格競争力を阻害する水準になってきていること、

また、元売から系列ＳＳに対して提示される卸価格や販売関連コストに関する算出根拠が

不透明なこと等に対して改善を求める声がある。更に近年、元売販売子会社の市場シェア

が増えている他、他業種からの参入が見られるなど、系列内外の競争もより一層厳しくな

っているとの指摘もある。利益を度外視した過度の安売り競争に陥ることなく、より公正

な取引構造を実現するには、取引における流通の実態や価格についての透明性の向上など

を通じることが有効であり、元売と販売業者は連携・協力して取り組む必要がある。また、

その前提として事業者が消費者に対し石油製品に課される税等の正確な情報を伝えること

も重要である。 

・国内販売において従来大宗を占めていた一般特約店でのガソリン販売は、２０１３年度に

は６０％を切る水準まで低下する一方、元売販売子会社ＳＳでの販売は、約２２％に、商

社における販売も、約１４％に増加している。 

・元売系列ＳＳからは系列取引と非系列取引における卸価格の格差が、経営を圧迫している

との声が強まっている中で、公正取引委員会は、流通実態の調査を実施し、２０１３年７

月に「ガソリンの取引に関する調査報告書」を公表した。 

・同報告書において公正取引委員会は、元売各社の系列特約店に対する対応として、仕切価

格や販売関連コストに関する算出根拠が不透明なことや、元売各社が系列特約店による業

転玉の取扱いを一律に制限・禁止していること等を指摘し、これらの行為は公正な競争環

境を整備する観点からみて不適切であると結論づけた。 

・系列取引が元売と販売業者との継続的な契約関係で成り立つ一方で、非系列取引の卸価格

には需給状況が反映されやすく配送費や販売関連コストが含まれないことにより、非系列

取引の卸価格は系列取引の卸価格よりも低水準で推移することが多い。 

・この点も踏まえつつ、資源エネルギー庁は非系列取引の流通実態を把握するため、２０１

３年７月から、元売各社に対するヒアリングを四半期毎に実施している。全体として系列・
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非系列の仕切価格差は２０１３年半ば以降拡大した（２０１３年６月時点３．７円/L→２

０１３年９月時点４．９円/L）が、その後２０１４年半ばまで縮小傾向が続き（２０１４

年６月時点で２．８円/L）、その後も約３円前後の水準で推移している（２０１５年３月時

点で３．２円/L）。また、非系列出荷量の割合も漸減傾向であることを確認している。 

・系列と非系列の価格差が系列特約店による不公平感や不満の原因となる傾向が強いだけに、

元売各社には、系列特約店との取引に関して、系列特約店が安価な業転玉を取り扱ったこ

とを理由に、直ちに、また、一方的に、系列特約店に対して取引の停止、卸価格の引き上

げ等の独占禁止法に違反する疑いのある行為を行わないことなど、より公正な取引を行う

ことが求められる。 

 

(b)石油製品流通証明書の導入 

・また、石油製品は元売から数次にわたる取引を経て最終的にＳＳで消費者に販売されると

いう流通形態であることから、個々の取引で完結し、これまでは流通全体を確認するため

の手段はなかった。しかしながら、系列特約店による不公平感や不満のもう１つの要因で

ある取引の不透明性の改善に向けて、政府は元売と石油販売業者に対して石油製品流通証

明書の導入を検討するよう求めた。公正取引委員会が、系列元売が出荷したものであるこ

とが石油製品流通証明書により確認できれば商社等を経由したものであっても販売経路の

如何を問わず系列玉と同等の取扱いをするよう要請し、元売各社は基本的にこの要請を受

け入れたことも踏まえ、石油業界の自主的取組として２０１４年４月に本格的な導入が開

始された。 

・この証明書によりＳＳが自社の購入するガソリンの出所を正確に把握し、また、元売も自

社のガソリンの最終届け先の把握に努めることで非系列取引の透明性の向上を図ることが

可能となる。実際に、この証明書により、元売の自社ガソリンの出荷量のうち（輸出を除

く）、２０１５年３月時点で約９４%の最終届け先が把握されていることとなり、一定の進

展が見られている。石油製品流通証明書の普及状況のフォローアップと地域におけるガソ

リン流通の実態把握を実施し、関係者において、普及の状況やその効果について検証する

とともに、その結果を踏まえながら必要な対応を実施すべきである。 

 

(c)品質確保法における品質維持計画制度（軽減認定制度）の見直しについて 

・「揮発油等の品質の確保等に関する法律（以下、品確法）」には、「元売からのガソリンの流

通経路が一定」であり、「流通経路において途中で品質の変更が加えられない」という要件

を満たすと国が認定した場合、元売において品質が確保されているため、ＳＳにおける１０

日に１回の品質分析義務を年１回に軽減する制度がある。２０１４年１月に公正取引委員会

は元売各社に対し、自らが出荷した自社のガソリンは、販売経路のいかんを問わず、系列玉

と同様の扱いとする旨の要請を行ったが、当時の品確法の制度上は、元売及び系列特約店以

外から系列特約店が購入するガソリンは、自社が出荷したとしても流通経路は一定でないこ

とから、軽減認定が認められないこととなっていた。 

・従って、従前の制度のままでは、石油製品流通証明書による確認などを通じて、系列玉と同

様の扱いとすることとされたものについて軽減認定制度が適用されないこととなり、公正取

引委員会の要請に照らして合理的でないため、従来の要件が見直された。具体的には、石油

製品流通証明書の活用等で自社のガソリンであること等の確認ができることにより、主たる

流通経路（確定した流通経路）に係る全ての者が品質に責任を持つ場合には揮発油の品質が

確保されることが確実であることから、こうした場合についても分析頻度の軽減を認めるこ

とされ、２０１５年６月１５日に施行された。この結果、元売及び系列特約店以外の経路で

販売業者がガソリンを購入しても、石油製品流通証明書により当該元売自らが出荷したもの

であるとの確認が可能である等の場合について、新たに認定の対象に加えられることとなっ

た。 

 

(d)仕切価格決定方式のあり方 



 

59 

 

・元売は、２００８年１０月以降に仕切価格決定方式を市場連動方式に変更したが、２０１３

年には市場連動方式に仕切価格決定の際の実質的な指標となっていたスポット価格が原油

価格の上昇分を十分に反映しなかったことから、スポット価格の指標価格としての適性にか

かる疑念も呈されるようになり、２０１４年春に仕切価格決定方式を見直した。  

・具体的には、市場連動方式の仕切価格決定方式との考え方を維持しつつ、国内スポット価格

のみではなく、国内小売価格、海外製品価格、原油価格等様々な指標の変動を参照する方式

への見直しを行った。その後、２０１４年夏にかけての原油価格の上昇とそれ以降の下落、

２０１５年１月の原油価格の下げ止まりといった市場環境の変化があった。このような中で

仕切価格決定方式に関して、元売各社と特約店・販売業者との間での認識の共有、仕切価格

の予見可能性の確保（事後的な調整が原則として行われないような基準価格の設定・運用な

ど）が、引き続き求められる。 

・さらには、２０１４年度には、証券監督者国際機構（ＩＯＳＣＯ）による「石油価格報告機

関に関する原則」に基づく監査を、我が国の石油価格報告機関に対して初めて実施した。今

後も、ＩＯＳＣＯ原則の遵守等を通じて価格報告機関の調査手法の信頼性を確保するととも

に、商品先物市場の活性化等の方法を検討するなど、石油製品価格決定メカニズムの透明

化・適正化を進めていくことが重要である。 

 

(e)元売と石油販売業者の連携・協力  

・以上のような公正・透明な市場の確立に向けた課題への対応は、元売と販売業者が連携・協

力して取り組むことが不可欠である。公正な競争の確保など、ガソリン流通に係る石油業界

の諸課題について元売とＳＳ業界が協議を行う場が 2014年 4月に設けられ、継続して開催

されているが、このような枠組みを含め、関係者がコミュニケーションを密にし、継続的な

取組を行うことが求められる。 

 

ⅱ）ＬＰガス 

(a)ＬＰガス販売の現状及び課題 

 ・ＬＰガスの料金については、経営の合理化の遅れや、集合住宅等におけるＬＰガス販売業者

の選択肢の少なさ、需要家の分散による配送コストの高さなどによって需要家から見た小売

価格高止まり感の一因となっている。また、家庭部門のＬＰガス消費者末端価格については

地域毎の販売・配送事情による分散型エネルギー特有のコスト構造による地域間の格差があ

る。さらに、前述のとおりＬＰガスの国際指標が大幅に下落するなか、国内の小売価格への

反映については、企業によって反映される時間に大きな差はあるが、輸入価格が十分に反映

されていないとの指摘も多い。資源エネルギー庁委託事業である石油ガス価格調査によると、

卸売価格については、２０１４年２月に３５１９円と最高値を付けたが、その後の輸入価格

の下落を受け本年４月は２６０８円まで下落。一方小売価格は、２０１４年８月に８０３９

円と過去最高値を付けたが、本年６月は、７８４３円となっており、下落幅は極めて小さい。

前述の通り、個々の企業による取組内容に大きな幅があり、平均の数字以上に価格を引き下

げている企業もあるが料金体系を公表している事例も少なく、多くのケースでは、小売価格

は高止まりしている。これではＬＰガスが消費者に選択されず、ＬＰガス業界の将来にとっ

て死活問題になりかねず、災害時に強いＬＰガスが選択されなければ、我が国全体のセキュ

リティにも影響を及ぼしかねない。 

 

(b)ＬＰガス販売価格の透明性の向上 

・こうした課題を踏まえ、消費者理解の獲得のために、ＬＰガス業界は透明性向上の観点か

ら、業界ガイドラインである「ＬＰガス販売指針」を改定し、液石法に基づく契約時の料

金表の交付義務や、特商法に基づく不実勧誘の禁止等の法規制の遵守の一層の徹底が図ら

れている。また、今般の電力・ガスシステム改正により、完全自由化後の電気・ガス小売

事業に義務付けられる予定の消費者保護施策と同様の措置（①消費者からの苦情・相談対
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応、②勧誘する際の説明・書面交付、③契約時の説明・書面交付等）の実施を、電力・ガ

ス小売事業に先駆けて全国の事業者に求めるとともに、その周知・徹底を図っている。 

・また、各都道府県ＬＰガス協会のホームページにおいて、地域のＬＰガス販売業者の情報

の集約化や資源エネルギー庁委託調査事業である石油ガス価格調査による地域の平均販売

価格の表示、各地域の販売店情報の集約化・公表を進めている。 

・しかしながら、これら取り組みも、早急に、かつ、広範に実施しなければ消費者理解の獲

得が難しくなる。「ＬＰガス販売指針」のホームページでの公表、更なる情報の集約化・

公表やベストプラクティスの横展開、充填所の集約化等の供給構造の改善、料金設定の考

え方を含めた料金の透明性の確保・向上を早急に行うよう政府が強く促していくとともに、

こうした動きについてしっかりとフォローアップすることが求められる。 

 
【ＬＰガスの輸入・卸・小売価格の推移（再掲）】         【ＬＰガスの価格構成】 

 

 
 

  

※各流通段階の利益を含む 
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第二章 石炭政策 

１．エネルギー需給構造の状況変化 

ⅰ）石炭市場の動向 

・世界の石炭需給の構造はこの１０年の間に大きく変化している。中国、インドは経済発展に

伴う電力や鉄鋼の需要の増大等により、石炭消費量が１０年前の約２倍の水準に達しており、

現在、両国で世界全体の石炭消費量の半分を占める。 

・また、米国においてはシェール革命等に伴い国内の老朽石炭火力の多くを安い国産の天然ガ

スを使ったガス火力が代替する一方で、米国内で過剰となった石炭の多くが電力自由化によ

り安価なエネルギー源を求める欧州に輸出され、欧州の石炭火力の比率増大の一因となって

いる。 

 

・中国、インドの消費量の増大に伴い、この間における輸入量も増加しており、ともに純輸入

国に転じている。一般炭については、１０年前に世界最大の石炭輸入国であった日本の位置

づけは、現在は中国、インドに次ぐ第３位となっている。また、こうした中国、インド等の

輸入の増大と、需要増に伴うインドネシア等からの輸出の増大により、全体の貿易量も２０

０３年から２０１３年にかけて約２倍の規模に拡大している。 

 
 

2003年 2010年 2013年推計

輸入国
輸入量
（百万㌧）

輸入国
輸入量
（百万㌧）

輸入国
輸入量
（百万㌧）

1日本 110.7 1中国 137.2 1中国 250.1

2韓国 53.1 2日本 129.0 2インド 142.2

3台湾 49.4 3韓国 90.4 3日本 141.8

4ドイツ 29.2 4インド 81.3 4韓国 95.5

5英国 25.４ 5台湾 57.6 5台湾 61.5

石炭(一般炭)貿易における日本の位置づけ
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・一方、石炭価格は、２０００年代初頭では低価格で推移していたところ、２００３年以降の世

界的な需要の増加に供給が追いつかなかったことから、一般炭、原料炭とも価格が急上昇した。

さらに、２００７年から２００８年にかけては、豪州における異常気象に伴う一時的な供給途

絶等により価格は急騰した。この際、豪州一般炭のスポット価格は２０００年代初頭の５，６

倍の水準にまで達した。 

・その後、価格急騰の反動と、世界同時不況による需要の落ち込みにより価格は急落した。２０

０９年から２０１１年にかけては再度、上昇する傾向にあったが、最近では、中国における需

要の伸びの低下、欧州経済の停滞、米国からの輸出増加、豪州における生産、輸出能力の増加

等により、石炭市場は欧州、アジア共に供給過剰の状況が続き、価格は大幅に低下している。

直近でも価格低迷は続いており、豪州一般炭の価格は２００８年の価格高騰期の３分の１の水

準にまで落ち込んでいる。 

 

 
 

・中長期的な石炭需給の動向をみた場合、原料炭の増加は伸び悩むものの、一般炭の需要はア

ジアを中心とした非ＯＥＣＤ国において今後も増加し、これに伴って価格も緩やかに上昇し

ていくものとみられている。ＩＥＡによれば、世界の一般炭需要は、２０４０年にかけて１．

２倍に拡大し、石炭価格は１．３～１．４倍程度になるとも予想されている。 

・また、一般炭、原料炭ともに、近年の石炭価格低迷等の影響もあり、高コストの高品位鉱山

の閉山や、新規優良プロジェクトの減少の傾向がみられ、将来的には、従来、日本ユーザー

が使用している高品位炭の供給量が減少し、需給がタイトになっていくことが懸念される。 

 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

RB FOB（南ア・リチャードベイ港出し）

NEWC FOB（豪州ニューカッスル港出し） 59.5＄/㌧（2015年3月:RB_FOB）

194.8＄/㌧（2008年7月:NEWC_FOB）

59.7＄/㌧（2015年5月:NEWC_FOB）

一般炭スポット（ＦＯＢ）価格の推移

出典：Global Coalホームページ 等より作成

(＄/㌧)

175.8＄/㌧（2008年7月:RB_FOB）
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 ⅱ）国内における石炭利用の位置付け 

・石炭は、平成２６年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画において、「安定供給性や経

済性に優れたベースロード電源の燃料」と評価され、「高効率石炭火力発電の有効利用等に

より環境負荷を低減しつつ活用」するものと位置付けられた。 

・同計画を踏まえ、総合資源エネルギー調査会に設置された長期エネルギー需給見通し小委員

会は、平成２７年６月に２０３０年度のエネルギー需給構造を見通した「長期エネルギー需

給見通し」（エネルギーミックス）の案を策定した。この中で示されたエネルギーミックス

の基本方針は、３Ｅ＋Ｓ（安全性、安定供給、経済効率性、環境適合）を同時達成しつつ、

バランスの取れた構成とするというものであり、石炭は、一次エネルギー全体の約２５％（２

０１３年度２５％）を占め、電源構成においても２０３０年の電源構成の約２６％（震災前

１０年平均２４％）を占めることとされた。 

・同時に、エネルギーミックスでは、平成２７年１２月にＣＯＰ２１を控える中で、欧米に遜

色のない温室効果ガス削減目標を掲げ世界をリードすることに資するものを示すことを目

指すとされており、ＣＯ２排出を抑制する観点から、火力発電の分野においても、石炭火力、

LNG 火力の高効率化を進めつつ、環境負荷の低減と両立しながら活用していくという方針が

示された。 

・同じく、日本の約束草案（政府原案）における２０３０年度の２０１３年度比２６％の温室

効果ガス削減目標の積み上げの基礎となった対策として、再生可能エネルギーの導入促進、

安全性の確認された原子力発電の活用とあわせ、火力発電の高効率化が位置付けられている。 

原料炭純輸出入量の中長期見通し
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・その一方で、大規模石炭火力と比較して効率性の低い小型の石炭火力の計画も存在している。

こうした動きは火力発電の高効率化を促進する上で懸念材料となっている。 

 

 ⅲ）国外における石炭火力の利用の動向 

・東南アジア等の新興国では、今後、２０年間でエネルギー需要が８割増加すると見込まれて

おり、エネルギーアクセスの改善や、経済発展に伴う電力需要の増大への対応のため、エネ

ルギー分野のインフラ整備が急務となっている。 

・こうした新興国では、エネルギーセキュリティの確保や、経済性に優れた電源の必要性から、

石炭火力に頼らざるを得ない国が多く存在する。例えば、インドネシアにおいては経済成長

に伴い急増する電力需要を満たすため、２０１５年から２０１９年の５年間で３５ＧＷの新

規電源の開発を行う計画を発表しており、同計画では導入される電源の過半数が石炭火力の

予定である。 

・こうした実情を踏まえ、新興国における石炭火力の活用とＣＯ２排出抑制による環境負荷の

低減を両立させるため、新興国における石炭火力の高効率化の促進が重要な課題となってい

る。ＩＥＡによれば15、現在、世界で建設されている石炭火力の約半数は効率の低い亜臨界

圧技術によるものであるが、仮に世界の石炭火力発電所の全てが、現在の最新の石炭火力発

電技術である超々臨界圧発電（ＵＳＣ）レベルとなれば、２０４０年時点の世界の石炭起源

のＣＯ２は現状と比較し約２割削減されると試算される。 

 

 
 

                                                   
15 IEA「World Enegy Outlook2014」 

2030年の電源構成 温室効果ガスの長期削減目標

エネルギー起源CO2

21.9％

その他温室効果ガス
1.5％

吸収源対策
2.6％
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うち、エネルギー転換部門は約3割減
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・ＵＳＣをはじめとする我が国の石炭火力の技術は世界でも最高水準の効率を達成しており、

我が国技術を新興国に普及展開することにより、世界の気候変動対策への貢献が期待される。 

・その一方で、米国や英国などの一部の国は、限られた公的資金を石炭火力のような高炭素部

門に用いるべきではないとして、ＣＣＳ（二酸化炭素回収・貯留）付でない海外の新設石炭

火力に対する輸出金融などの公的金融支援の制限を各国に呼びかけているところである。こ

れを受け、ＯＥＣＤの輸出信用会合においては、輸出信用による気候変動対策への貢献とい

う観点から、石炭火力に対する輸出信用の在り方について議論が行われている。 

 

２．安価で安定的な供給の確保 

（１）調達先国の多角化等の検討  

ⅰ）調達先国の多角化 

・電力用の一般炭は、現在、豪州・インドネシアからの輸入を中心に安定的に供給が行われて

いる。他方、インドネシアでは電力需要の増大に伴い、国内の石炭需要が増加している。ま

た、資源ナショナリズムの高まりも背景に、国内供給義務や石炭価格統制等の輸出を抑制す

る政策も導入されており、今後輸出量は大幅に減少する見込みである。現在でも、豪州から

の一般炭の輸入量は７３．９％（２０１４年）と高い水準にあるが、インドネシアからの輸

入量が減少すれば、豪州への依存度は更に高まることとなる。 

・鉄鋼用の原料炭についても、我が国ユーザーは豪州からの輸入を中心に安定的に調達を行っ

ているところ、豪州への依存度は足下でも７割を超えており、今後、さらに依存度が高まっ

ていく可能性がある。 

・豪州は、高品位炭の埋蔵量、輸送距離、インフラ整備の状況や政策の動向など、いずれの要

素からみても、引き続き、我が国にとって最も安定的な最大の供給国として位置付けられる

と言える。他方で、最近では、グレートバリアリーフを世界危機遺産に登録すべきかどうか

との議論も持ち上がり、主に原料炭の輸出に使われている港湾の利用に影響するリスクが浮

上するなど、環境対応に係るリスクも存在している。危機遺産登録の件は見送られたものの、

引き続き環境対応に関する動きには注視が必要である。 

・こうした点も踏まえ、今後も豪州からの安定供給確保を基本としつつも、一般炭では、引き

続きインドネシアからの安定供給を確保するとともに、北米、ロシア、コロンビアなど、ま

た、原料炭では、北米、ロシア、モザンビーク、モンゴルなど、将来的な調達先国の一定程

度の多角化の可能性についても検討を進めることが重要である。 

 

ⅱ）一般炭の調達コスト削減に向けた取組 

・ここ数年、石炭価格は低迷しているものの、電力各社は増加傾向にある火力発電のコストを

抑制する観点から、調達コストの低減を見据えた取組を進めている。具体的には、石炭輸送

への専用船の導入、受入港湾の大型化、共同調達等によるバーゲニングパワーの改善や、長

期固定価格による契約から市況連動価格による調達への切り替え、スポット契約の割合増加

などの取組が行われている。 

・また、マーケットから経済的に石炭を調達することが可能となるよう、石炭の銘柄までを指

定した長期契約の割合を減らし、特定の銘柄を指定しないスペック指定での契約や、市場が

都度必要量を調達するスポット契約への切り替えも行われてきている。調達コストの低減に

加え、将来の高品位炭の供給縮小に備える観点からも、発電所において対応できる炭種の幅

を広げることが重要であり、電力各社において、こうした取組が進展することが期待される。 

 

ⅲ）産炭国における石炭開発支援と権益の確保 

・我が国ユーザーが必要とする多様な品種を中長期にわたり安定的に確保していくためには、

産炭国における石炭資源開発に対する支援、とりわけ我が国企業が開発に参画し、権益を取

得することも有用な手段となる。一般炭、原料炭それぞれの分野において、現在、ＪＯＧＭ
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ＥＣによる地質構造調査や、産炭国向けのマスタープラン作成や人材育成等の支援措置、ま

た、我が国に企業による探鉱活動に対する出資、開発・生産段階への債務保証の支援が行わ

れているほか、ＪＢＩＣによる融資などが行われている。 

・権益取得を伴う場合、各種インフラ整備が併せて必要となり、開発プロジェクトが巨額化す

るケースも少なくない。こうした事情も踏まえ、石炭の開発動向や市況動向を踏まえつつ、

ＪＯＧＭＥＣによる権益取得のための支援策の在り方についても引き続き検討していく。 

・また、こうした取組を進め、我が国石炭ユーザーが必要とする石炭を安価で安定的に調達す

るための一つの目安となる目標として、２０３０年度の自主開発比率６０％以上を目指すこ

ととする。 

 

（２）低品位炭の利用拡大の技術開発 

・石炭市場の需給バランスの安定のためには、産炭国における未利用の褐炭や品質の低い亜瀝

青炭など、いわゆる低品位炭の利用拡大に向けた取組を進めることも重要である。 

・現在、低品位炭を改質し、国内外で発電に用いる技術をはじめ、褐炭からＳＮＧ（代替天然

ガス）や肥料、または水素を製造する技術の開発が進められているところであり、引き続き、

これらの取組を官民で進めることにより、低品位炭の利用拡大に向けた取組を進めていく。 

 

３．環境に配慮した石炭利用の推進  

（１）石炭火力の高効率化、低炭素化の推進 

ⅰ）石炭火力の高効率化の促進 

・エネルギーミックスを実現し、日本の約束草案における２０３０年度の温室効果ガス削減

目標を達成するためには、石炭火力の高効率化の促進をはじめ、ＣＯ２排出量を抑制する

ための一層の取組が必要である。 

・現在、大型に比べ相対的に効率の低い小型石炭火力を含め、新設石炭火力の建設計画が進

められており、削減目標達成や高効率化の促進の観点からの懸念の声も聞かれている。 

・政府として、これまで電力業界全体として、地球温暖化対策の計画、目標と整合的な形で

排出抑制が図られるよう自主的な枠組を構築するよう促してきたところ、引き続き、早期

の枠組構築を促していく。 

・また、エネルギーミックスを踏まえ、２０３０年に全国平均でＵＳＣ相当の発電効率の実

現を目指し、特に、効率の悪い小規模石炭火力の増加の抑制を図る観点から、省エネ法（エ

ネルギーの使用の合理化に関する法律）の規制強化の検討に着手することとしている。具

体的には、総合資源エネルギー調査会省エネルギー小委員会の下に、「火力発電に係る判

断基準ワーキンググループ」を設置して検討を進め、できるだけ早期に所要の措置を講じ

ていく。 

 

ⅱ）次世代火力発電技術の開発加速 

・火力発電の高効率化のためには、現在最新の技術であるＵＳＣだけでなく、Ａ－ＵＳＣ（先

進超々臨界圧発電）、ＩＧＣＣ（石炭ガス化複合発電）やＩＧＦＣ（石炭ガス化燃料電池

複合発電）など、次世代の技術を早期に実用化し、順次導入を拡大していくことが重要で

ある。これらの技術開発が順調に進めば、ＩＧＣＣではＵＳＣと比較してＣＯ２排出量を

約２割削減、ＩＧＦＣでは約３割削減することが可能となり、石炭火力の分野において一

層の低炭素化を実現するための道筋を付けることが可能となる。 
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・安定供給性と経済性に優れた石炭火力は、我が国のみならず、途上国を中心に世界で引き

続き重要な電源として活用が継続されることが見込まれる。こうした中、世界の気候変動

対策と両立する形でいかに石炭火力の低炭素化を図っていくかが重要な課題である。我が

国は、これまでも世界に先駆けてＵＳＣを実用化し、国内で普及を拡大するなど、世界で

最も環境負荷を低減する形で石炭火力の活用を行ってきている。 

・我が国が引き続き次世代技術の開発を進め、国内で活用していくことは、将来における世

界の石炭火力の活用を環境負荷の低減と両立させながら維持し、グローバルなエネルギー

セキュリティの向上に貢献していく観点からも極めて重要である。 

・そのため、平成２７年６月に産学官の有識者からなる｢次世代火力発電の早期実現に向け

た協議会｣を設置し、ＬＮＧ火力や後述のＣＣＳやＣＣＵを含め、次世代火力発電の関連

技術につき、早期に技術確立、実用化するための方策に関する議論に着手した。今後、議

論の成果を踏まえて技術開発のロードマップを策定し、これに基づき官民一体となって技

術開発を加速する。 

 

ⅲ）バイオマス混焼 

・こうした次世代技術の開発、実用化に加え、足下で石炭火力からのＣＯ２排出量を抑制す

る有力な手段としてバイオマスの混焼が期待されている。バイオマスの混焼は、カーボン

ニュートラルであるとともに、不要木材等の処理促進にも資するものであるが、普及拡大

に向けては十分な量のバイオマス燃料の調達確保などが課題となっている。今後、制度的、

環境的要因も含めた、バイオマス混焼拡大の課題について検討を進めていく。 

 

（２）二酸化炭素の回収貯留（ＣＣＳ）及び有効利用に関する技術（ＣＣＵ）の開発                              

・発電所や工場等から排出されるＣＯ２を回収し、貯留（ＣＣＳ）または有効活用する技術

（ＣＣＵ）は、石炭火力発電からのＣＯ２排出量をゼロに近づける切り札となり得るもの

であり、エネルギーミックスにおいても、２０３０年度以降を見据えて進める取組として、

二酸化炭素の回収貯留（ＣＣＳ）及び利用に関する技術の開発・利用の推進が位置付けら

れている。 

・ＣＣＳについては２０２０年頃の二酸化炭素回収貯留（ＣＣＳ）技術の実用化を目指し、
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【一般・卸電気事業者の技術別石炭火力設備容量】

※技術別石炭火力設備容量
の数値は2015年3月現在。
なお、卸供給は除く。
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分離回収技術やモニタリング技術の開発、大規模実証事業、国内の貯留適地調査が行われ

ている。 

・ＣＣＵについては、現時点ではＣＯ２の大規模処理が困難であるものの、有価物の製造に

つながる点でコスト性に優れ、また、貯留地の制約を受けないというメリットを有してお

り、今後の技術革新によりＣＯ２の処理能力、有価物の製造効率が向上すれば、将来の利

用拡大が期待される。 

・我が国では、藻類によるバイオ燃料製造や人工光合成の分野で、世界をリードする技術開

発が進められている。これらの取組は、石炭火力からのＣＯ２の処理のみならず、藻類バ

イオであれば国産燃料の生産など、多様な目的を実現することにもつながる。 

・上述の次世代火力発電の協議会においては、ＣＣＵＳの技術開発に関する課題等について

も検討を行い、技術開発ロードマップの中にＣＣＵＳに関する今後の開発目標や、早期の

技術確立に向けた方策について盛り込んでいく。 

 

４．日本の低炭素技術の海外展開                            

（１）新興国等における高効率石炭火力導入による地球規模の環境負荷軽減への貢献 

・石炭火力の取扱いを巡っては、石炭火力向けの公的支援の制限に関する米英の主張をはじめ、

早期の建設抑制、再生可能エネルギーやガス火力への転換を進めるべきとの国内外からの指

摘もある。 

・しかしながら、アジアの新興国を中心に石炭火力の需要が増大する中で、これらの国のエネ

ルギーアクセスの改善と環境負荷の低減を両立するためには、今後とも石炭火力を活用せざ

るを得ないのが実情である。 

・個々の国のエネルギーミックスは、その国が置かれた状況や課題を踏まえて決定すべきもの

であり、その中で一定割合の石炭火力が必要であることは多くの国で共通する事情である。

現在では、米国やドイツを含む先進国であっても、全体の３，４割を石炭火力に頼っている

のが実情であり、とりわけ経済的な電源を必要とする途上国ではそのニーズが強い。 

・こうした現状を踏まえれば、途上国を中心に導入される石炭火力をより高効率なものとする

ことが最も現実的かつ有効的な気候変動対策となる。こうした考えについては、二国間対話

や国際場裡における積極的な働きかけを通じて理解の促進を図ることとし、ＯＥＣＤにおけ

る輸出信用の取扱いに関する議論においても、引き続き我が国の考えを主張していく。世界

でも最高水準の高効率石炭火力技術など我が国の石炭利用技術は、我が国が世界に対して貢

献できる重要な分野であり、今後も積極的に海外展開を進めていく。 

 

（２）高効率石炭火力の海外展開の普及・促進 

・アジアの新興国を中心に、石炭火力をはじめとするエネルギーインフラの整備が急務となっ

ている中、上述のとおり、我が国の優れた技術、ノウハウを活かし、各国のインフラ整備に

いかに貢献していくかが重要な課題となっている。 

・現在、エネルギー産業の国際展開を推進する「Ｅｎｅｖｏｌｕｔｉｏｎ」イニシアティブと

して、政策対話を通じた新興国におけるエネルギー戦略等への支援と、個別のエネルギーイ

ンフラ案件に関する技術、ノウハウの協力を通じてインフラ案件の発掘、獲得を目指す取組

が進められており、平成２７年５月には安倍総理より「質の高いインフラパートナーシップ」

が発表されたところである。 

・今後、こうした取組を活用しつつ、また、公的金融支援や個別案件形成のＦＳ支援、国際シ

ンポジウムの開催や技術者交流を通じたＰＲ、政府間政策対話等の活用・実施など様々な手

段を通じて、世界最高水準である我が国の技術の普及展開を図る。 

・さらには、我が国技術の普及展開とあわせ、二国間で構築したエネルギー・環境に関する技

術移転等の枠組の活用の可能性についても、引き続き、検討していく。 
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第三章 鉱物資源政策 

１．鉱物資源に関する現状 

(１)鉱物資源の市場動向 

・金属価格は、２００５年以降の新興国における需要増大や、投機的資金の流入を背景に急騰

したが、リーマンショック時の世界規模での需要減退等により急落した。その後、一時的に

価格は回復したものの、２０１１年以降は、欧州経済の低迷、新興国経済の減速懸念、原油

価格の下落等の影響により下降基調で推移している。また、鉱山投資も資源ナショナリズム

の再興や先鋭化の影響もあり低水準で推移している。 

・世界的な金属需要を牽引してきた中国も、２０１５年３月には中国全国人民代表大会におい

て、中国の経済状況は「新常態」に入ったことが宣言されたことを受け、これまでの高成長

路線からの転換が予想され、それに伴い鉱物資源に対する需要も減退懸念が高まっている。 

・こうした中、例えば、触媒等に不可欠なプラチナは欧州向け需要の低迷により価格が低迷し

ている一方で、パラジウムは南アフリカ共和国における労働争議等の影響やガソリン車向け

の需要が堅調なことから高値で推移するなど、鉱種ごとに需給等の動きを踏まえた動向を示

している。 

 

 

 
 

・また、２０１０年から２０１１年にかけて中国による輸出制限措置の強化により価格が高騰

したレアアースについては、使用量削減やリサイクルの進展により需要が減少するとともに、

ＷＴＯ敗訴を受けた中国の輸出制限措置撤廃により、レアアース価格は低位に推移している。 
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(２)プレーヤーの動向 

・ベースメタルの上流開発を主流とする資源メジャーの財務状況は、開発プロジェクトの奥地

化・深部化、鉱石品位の低下に加え、資源価格の下落に伴い悪化しており、一部の資源メジ

ャーではコア・ノンコアの選別を進めノンコアプロジェクトの資産整理を進める動きも出て

いる。我が国の上流開発部門は、上記資源価格の下落等に加え銅鉱山の本格生産の遅れ等の

影響を受け、多額の減損を出すなど業績が一時的に悪化している。 

・資源メジャー等の資産売却の動きは我が国企業にとっても権益獲得の機会ではあるが、資源

メジャーから売却対象となったプロジェクトは、技術的な困難を伴う案件や仕上がりコスト

の高いなど現在の資源価格の下では経済的に見合わない案件が多い。資源メジャーに比して

会社単位での資金力で劣る我が国企業が、探鉱・開発・生産プロジェクトの困難性が増大す

る中、投資機会を拡大していくためには、政策的な支援が必要である。 

・非鉄大手８社の２０１４年度決算は、非鉄金属価格の下落の影響により、鉱山投資部門の収

益は悪化したものの、円安や鉱石の買鉱条件改善、希少金属の回収強化等もあり、製錬部門

の収益は改善し、電力代の高騰にもかかわらず、全社が増収・増益（非鉄大手８社合計売上：

４兆９５１２億円、営業利益３２７８億円、当期純利益２０３８億円）。非鉄製錬企業にお

いては、中長期的な国内需要減や将来的な競争環境の変化等を見据え、各社の事業環境に応

じた様々な視点（鉱種ごとに異なる需給・価格動向、開発・製錬コスト、需要家の動向等）

から、事業基盤強化に向けた取組を進めている。 

 

２．鉱種ごとの実態を踏まえた戦略的な安定供給確保策の構築 

(１)鉱種ごとの実態把握 

・企業ヒアリング等を踏まえ、安定供給確保に向けた各鉱種におけるリスク分析を実施してい

る。具体的には、供給サイドにおける埋蔵量、生産偏在度、リサイクルの可能性、需給見通

し、需要サイドにおける調達依存度、代替性等を踏まえて、鉱種ごとにリスク分析を行い、

それぞれのリスクに応じた対応策の拡充につなげていくことが重要である。 

・また、エネルギー分野におけるセキュリティインデックスの手法を参考にしつつ、各鉱種に

おける供給安定性の定量評価手法の検討に着手しており、本年度中に一定の考え方を整理す

ることを目指す。 

 

(２)戦略的な供給確保策の再構築 

ⅰ）鉱種ごとの需給構造（サプライチェーン）分析と、必要に応じた戦略的な安定供給確保 

・供給の不確実性を下げるための方策としては、供給源の多角化が最も効果的といえる。こう

した観点から、昨年７月以降、政府としても鉱物資源のポテンシャルが豊富であるものの、

投資環境が不十分なため我が国企業による進出が限定的な地域を対象として、官民合同のミ

ッション団を派遣した。こうした取組を通じて、民間企業が、資源国における生産技術・イ

ンフラ整備の状況、税制、鉱業法等関係法令の整備状況などの投資環境を把握することによ

り、中長期的な投資機会の創出を図った。 

・また、南米に６割以上の輸入を依存する銅について、供給源の多角化を政府としても後押し

するため、これまでポテンシャルは認められながらも、地質調査が不十分なエチオピアにお
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いて、ＪＯＧＭＥＣが探鉱プロジェクトに着手した（アファールティグライ・プロジェクト）。

エチオピアはアフリカにおいては相対的に政治状況等を含め投資環境が安定しており、探鉱

の結果良好な結果が得られれば、我が国事業者への権益引継ぎを実施することとなる。 

・近年の大規模鉱山の減産、閉鎖に伴い世界的に供給がひっ迫すると予想される亜鉛について

は、ＪＯＧＭＥＣによるリスクマネー供給による融資を受け、新たに民間事業者がメキシコ

での探鉱プロジェクトに着手した。 

・加えて、資源ポテンシャルの高いアフリカの資源国との政府レベルでの関係強化を加速させ

るため、第二回日アフリカ資源大臣会合（Japan Africa Ministerial Meeting (ＪＡＭＭ)）

及びビジネスセミナーを開催した。会合では、これまで二回の会合を通じてアフリカにおけ

る資源開発投資の拡大に向けた課題が明確になったことを踏まえ、今後は二国間関係の強化

を通じて、アフリカ資源国が抱える個別の課題に丁寧に対応する関係 (Japan Africa 

Ministerial Partnership (ＪＡＭＰ)) へとステップアップすることが合意された。 

 
【アフリカの資源ポテンシャル】 

 
 

・一方で、世界経済における日本の相対的地位の低下により、鉱物資源の調達局面においても

将来的に我が国企業のバーゲニングパワーが低下していくおそれがある。このため、今後の

我が国の立ち位置を十分に踏まえ、鉱物資源の調達局面において我が国企業のバーゲニング

パワーを高めるため、法曹関係者を交えた原料調達のあり方に関する研究会を開催し、複数

企業による共同買鉱に関する制度的な留意点の洗い出しを実施した。今後、具体的なプロジ

ェクトにおいて企業間連携による共同買鉱の取組が実現することが期待される。 

・こうした官民一体となった取組を継続し、引き続き供給源の多角化に向けた取組を着実に進

めることが重要である。その際、政府としても、ＪＯＧＭＥＣによる探鉱支援、探鉱から開

発・本格生産に至るまでのリスクマネー供給、税制（減耗控除制度及び海外投資等損失準備

金制度）等の必要な政策的支援策の整備を進めることが重要である。これらの取組を通じて、

ベースメタルに関しては、我が国企業の権益下にある輸入鉱石から生産される地金量及びリ

サイクルにより生産される地金量を勘案した自給率８０％以上が達成されるよう、不断の取

組を進めることが求められる。 

 

ⅱ）資源ナショナリズムの再興・先鋭化に対するＷＴＯ等の枠組みの活用 

(a)中国のレアアース等輸出規制に関する対応 

・中国の輸出制限措置の強化に起因する供給途絶リスクに対しては、日米欧連携によるＷＴＯ

提訴及び勝訴、官民を挙げた中国外プロジェクトへの参画、リサイクル・使用量削減等への

取組により、そのリスクを大幅に低減することができた。しかし、足下では本年６月に、米

国のレアアース生産会社のモリコープ社が米国連邦破産法第１１章の適用を申請し、再生プ
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ロセスに入るなど、近年のレアアース価格の低迷が中国外のプロジェクトに負の影響を及ぼ

している。こうした動きによりレアアースの中国一極集中が再び加速されかねず、引き続き

中国外のプロジェクトに対する支援が必要である。 

・また、レアアースの供給途絶リスクが顕在化したことにより、レアアースを供給リスクの高

い原材料と見なし、使用を回避する傾向もある。レアアース以外にもこうした動きが広まれ

ば、素材の強みを最大限に引き出し活用することで、ものづくり産業等の競争力を高めると

いった我が国産業界の強みを制限することにもつながりかねない。中国により引き起こされ

たレアアース供給途絶リスクの顕在化という経験を踏まえれば、供給途絶リスクが顕在化す

る前段階から、ユーザー企業を含めて供給の不確実性を低減する取組を継続することが重要

である。 

 

(b)インドネシア、フィリピン等の鉱業法改正など資源国の政策変更への対応 

・インドネシアの新鉱業法については、２０１４年１月に施行され、ニッケル等の未加工鉱石

の輸出が禁止される一方、銅精鉱については２０１７年１月までは輸出許可制が導入された。

こうした事実上の輸出禁止措置は、ＷＴＯ協定違反に当たるとの認識の下、ジョコ新政権の

下において二国間協議を再開し、今後改めてＷＴＯ協議要請・提訴や他の消費国との連携を

活用しつつ、未加工鉱石輸出禁止措置の是正を求めていくことが重要である。また、フィリ

ピンの鉱業法改正（未加工鉱石輸出禁止措置）など、資源国の政策変更については、制度改

正前から政府間において解決に向けた協議を行う必要がある。こうした資源国の政策変更は、

資源外交としての課題であり、外務省及び在外公館とも緊密に連携して着実に対応していく

べきである。 

 

ⅲ）国内海洋鉱物資源開発への継続的な取組 

・海洋鉱物資源の開発は、数年以内に陸上の鉱山開発に肩を並べるプロジェクトになることは

困難である。しかし、かつて世界最大の産銅国であった我が国が、今では銅精鉱の１００％

を海外からの輸入に依存しているという現実を認識する必要もある。近年は大型銅鉱山等の

発見のない中、陸上の既存鉱床のみから将来にわたって鉱物資源が十分に安定供給される保

証はない。世界の目が海洋鉱物資源に向き始める中、我が国がいち早く探査技術や生産技術

を確立していれば、海洋資源開発の分野で世界をリードすることができる。特に、我が国は

世界第６位の排他的経済水域を有し、その海底には様々なタイプの海洋鉱物資源が賦存する

と言われており、我が国が海洋鉱物資源の開発に係る技術を獲得するには絶好の環境にある。

海洋鉱物資源の開発はこうした長期的な視点を持って、着実に資源量調査及び生産技術開発

の双方の分野で成果を上げつつ、開発に向けた取組を進めて行くことが重要である。 

・資源量調査に関しては、２０１４年１２月に、ＪＯＧＭＥＣが沖縄本島北西１５０km の伊

平屋小海嶺周辺において、海底熱水鉱床（野甫サイトと仮称）を発見し、また２０１５年１

月には、海上保安庁と連携し、久米島沖で新たな海底熱水鉱床（ごんどうサイトと仮称）を

発見した。特に、ごんどうサイトでは、ＲＯＶ（遠隔無人探査機）によりサンプリングした

ところ、高いところでは１３％という銅品位の分析結果（陸上の銅鉱山の品位は１％程度）

を得ており、資源としてのポテンシャルが期待できる。引き続き新しい鉱床の探査を継続的

実施するとともに、既存のサイトを今後数年間で集中的に調査を実施し、早急に資源量評価

を実施することが重要である。 

・また、生産技術の開発については、２０１４年度までに採掘試験機の実海域における基礎的

な性能試験はほぼ終了した。世界的にも実海域で採掘試験機の試験を実施した事例はなく、

この分野における我が国の技術的優位性をより確実なものにするため、引き続き長時間の連

続運転等の採掘試験機の改良といった掘削性能の向上を継続的に実施していくことが重要

である。 

・今後は揚鉱システムへの接続やポンプシステムの開発等を集中的に実施し、２０１７年度の

採鉱・揚鉱システムのパイロット試験実施を目指すこととなる。世界的にもこうしたパイロ

ットプロジェクトは初めての試みであり、資金的及び技術的にも様々な困難を伴うことが予
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想される。海洋鉱物資源開発の司令塔たるＪＯＧＭＥＣを中核に、オールジャパンの体制を

構築して取組を進めることが重要である。 

 

 
 

・レアアースを含む海底堆積物（泥）については、２０１５年度に資源としてのポテンシャル

を評価することとされており、これまで３か年にわたる南鳥島周辺海域における資源量調査

や生産技術調査の結果を早急に取りまとめ、２０１６年度以降の取組方針を明確化すること

が重要である。 

・ハワイ沖のマンガン団塊の鉱区については、２００１年に国際海底機構と深海資源開発㈱（Ｄ

ＯＲＤ）の間で正式な探査契約を締結しており、２０１６年６月に１５年間の契約期間が終

了する。これまでの調査結果を踏まえれば、資源量としては一定のポテンシャルが期待でき

ることやこれまで取り組んできた生産技術開発の蓄積が一定程度見られることから、引き続

き将来的な開発移行のタイミングを見据えて調査を継続していくこが重要である。また、我

が国と同時期にハワイ沖における探査契約を締結したロシア、中国、韓国、フランス等の国々

も探査契約を延長する方針を固めていることも踏まえ、我が国としても探査契約の延長申請

することとする。なお、その際、我が国単独で探査を継続することは、財政的にも困難を伴

うことから、フランス等諸外国と連携し効率的な探査ができるよう、関係国と協力関係を構

築することが重要である。 

・環境対応を含めた法制度への対応については、上記海洋鉱物資源開発の状況を踏まえつつ遅

滞なく検討を行う。 

 

３．鉱物資源の安定供給を担う非鉄製錬事業者の事業環境の整備 

(１)精鉱中の不純物増加等への対応 

・我が国非鉄製錬事業者共通の課題となっている精鉱中の不純物除去の技術開発については、

ＪＯＧＭＥＣに委員会を設置し、非鉄製錬事業者７社及び資源系の研究者１２名の委員の参

画を得て、ヒ素が含まれる銅精鉱の鉱物学的特性の調査、国内外における精鉱中の不純物除

去技術の動向調査、資源国における環境規制の実態等について調査を実施した。 

・２０１５年度は、この調査結果に基づき、銅精鉱から経済的にヒ素を除去できる技術の獲得

を目指し、粉砕・選鉱プロセスにおけるヒ素除去技術の候補となる手法に関する先導的な研

究を進め、今後の基礎研究・実証研究につなげることが重要である。 
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(２)資源分野における規制の強化への対応 

・２０１３年１０月に採択された水銀に関する水俣条約の国内担保法である「水銀による環境

の汚染の防止に関する法律」が２０１５年６月に成立した。水銀が、環境中における残留性

や生物への蓄積性を有し、人の健康や生活環境への影響を生じるおそれがあり、また、我が

国非鉄製錬所は、国内で回収される水銀の最大の排出者であることに鑑み、非鉄製錬事業者

は製錬プロセスで生じる水銀含有再生資源の適切な管理が求められる。一方で水銀含有再生

資源は水銀以外の有価な金属を含んでおり、従前から非鉄製錬事業者により適切な管理が実

施されていることから、今後、法の施行細則の制定に当たっては、必要以上の規制となるこ

とのないよう、こうした実態を踏まえた措置とすることが重要である。 

・また、現在、労働安全衛生法に基づき、三酸化二アンチモンについて、作業員の健康に対す

るリスク評価が行われている。アンチモンは自動車・家電製品・ＯＡ機器・建材などの各種

プラスチックの難燃助剤として使用されており、我が国は中国から原料を輸入し、国内のア

ンチモン製錬事業者が高品質の三酸化ニアンチモンに製錬して樹脂・ゴムメーカーに販売し

ている。アンチモン製錬所における作業員の健康管理が確保されることを大前提ではあるも

のの、リスク評価の結果、過度な健康障害防止措置が求められれば、アンチモンを国内で製

錬することは困難となる。リスク評価に当たっては世界的な規制の水準や作業実態を踏まえ

た検討を行うことが重要である。 

・世界的に強まる鉱物資源に対する規制を好機と捉え、地金ユーザーに対して、一定水準の環

境規制が獲られている非鉄製錬所からの地金の購入を求めるルール作りに取組むなど、我が

国の非鉄製錬事業者の国際競争力を強化することを検討する。 

 

(３)電力価格の高騰への対応 

・非鉄製錬事業者は電力多消費産業として電力価格の高騰により引き続き経営を圧迫している。

こうした現状を踏まえて、リサイクル原料を用いた製錬プロセスにおける電力使用量削減に

係る研究開発を継続するとともに、拡充された省エネ補助金の活用を促すなどの取組を行う

ことが重要である。 

 

(４)人材育成・確保 

・人材育成・確保については、我が国民間事業者自らの取組により、継続的に小規模鉱山の開発

プロジェクトに取組、探鉱から開発に移行するプロセスノウハウ等を有する人材育成に努める

事例や、産業界として科学技術館（千代田区北の丸公園）等と連携して検討中の児童・生徒向

けに非鉄産業を紹介するプログラムなどがある。今後は政府としても、秋田大学リーディング

プログラムを始め、大学、国際資源開発研修センター等における民間事業者による寄付講座へ

の協力のみならず、２０１６年１１月に神戸で開催予定の「Ｃｏｐｐｅｒ ２０１６」への支

援、さらには、人材育成を視野にいれた鉱山開発プロジェクトに対して、例えばリスクマネー

供給支援において採択の際の考慮要素に加える等の支援策を検討することが重要である。 
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第四章 エネルギーリスク評価指標（セキュリティインデックス） 

・我が国では、原油、天然ガス、石炭等の主要燃料の大半を輸入に頼っており、安定的な調達

を確保することが特に重要な課題となっている。こうした観点から、２０１４年７月の石油

天然ガス小委員会中間報告は、エネルギーセキュリティの判断の参考となる指標の策定の重

要性を述べている。これを受けたその後検討を踏まえ、エネルギーセキュリティの現状、特

に弱い点、どのような対応が厳しい現状をどの程度改善できるのかを知るための手がかりと

して、エネルギーリスク評価指標（セキュリティインデックス）を以下のように策定し、分

析を行った。 

・この指標において重要なのは、調達先国ごとのリスク、分散度をベースに、相互に比較可能

な指標を導き出すことができるという点だが、国全体としての指標の数字での比較だけでな

く、様々な分野、あるいは個々の調達主体である企業などにもあてはめることにより、さら

なる分析が可能になる点である。すなわち、一つの指標だけですべてを語ることを目指して

いるものではなく、様々な形で適用することにより、多くの示唆が引き出せる点、何をどの

ように変化させると、どのような分野でどれだけのインパクトがあるか分析できる点が重要

である。また、調達に着目しているものの、例えば、需要の分野ごとの現状を指標化して分

析すると、需要側の弾力性を知ることもできる。国内におけるサプライチェーンの強靭性に

関しては、現時点ではこの指標での評価の定式化には至っていないが、この点については、

前述の BCPの評価において考慮しており、むしろ BCPの評価に調達面のリスク評価を加える

ことも考えられる。今後さらに、様々な改良を加えながら、企業の戦略の選択、政府の政策

の選択に活用されることが期待される。 

 

（１）エネルギーリスク評価指標の考え方 

・全体として、エネルギー源として利用する燃料の種類が多ければ、それらをバランスよく調

達することで、一つの燃料が何らかの理由で調達できなくなった場合におけるリスクが小さ

くて済む。頼れる燃料の種類が２種類であるより、３種類である方が、３種類であるより４

種類である方がリスクは全体として小さくなる。ただし、こうした燃料種の多様化は利用側

の柔軟性・技術的な可能性が前提となる。 

・次に、例えば石油と石炭を例にとれば、石油の方が調達リスクは高いなど、燃料の種類ごと

に、それぞれのリスクは異なる。そうしたケースでは、リスクの高い燃料を相対的に少なく、

リスクの低い燃料を相対的に多く調達している方が安定度は高くなる。さらに、自給できる

燃料があれば、それについては海外からの調達に伴うリスクがないこととなるので、その燃

料の比率が高いほど、リスクは小さくなる。 

・また、それぞれの燃料の調達に関するリスクが小さくなれば、調達の割合が変わらなかった

としても、全体のリスクが小さくなる。それぞれの燃料のリスクを考える場合にも、上記の

燃料選択の場合と同様に、調達先国を多角化すること、リスクの高い国からの調達を低くす

ること、自給の程度を高めることでリスクを小さくすることができる。 

・そこで、分散度合いを計測する指標である、ハーフィンダール指数（ＨＨＩ）（＝それぞれの

シェアの自乗の和）を用いて、中東から８割、ロシアから１割、その他が１割を輸入してい

る石油のリスクを数値化することを試みる。ＨＨＩを計算すると（０．８）２＋（０．１）２

＋（０．１）２＝０．６６となる。天然ガスの場合は、中東が３割、ロシアが１割、東アジア・

大洋州が５割、その他が１割なので、天然ガスのリスク数値は（０．３）２＋（０．１）２＋

（０．５）２＋（０．１）２＝０．３６となり、石油よりもリスクが低いことがわかる。 

 次に、これにそれぞれの調達先国のリスクを加味する。例えば、中東のリスクが２、ロシア

が１、その他が１として、シェアとリスクをそれぞれ二乗してかけ算したものの和という形

で重み付きのＨＨＩ（＝リスク指数）を石油について求めると、２２＊（０．８）２＋１２＊

（０．１）２＋１２＊（０．１）２＝２．５８となる。 
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仮に中東４割、ロシア３割、その他３割としてリスクの高い地域からの輸入の割合を小さく

すると２２＊（０．４）２＋１２＊（０．３）２＋１２＊（０．３）２＝０．８２となるので、リ

スク指数が大きく低下することがわかる。 

・こうしてそれぞれの燃料について求めたリスク指数を用いれば、一次エネルギー供給全体に

ついても、燃料の分散の状況（それぞれの燃料のシェア）と燃料ごとのリスクから、総合的

なリスク指数（セキュリティインデックス）を求めることができる。 
 

 
 

・ここでひとつのポイントとなるのは、それぞれの調達先国のリスクをどのように数値化す

るか、という点であるが、ここでは、①過去の燃料生産の変動性（不安定性）の大きさ（標

準偏差）、②過去の紛争発生の状況、③当該調達先国との間のシーレーンのリスクの大きさ

（通過するチョークポイントの数）から数値化した。16 

 

（２）エネルギーリスク評価指標に関する分析 

ⅰ）各国比較と備蓄の効果 

・本指標を用いて各国の１次エネルギー供給のリスクを比較した結果、我が国は他国と比較し

てリスクの水準が韓国と並び、世界の主要国の中でも高く、特に東アジアでも中国と日韓と

の違いが際立っている。さらに、我が国の場合は東日本大震災以降リスクの上昇が顕著であ

り、このことは電源構成について見た場合も同様である。 

・基本的にエネルギー自給率の高い国については安定度が高く、また欧州の場合、各国別では

ないＥＵ全体として考えた場合の方がリスクが低減されていることが分かる。 

                                                   
16 本章の計算では、以下を実施。 

・天然ガスについては各国におけるパイプライン・ＬＮＧでの調達割合をリスク評価に反映。 

・チョークポイントとして南シナ海を追加、マラッカ海峡については他の航路も選択可能であることからリスクを他のチョー

クポイントよりリスクを軽減 

・各エネルギーの供給安定性は、石油の生産量データで評価、地域単位のリスクは、これを各エネルギー種の国別輸出量で地

域毎に加重平均している。 
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・加えて、石油備蓄を自給エネルギーと捉えてエネルギーリスク評価指標を計算すると、その

水準が大きく改善することから備蓄の政策意義が定量的にも示された。 

※各国が備蓄を 2年で取り崩すケースを想定し、備蓄量の１/２を自給エネルギーと見なした。 

 

 
 

 

ⅱ）最終エネルギー消費のエネルギーリスク評価指標の部門比較 

・また、我が国の部門ごとのリスクの状況を分析すると、石油に９５％以上を依存している

運輸部門において特にリスクが高い。運輸部門においては、他の部門と比較して需要の弾

力性が低いことがこうした原因となっており、需要側の多様化により今後この数字が改善

する余地があることがわかる。 

 
 

ⅲ）各燃料別のエネルギーリスク評価指標 

・次に燃料別のエネルギーセキュリティを世界各国で比較すると、石油については、中東依

存度が高い日本、韓国、インドのリスクが高くなっている。中国も中東から輸入が多いが、

自給率が高い分リスクが低い結果となっている。天然ガスについては韓国よりも日本のほ

うが調達の分散が進んでおり、リスクが低いが、その他の国と比較した場合には国産がな

いことなどもあり厳しい状況にある。ＬＰガスについては、２０１２年と２０１４年を比

較すると、米国からのシェール随伴のＬＰガス調達増加により我が国の調達リスクは一定

程度改善したことが分かる。 
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※石油製品を含む   ※2010年、2012年のＩＥＡデータから分析      

 

 
※2010年、2012年のＩＥＡデータから分析       

 
【我が国の各燃料調達に関するエネルギーリスク評価指標】 

 
※2012年、2014年の貿易統計データから分析        

 

ⅳ）長期エネルギー需給見通し案のエネルギーリスク評価指標による評価 

・2030 年のエネルギー需給見通し案で示された 1次エネルギー供給、電源構成をエネルギー

リスク評価指標で評価した結果、震災前と比較しても大きくリスクが低減することが確認さ

れた。 
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ⅴ）エネルギーリスク評価指標を利用した感度分析 

・この指標を活用すると、リスクの現状のみでなく、一定の前提の下で今後何らかの変化があ

った場合にリスクがどの程度変化するかについての分析も可能である。燃料ごとのリスク指

数は上のグラフが示すとおり、原油が一番高く、次いでＬＰガス、天然ガス、石炭となって

いる。 

・調達リスクの高い燃料を調達リスクの低い燃料に転換した場合、例えば石油の調達の５％を

天然ガスで振り替えると、我が国の 1次エネルギー供給全体のリスク指標の数値は６．６％

改善する。これに対し石炭の５％を天然ガスに振り替えると０．８％悪化する。なお、この

場合各燃料は現在と同じ割合でそれぞれの地域から輸入されるものと仮定している。 

・次に原油の調達の５％を中東から北米に振り替えるとすると、同様に我が国の 1次エネルギ

ー供給全体のリスク指標の数値は５．０％改善し、原油に関する指標は６．３％改善する。 

・このように本指標を活用すると企業行動の変化や、政策の導入がもたらす効果を比較し、そ

のインパクトを確認することができる。 

 

ⅵ）エネルギーリスク評価指標の国際的議論での活用 

・エネルギーリスク評価指標については、他国の政府や国際機関ともその考え方について意見

交換を行い、関心を集めている。国家安全保障においてもエネルギーセキュリティは重要な

課題であることから引き続き関係者との議論を深めていくことが重要である。 

  

石炭▲１％ LNG▲１％ 原子力▲１％ 再エネ▲１％
石炭＋１％ +0.2% +1.5% +1.7%
LNG＋１％ ▲0.1% +1.4% +1.6%
原子力＋１％ ▲1.5% ▲1.4% +0.2%
再エネ＋１％ ▲1.7% ▲1.6% ▲0.2%

【2030年の電源構成における感度分析】



 

80 

 

おわりに 

・世界の資源・エネルギーをめぐる情勢は、価格面でも需給面でも政治面でも激動を続け、世界

の資源の流れが大きく変化しつつある。価格の下落は我が国に経済的メリットをもたらすとと

もに経済的な理由で安定供給を確保することが難しくなる状況はひとまず脱することができ

た。一方で、依然として中東を含む世界に資源の大半を依存する我が国にとって、量的な安定

供給の確保は引き続き大きな課題である。 

・世界における供給力の増大や、新たな売り先を探す資源国の増加は、我が国にとっては、米州

やロシアを含めて調達先国を多角化するチャンスをもたらしている。国全体としての安定供給

の確保においても、企業の持続的生産活動の観点からも、交渉力の観点からもこの機を逃すべ

きではない。 

・同時に、中長期的には、微細藻類やメタンハイドレードをはじめとする国産資源開発への技術

的挑戦が、多角化にも交渉力強化にも資するものである。 

・これらの効果は、エネルギーリスク評価指標（セキュリティインデックス）によって定量的に

も明確化されるが、その効果を念頭に置きながら、諸外国との協調を含む政策選択、企業の事

業選択を戦略的に行うべき時がきている。 

・また、価格の低下は、我が国の資源・エネルギー関連ビジネスの活力に暗い影を与えている面

もあるが、世界の市場では、上流権益を含めチャンスが拡大しており、これを活かした我が国

企業の国際展開が期待される。 

・一方で国内市場では、今後の市場規模の縮小の蓋然性が高く、さらに電力ガスのシステム改革

による自由化が進むことは、国内エネルギー事業者の連携や事業再編をさらに促すものとなる。

特に他に先駆けて自由化を行った石油精製業者には、国内での安定供給という使命を達成する

ための事業基盤確保のためにも、躊躇することなく事業再編を進め、今後のさらなる国内での

エネルギー事業の再編や総合エネルギー企業化の先導者となる資格と使命がある。 

・需要者との関係でも、市場縮小の中で、価格面、サービス面での努力により消費者に選ばれる

事業者が生き残っていくことになる。かといって、すべて市場原理での競争にゆだねてよいと

いうものではない。生活や経済活動に不可欠なエネルギーという物資が、過疎の進む地域にお

いても適切に供給される体制を築くため、それぞれの地域の実情にふさわしい形のソリューシ

ョンを、自治体の主体的な役割を期待しつつ、政府、事業者が協力して模索する体制を充実さ

せていかなくてはならない。 

・安定供給の確保は資源・燃料政策の基軸であり、さらに地球温暖化問題を含む環境問題への世

界の動きにも適切に対応し、また、それを活用しながら、今後とも、官民一体となって、海外

からの安定調達、国内サプライチェーンの維持、それを支える産業基盤の強化に務めることが

重要であり、関係者が危機感を共有しながら、それぞれの役割を協調的に果たしていくことが

期待される。 

・資源・燃料分科会としても引き続き環境の変化を注視し、今後の資源・燃料政策のあり方につ

いて必要に応じた議論を継続的に行う。 


